
経 常 収 益

業 務 純 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

総 資 産 額

総 資 金 量

信 託 財 産 額

11年3月期

1,989億円

273億円

△601億円

△486億円

5兆2,103億円

12兆6,450億円

15兆2,389億円

9年3月期

3,317億円

893億円

51億円

56億円

3兆8,141億円

11兆9,405億円

17兆 890億円

8年3月期

3,176億円

365億円

△717億円

△748億円

4兆2,194億円

11兆9,171億円

16兆8,661億円

7年3月期

3,165億円

246億円

36億円

27億円

4兆5,412億円

12兆 817億円

16兆6,831億円

10年3月期

2,718億円

584億円

91億円

123億円

3兆7,040億円

11兆4,279億円

15兆 647億円

業績ハイライト

創 業

本 店

拠 点

A T M設置台数

従 業 員 数

資 本 金

発行済株式数

上 場

自己資本比率

昭和37年8月

東京都中央区京橋一丁目7番1号

国内本・支店111カ店、海外支店3カ店、海外駐在員事務所1カ所、海外現地法人2社

国内266台（うち14台店舗外ATM）

4,679人

1,709億66百万円

4億1,399万5千株 (うち普通株式／3億24万5千株　優先株式／1億1,375万株）

東京、大阪、名古屋の各証券取引所1部

13.18％（国際統一基準）

（△は損失）

（平成１1年３月末現在）

当社のプロフィール
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ご　あ　い　さ　つ
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日頃は私ども中央信託銀行をお引立ていただき、誠にありがとうございます。

昭和37年 8月の創業以来、当社が順調に業容を拡大してまいることができまし

たのも、ひとえにみなさまの暖かいご支援とご愛顧の賜ものと、深く感謝申し上げ

る次第です。

さて、ご承知のように、金融界においては、「日本版ビッグバン」の本格化によ

りますます競争が激化するとともに、金融機関の同質化・グループ化の流れの中

で、合従連衡の動きが加速しつつあります。

当社は、こうした状況下において、資金業務とりわけリテール基盤の維持・拡

大をベースに、「受託資産管理」「受託資産運用」「証券代行」「不動産」の4つの信

託コア業務における競争力・収益力の維持・向上を経営戦略として掲げ、その具体

的展開として、昨年11月の北海道拓殖銀行からの営業譲受けに続き、三井信託銀

行と平成12年 4月1日をもって合併することとなりました。

この合併は、両社の有する営業基盤が相互に補完性が高いことから、資金業務

の強化に大きく寄与するとともに、信託業務の各分野において圧倒的優位をもたら

すものであります。これによって、合併後の新銀行は、「利便性」と「専門性」に優

れた全く新しいタイプの総合金融機関として、名実ともにトップバンクに飛躍し、

高度化・多様化するお客さまのニーズに的確にお応えしてまいります。

また、法令等の遵守（コンプライアンス）のための組織的な取組み、リスク管理体制

の一層の強化等によって責任ある経営体制を確立するとともに、引き続き経営の効

率化と収益力の増強ならびに自己資本の充実に努めてまいります。あわせて、公共的

使命を担う金融機関として、金融機能の円滑化に積極的に取り組んでまいります。

この小冊子は、当社の業務内容や現況をご報告するために作成いたしました。

中央信託銀行に対する一層のご理解と、今後とも変わらぬご愛顧を賜わりますよ

う、お願い申し上げます。

平成11年7月

取締役社長
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基本理念を具体的に実践していくため、つぎの経営目標を掲げ、その達成に全

社一丸となって邁進してまいります。

お客さま本位の業務運営を通じて

あらゆるニーズにお応えできる体制作りに取り組みます。

高度化・多様化するお客さまのニーズに的確に対応し、充実した店舗網による

「利便性」と中央信託銀行ならではの「専門性」を総合的に発揮して、常にご満足

いただける質の高い商品・サービス・情報の提供に努めます。

そのために、あらゆるご相談に的確かつ迅速に応じられる体制を構築する一方、

高度な専門能力を有する真のプロフェッショナルの育成に引き続き注力してまい

ります。

徹底した合理化・効率化を進め

経営体質の強化を図ります。

経営資源全般にわたって徹底した合理化・効率化を推進し、金融自由化時代に

ふさわしい、健全な金融機関としての経営体質を追求してまいります。

さらに、資産の自己査定を通じた厳格な償却・引当の実施により、資産の健全

性の確保に努めるほか、自己資本の充実など財務体質の強化に引き続き取り組ん

でまいります。

リスク管理・内部管理体制を強化し

自律性の高い経営に徹します。

金融を取り巻く環境が大きく変化する中で、金融機関としての公共的使命を全

うし、お客さまから変わらぬ信頼をいただけるよう、自己責任に貫かれた自律性

の高い経営に徹してまいります。

そのために、法令等の遵守いわゆるコンプライアンスに対して真摯に取り組ん

でまいります。また、信用リスクや事務・システムリスクの管理機能を強化する

とともに、金融の自由化・国際化の進展、金融技術の高度化に伴って一段と複雑

化・多様化している市場リスクに対して、収益の安定化・拡大化の観点からも、

より迅速かつ精緻に管理・コントロールし得る体制の構築に努めてまいります。

3

2

1

当社は、昭和37年の創業以来、「信託銀行としての全機能を発揮して、社会の

望むところ、時代の要請に応じた業務活動を通じて､国民経済・社会の発展に寄

与し、公共的使命と社会的責任を全うして行く」ことを基本理念としています。

基本理念

経営目標

経営方針
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ビッグバン「勝ち残り」を目指した
経営戦略とその展開

現在、金融界では日本版ビッグバンが進展していま

すが、当社では、平成9 年10月にビッグバン「勝ち残

り」に向けての対策をいち早く策定しました。

具体的には、ビッグバンの進展により、今後、従来

以上に金融機関の業務の同質化が進むと予想されるな

か、一段と激化する信託分野での競争を勝ち抜いてい

くため、資金業務、とりわけリテール基盤の維持・拡

大をベースに、「受託資産管理」「受託資産運用」「 証

券代行」「不動産」の 4 つの信託コア業務における競

1.当社の経営戦略

重点業務

争力・収益力を向上させていくことを経営戦略として

掲げました。

これにより、個人のお客さま向けには、多彩な商品

と高度な相談業務を通じて最適なサービスを提供する

「信託版プライベートバンキング」を推進していきま

す。また、法人のお客さま向けには、引き続き資金取

引を推進するとともに、年金・証券代行・不動産等の

業務分野で、最先端の高度なサービスの提供に努め、

21世紀に勝ち残る金融機関を目指していきます。
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当社は、前記の経営戦略の具体的展開として、平成

10 年11月16日に、北海道拓殖銀行（以下拓銀）の本州

地区営業を譲り受けました。

これは、当社が目指すリテール基盤の強化のために

はお客さまの利便性の向上が不可欠であり、また信託

コア業務やプライベートバンキングを展開していくう

えで、対面型の営業が引き続き重要であることから、

店舗を有する意義は大きいと考えたためです。拓銀か

らの営業譲受けにより当社は、国内最大のマーケット

である首都圏を中心に、全国に111カ店を展開する、

わが国最大の店舗網を有する信託銀行に生まれ変わり

ました。

さらに、普通預金約70万口座、貸出先約 3万6 千先

という膨大な個人取引先と、約3,500社（うち9割以上

2.北海道拓殖銀行の本州地区営業の譲受け
が中堅・中小企業）に上る正常な法人貸出先が、新たに

当社の取引基盤に加わりました。新規に出店した場合、

取引基盤を築くためには、多大な時間やコストを必要

としますが、この譲受けによってこれらを大幅に圧縮し

つつ飛躍的に取引基盤を拡大することができました。

加えて、当社が営業を譲り受けることで、金融シス

テムの安定に貢献し、また、雇用の確保という社会的

要請にも応えることができたと考えています。

当社のこうした戦略は、広く受け入れられ、譲受け

日以降、当社の従来からの店舗を含め、多数のお客さ

まにご来店をいただき、資金吸収などの面で予想を大

きく上回る成果を挙げています。当社は、今後もこれら

のネットワーク、取引基盤等を生かして、さらなるリテー

ル基盤の拡大、信託コア業務の展開を図っていきます。

北海道拓殖銀行本州地区営業の譲受けの概要

譲受け以後の個人中長期資金の純増加額累計

店　　舗
（うち首都圏）

５９店舗
（５４店舗）

人　　員

約１，２００人

総資産

約１４，６００億円

預金残高

約７，７００億円

普通預金口座

約７０万口座

法人貸出先

約３，５００社

譲受け日（平成１０年１１月１６日）現在

個人中長期資金…ビッグ・貸付信託・スーパーヒット・
期間1年以上の定期預金（含ふえる定期）の合計

個人貸出先

約３６，０００件

貸出残高
（含支払承諾見返）

約１１，３００億円

・
１０年１１月

・
１１年１月

・
１２月

・
２月

・
３月

２，５００・

２，０００・

１，５００・

１，０００・

５００・

０・

（全店ベース、単位：億円）

営業譲受けのセレモニー（東京中央支店）
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平成 11年 1 月19日、当社は、三井信託銀行と合併

に向けて具体的協議に入ることを発表しました。その

後、5月24日には合併契約を締結し、6月2 9日の株主

総会決議を経て、現在、来年 4月1日の合併に向けて

着実に準備を進めています。（新社名 中央三井信託銀

行株式会社）

当社は、リテール基盤の充実に支えられた 4 つの信

託コア業務を強化するという経営戦略に基づき、前記

のとおり、昨年11月に拓銀の本州地区営業を譲り受け

ました。三井信託銀行との合併も、この経営戦略の延

長線上にあるものです。

合併後の新銀行では、まず第一に、多様かつ広範な

個人取引基盤が構築できるとともに、当社が従来から

有する非財閥系の大企業を中心とする取引基盤および

拓銀の本州地区店舗から継承した中堅・中小企業との

取引基盤と、三井信託銀行が有する三井グループを中

心とする大企業との取引基盤が一つになり、法人取引

基盤は大きく拡大・充実します。

第二に、企業年金等の受託資産運用業務、投資信託

等の受託資産管理業務、証券代行業務をはじめとする

信託業務の各分野においてトップクラスのシェアを有

する信託銀行となります。さらには、両社がそれぞれ

に得意とする業務分野において蓄積してきた高度なノ

ウハウを結集することにより、合併による相乗効果が

発揮され、競争力は飛躍的に向上し、強固な収益基盤

を獲得することとなります。

3. 三井信託銀行との合併

国 内 店 舗 数

（うち首都圏）

信 託 財 産 残 高

国内ベース資金量

（ 総 資 金 量 ）

貸 出 金 残 高

年金信託受託残高

証券代行受託社数

同 管 理 株 主 数

土地信託受託件数

投資信託受託残高

当　社 三井信託　　 合　計 備　考

両社の概要・業況

（注1）国内ベース資金量は、総資金量から海外店分・譲渡性預金・オフショアを除いています。
（注2）国内会社からの受託実績です。

（注1）

１１１

（７８

１５兆２千億円

１２兆２千億円

（１２兆６千億円

４兆１千億円

１兆８千億円

１，２６２社

９，２８５千名

３３４件

４兆２千億円

（平成11年３月末）

）

）

５５

（３０

２９兆５千億円

２９兆１千億円

（２９兆６千億円

７兆７千億円

４兆３千億円

４４７社

３，４５５千名

３４２件

２兆４千億円

）

）

１６６

（１０８

４４兆７千億円

４１兆３千億円

（４２兆２千億円

１１兆９千億円

６兆１千億円

１，７０９社

１２，７４０千名

６７６件

６兆７千億円

）

）

信託銀行１位

（信託銀行１位

信託銀行１位

全国銀行１位

（全国銀行２位

信託銀行１位

信託銀行１位

信託銀行１位

信託銀行１位

信託銀行１位

信託銀行２位

）

）

（注2）
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業 務 粗 利 益

経 費

信託勘定償却前業務純益

業 務 純 益

経 常 利 益

当 期 利 益

自 己 資 本 比 率

収益計画

（注1）12/3月期は当社単体の業務予想。それ以降は三井信託との合併後の予想になります。
（注2）信託勘定償却前業務純益とは、業務純益に信託勘定での不良債権処理額を加算したものです。

１２/３月期　

１，０７２

８８２

３９０

１９０

８０

５０

１２.３２

１３/３月期　

３，４６３

２，１６３

１，３９７

１，３００

４４１

２３７

１１.９３

１４/３月期　

３，５８２

１，９２６

１，７３９

１，６５６

４８２

２６０

１１.５５

１５/３月期　

３，７１５

１，８３３

１，９５５

１，８８２

１，６６４

８９７

１１.８５

１６/３月期　

３，８３７

１，７５２

２，１４９

２，０８５

１，８７２

１，００９

１１.８１

１７/３月期　

３，９１４

１，６７４

２，２９７

２，２４０

２，０２９

１，０９４

１１.６３

（単位：億円、％）

当社

平川社長
三井信託銀行

古沢社長

第三に、両社の店舗網が結びつくことによって、首

都圏を中心にきめ細かいネットワークを有することとな

り、お客さまの利便性は、さらに向上します。

第四に、信託銀行同士の合併であり、異業態の合併

では困難な、重複しているシステムや業務の整理・統

合、店舗の統廃合等を通じた大幅な効率化を実現する

ことで、一層の経営体質の強化を図ることができます。

こうした合併のメリットを通じて、合併後の新銀行

は、信託業務におけるナンバーワンバンクになるとと

もに、「利便性」と「専門性」に優れた全く新しいタイプ

の総合金融機関として、名実ともにトップバンクに飛

躍し、今後さらに激化する競争を勝ち抜いていきます。
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（１）これまでの取組状況

当社は、収益力の強化に努めるとともに、これまで

も積極的な経営合理化を実施し、役員数、従業員数、

人件費等を大幅に削減してきました。

役員数については、平成10年度までに、平成4年の

ピーク時（取締役29名、監査役3名）から、取締役6名

の削減を実施しました（監査体制強化のために監査役

については 2名を増員）。また、拓銀からの営業譲受け

により、店舗及び従業員が増加したことに伴い、平成

11年6月に取締役を2 名増員しましたが、拓銀では本

州地区を11名の取締役で担当していた状況を踏まえれ

ば、必要最小限の増員に抑えたものです。

2．経営合理化について

昨今の金融機関を取りまく環境は大変厳しいものに

なっており、自己資本を一層充実させることは最も重

要な経営課題のひとつになっています。当社の平成10

年 9月末の自己資本比率は11．85％でしたが、拓銀の

本州地区営業の譲受けにより、自己資本比率算定の際

の分母となるリスクアセットが約1 兆 1 千億円増加す

ることとなりました。また、資産の健全化を一段と進

めるべく、平成11年 3月期において思い切った不良債

権処理を行ったことなど、自己資本比率の低下要因が

重なることとなりました。

当社は、こうした自己資本比率の低下を補うための自

助努力として、平成10 年11月に永久劣後円建転換社債

3 42億円を発行したことに加え、平成11 年 3月には、

普通株式の第三者割当増資375億円を実施しました。

１．自己資本の増強・公的資金の導入・経営健全化計画の遂行について

経営課題への取組み

さらに、同 3月に、わが国の金融機能の早期健全化

を図り、金融システムの再構築と経済の活性化の一翼

を担い、また三井信託銀行との合併後においても強固

な財務基盤を有し、競争力のある金融機関としての地

位を確立するために、「金融機能の早期健全化のため

の緊急措置に関する法律」（早期健全化法）に基づき、

いわゆる公的資金を1,500億円導入（優先株式 9 3,7 5 0

千株を発行）しました。これらにより、11年 3月末の自

己資本比率は、13．18％を確保することができました。

公的資金の導入にあたり、三井信託銀行との合併に

よる業務再構築を核とした「経営健全化計画」を作成

していますが、今後、計画を滞りなく達成することに

最大限の努力を重ねるとともに、金融機関の有する公

共的な使命に鑑み、健全な資金需要に対する円滑な供

給に、今まで以上に注力していきます。

従業員については、平成3年度のピーク時から平成9

年度までに約1,000名の削減を実施しました。さらに

拓銀の営業譲受けに際しても、平成9年12月の拓銀本

州地区の従業員数は約1,650名でしたが、営業の継続

に最小限必要な約1,200名を受入れました。

役員報酬については、段階的に引き下げを実施して

おり、役員賞与も平成8 年度から全額返上を続けてい

ます。従業員の人件費についても、人員削減、平成8

年度以降のベースアップの見送り、賞与水準の引き下

げにより大幅な圧縮を実施しています。

また、海外業務に関しては、これまでに6拠点の統

廃合を実施していますが、さらに平成11年9月末まで

に全ての海外支店を閉鎖し、海外バンキング業務から

撤退する予定です。
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取 締 役

従 業 員 数

国内店舗数

人 件 費

物 件 費

総 経 費

５０

９，８７６

１６６

９０２

１，１２６

２，１０１

平成１２年３月期　両社合計

人

人

店舗

億円

億円

億円

２４

８，３００

１３１

７６５

８３３

１，６７４

平成１７年３月期 削減率

▲５２％

▲１６％

▲２１％

▲１５％

▲２６％

▲２０％

人

人

店舗

億円

億円

億円

＊従業員数は平成１１年３月末現在の数字です。

（２）三井信託銀行との合併後の計画

三井信託銀行との合併後においても、以下のとおり、

平成17年 3月期までに、国内店舗の統廃合、役員数、

従業員数の削減等の合理化を実施していく計画です

（以下、平成11年 3月作成の「経営健全化計画」に基づ

いて説明します）。

国内本支店数は、合併時166カ店の見込みですが、お

客さまの利便性を十分配慮した上で、131カ店とします。

取締役数については、執行役員制度の導入を検討し、

合併直前期の両社合計50名を合併初年度28名に圧縮

してスタートし、さらに、平成17年 3月期を目処に24

名体制とします。

また、従業員数は、平成11年 3月末の両社合計9，

876名を立地の重複する店舗の統廃合、本部機能統合

等により平成17年3月末には8,300名体制とし、合併

時に比して年間約140億円の人件費を削減します。

さらに、海外バンキング業務からの撤退および国内店

舗の統廃合、ならびにシステム統合によるメリット等によ

り、物件費を合併時に比して年間約290億円削減します。

（１）不良債権の処理について

当社では、従来から資産の健全化を経営上の最重要

課題の一つと位置づけ、全力を挙げて取り組んできま

した。平成11年3月期においては、資産の自己査定の

結果に基づいて、金融監督庁から公表された「金融検

査マニュアル検討会 中間とりまとめ」および金融再生

委員会から提示された「資本増強に当たっての償却・

引当についての考え方」等を踏まえ、引当水準を大幅

に引き上げました。

これにより、平成 11年3月期の不良債権処理額は、

1，107億円（一般貸倒引当金繰入額、特定海外債権引当

勘定繰入額を除いた額は、918 億円）となり、現時点で

必要な全ての処理を完了したものと考えています。

3．資産の健全化について

[用語の解説]

資産の自己査定
平成10年4月から、新しい監督手法として、金融機関の自己資本比

率の水準に基づいて経営改善の措置が講じられる｢早期是正措置｣制度

が導入されました。それに伴い、金融機関は、自らの責任で適切に資

産の自己査定を行い、適正な償却・引当を実施した上で、自己資本比

率を算出することとなりました。

具体的には、取引先をその状況により、｢正常先｣ ｢要注意先｣ ｢破たん

懸念先｣ ｢実質破たん先｣ ｢破たん先｣の5つに区分し、さらに債権を回

収の危険度に応じてⅠ～Ⅳの分類に区分します。

当社は、今後も、リスク管理体制の強化や優良な資

産の積み上げおよび不良債権の回収などにより、一層

の資産の健全化に努めていきます。
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１．破たん先債権
取引先の倒産などにより、元本が返済され

なくなる可能性が高い貸出金のことです。

２．延滞債権
取引先の業績不振などにより、利息の支払

いが６ヵ月以上滞っているなど、将来償却

（損失処理）しなければならない可能性が高い

貸出金のうち、前述の「破たん先債権」等を

除く貸出金をいいます。

３．３ヵ月以上延滞債権
貸出金の元金または利息の支払いが3ヵ月以

上滞っている貸出金のうち、前述の「破たん

先債権」と「延滞債権」を除く貸出金をいい

ます。

４．貸出条件緩和債権　　
経済的困難に陥った取引先の再建・支援の

ため、金利の減免・債権の放棄・元金返済

の猶予など、融資先にとって有利となる貸

出条件の変更を行った貸出金のうち、前述

の「破たん債権」「延滞債権」「３ヵ月以上延

滞債権」を除く貸出金をいいます。

[用語の解説]

銀行勘定・元本補てん契約のある信託勘定

（貸付信託など）とも、類似の基準に基づい

て計上しています。（さらに細かい定義につ

いては、資料編P．８０，８７をご覧ください）
（A）貸 出　 金 （注１）

う ち 破 た ん 先 債 権

う ち 延 滞 債 権

うち3カ月以上延滞債権

うち貸出条件緩和債権

（B） 計

貸出金に占める比率（B/A）

（C）引 当 金 等 （注２）

引　 当　 率 （C/B）

平成１０年３月期（単体）

３兆６，７４１億円

８７３億円

１，０７７億円

２０８億円

６９４億円

２，８５３億円

７．７７％

１，６１２億円

５６．５０％

平成１１年３月期（単体）

４兆７５７億円

３８０億円

５７５億円

１９７億円

８７７億円

２，０３０億円

４.９８％

６６０億円

３２..５３％

平成１１年３月期（連結）

４兆５５１億円

３８４億円

５７６億円

１９７億円

８７７億円

２，０３６億円

５．０２％

６７０億円

３２..９３％

[リスク管理債権の状況]

（注1）貸出金…銀行勘定分と元本補てん契約のある信託勘定分の合計額です。
（注2）引当金等…貸倒引当金、貸付信託特別留保金、合同運用指定金銭信託債権償却準備金の合計金額です。

（さらに細かい内訳などについては、資料編Ｐ．７６，８０，８７をご覧ください。）
（注3）直接減額（部分直接償却）を１，３６５億円実施しています。
（注4）直接減額（部分直接償却）を１，３６５億円実施しています。

（注３） （注４）

（２）不良債権等の開示

当社では、平成５年３月期から、全国銀行協会連合会

（現全国銀行協会）・信託協会の統一開示基準により、

不良債権等に関する情報を開示し、毎年これを拡充し

てきました。平成10 年3月期からは、ディスクロージャ

ー（情報の開示）が進んでいるとされる米国の基準と同

様な「リスク管理債権」を公表しています。さらに、この

平成11年3月期からは、統一開示基準に代わり、銀行

法及び金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼

営法）に開示の基準が規定され、従来の銀行単体ベー

スの「リスク管理債権」に加え、連結決算ベースの「リス

ク管理債権」を開示しています。また、あわせて、「金

融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（金融再

生法）に基づく資産の査定内容を開示しています。

なお、「リスク管理債権」では、取引先単位ではなく、

個別の貸出金ごとにその履行状況を調べ、「破たん先債

権」「延滞債権」「3ヵ月以上延滞債権」「貸出条件緩和

債権」の4 つに区分のうえ開示しています。一方、金

融再生法に基づく資産の査定内容の開示では、取引先

ごとに、貸出金のほか、外国為替、支払承諾見返、未収

利息、仮払金、貸付有価証券を含む総与信額を対象に、

「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」「危険債

権」「要管理債権」「正常債権」の 4つに区分のうえ開

示しており、開示の対象が広がったため、「リスク管理

債権」に比べ「正常債権」以外の開示金額は増加してい

ます（要管理債権については、貸出金のみを対象にして

います）。
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当社は金融機関における公共的使命の重さに鑑み、

企業向け・個人向けを問わず、健全な資金需要を有す

るお客さまに対して、幅広く円滑な資金の供給に努め

ています。

当社では、拓銀の本州地区営業の譲受けに象徴され

るように、取引基盤の積極的な拡充によってビッグバ

ンを勝ち抜く経営方針の下、貸出業務についても従来

以上に積極的に取り組んでおり、貸出金残高は大幅な

増加傾向となっています。

4．貸出運営について
特に中小企業向けの貸出については、取引基盤の強

化を目指し、注力しています。また、住宅ローンを中

心とした個人向け貸出についても積極的に取り組んで

います。

金融自由化の進展に伴い、企業・個人ともにお客さ

まのニーズはますます多様化していますが、当社は従

来からの貸出業務に加えて、手形債権信託等の信託機

能を活用した資金調達手法の提供や、借り換え専用住

宅ローン「コンビ10 00」等の商品開発を通じ、さまざま

なお客さまのニーズにお応えできるよう努めています。

（３）有価証券の含み損について

有価証券の含み損については、平成11年 3月期に

3 60 億円の処理を行い、69 7億円となりました（うち

上場有価証券4 36 億円）。「経営健全化計画」では、東

証平均株価13,5 00円を前提に、平成14 年3月期まで

に業務純益の範囲内で、含み損の処理を完了する計画

としていますが、さらなる収益力の向上により、でき

る限り早期に処理を進めていきます。

当社ではこの平成11年3月期に、銀行勘定の「破産

更生債権およびこれらに準ずる債権」「危険債権」のう

ち、担保・保証等により保全のない部分について、前

者については全額を直接償却または引当をし、後者に

ついては70％の引当を実施しています。さらに、「要

管理債権」の対象となっている取引先に対する債権の

うち、担保・保証のない部分についても15％の引当を

実施するとともに、その他の債権についても適正な引

当を実施しました。これらにより、「破産更生債権およ

びこれらに準ずる債権」「危険債権」「要管理債権」の

合計に対する担保・保証等および貸倒引当金による保

全額の割合（保全率）は、銀行勘定・信託勘定合計で

79.96％となっています。

[用語の解説]

1. 破産更生債権およびこれらに準ずる債権
破産、会社更生など経営破たんに陥っている

取引先に対する債権およびこれらに準ずる

債権をいいます。（自己査定における｢破たん

先債権｣および｢実質破たん先債権｣を計上）

2. 危険債権
経営破たんの状態には至っていないものの、

財務内容および業績が悪化し、契約通りの元

本・利息の返済が受けられなくなる可能性

の高い債権をいいます。（自己査定における

｢破たん懸念先債権｣を計上）

3. 要管理債権
｢ 3ヵ月以上延滞債権｣および｢貸出条件緩和

債権｣をいいます。（｢リスク管理債権｣に計上

している貸出金のうち｢破産更生債権および

これらに準ずる債権｣、｢危険債権｣に該当し

ない貸出金を計上）

4. 正常債権
財務内容・業績に問題がない取引先に対す

る債権です。つまり上記1～3以外の債権を

いいます。

（注1）信託勘定は、元本補てん契約のある信託勘定分です。
（注2）直接減額（部分直接償却）を１，５３７億円実施しています。

破産更生債権およびこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　　計（A）

正 常 債 権

合 計

保 全 率（B/A）

銀行勘定

５５０億円

７０７億円

４８７億円

１，７４５億円

２兆７，０４２億円

２兆８，７８７億円

１，４６２億円

８３.８０％　

信託勘定（注1）

３２１億円

２２２億円

９０億円

６３５億円

１兆６，９２２億円

１兆７，５５７億円

４４０億円

６９.３９％　

合　　計

８７２億円

９３０億円

５７７億円

２，３８０億円

４兆３，９６４億円

４兆６，３４４億円

１，９０３億円

７９.９６％　

[金融再生法に基づく資産内容の開示 ]

（A）に対する担保・保証等および貸倒引当金による保全額（B）

（注２）
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金融の自由化が進む中、金融機関にとってのビジネ

スチャンスが拡大していますが、同時に負うリスクも

多様化・複雑化しており、金融機関が健全経営を進め

ながら収益力を高めていくためには、リスクを正確に

把握し適切に管理していくことが必要不可欠です。

当社では、従来からリスク管理体制の整備を経営の

最重要課題の一つとして認識しており、全社的な体制

整備を進めるとともに、個々のリスクへの対応力強化に

努めています。

管理すべきリスクとして、信用リスク、市場リスク、

流動性リスク、事務リスク、システムリスク、法務リ

スク、レピュテーショナルリスク等複雑に絡むさまざ

まなリスクについて、それぞれ担当部署で厳格に管理

する体制をとっており、これらのリスクの総合的管理

を総合企画部で行っています。

また、自己責任原則による業務運営の健全性・適切

性確保の観点から、金融監督庁が公表した「金融検査

マニュアル検討会 最終とりまとめ」等に示された、各リ

スクに関するチェックリスト等に基づき体制面等の再点

検を実施し、法令遵守およびリスク管理体制の強化・充

実を図っています。当社と三井信託銀行との合併後の

新銀行においても、こうした体制強化については、引き

続き重要な経営課題の一つとして対応していきます。

信用リスク

「信用リスク」とは、与信先の財務状況の悪化等によ

り、資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少ない

し消失し、金融機関が損失を被るリスクであり、当社

では事前審査・顧客管理・債権保全の全般にわたり管

理強化に努めています。

具体的には

与信にあたり常務会、取締役会への付議ガイドラ

インを設け、重要案件等与信の基本方針を付議決

定しています。

審査部門の独立性を堅持し、個別案件についての

厳正な審査を実施し、また、各種定量分析等をと

りいれた審査手法の高度化に取り組んでいます。

各種研修および審査部トレーニーの実施により

営業店融資担当者を育成し、営業店の一次審査

能力の向上、与信事後管理能力の向上に努めて

います。

問題与信先については、専門部署を設けリスク

の極小化に努めています。

審査部門とは独立した資産監査室が資産の自己

査定の監査を実施し、資産の健全性確保につい

て検証しています。

以上のような諸施策を実施し信用リスク管理能

力の向上を図っています。

5.リスク管理について

市場リスク

「市場リスク」とは、金利、有価証券の価格、為替等

のさまざまな市場のリスク要因変動により、保有する

資産（オフバランス資産を含む）の価値が変動し損失

を被るリスクです。

当社では、総合企画部財務企画室が独立したリスク

管理部署として、リスク管理の手法・リスク限度額設

定に関する起案、リスク管理に係る規則類の遵守状況

のチェック、全体および取引部署ごとの市場リスクの

計測・分析ならびに経営陣への報告を行っています。

また、関係役員・部長によって構成するＡＬＭ委員

会においては、経済・金融環境および金利・為替予測

を踏まえ、効率的かつバランスの取れた資金の運用・

調達に努めるとともに、市場リスク、流動性リスクの

管理とともに、収益の安定化・拡大を図っています。

（１）リスク限度枠の設定

リスク限度枠設定の基本的な考え方は、リスクの種

類・特性を明らかにするとともに、当社の持つリスク

量を経営体力にふさわしい水準にコントロールするこ

とにあります。具体的には一定の確率のもとで起こる

最大損失額（バリュー・アット・リスク＝ＶａＲ）を基

準としたリスク限度枠を設定するとともに，これを各

市場部門に配分しています。このリスク枠の設定と配

分については、半期ごとに見直しをしています。
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（６）ストレステストの実施

当社では、トレーディング取引において保有してい

るポジションについて、ストレステスト（リスク計測

モデルにおいて仮定している将来の価格変動を上回る

価格変動が生じた場合に発生する損益に関する分析）

を行い、不測の事態を想定した場合にも備えています。

（５）バックテスティングの状況

当社の平成10年 4月1日から平成11年3月31日ま

でのバックテスティング（ＶａＲ算出モデルの精度の検

証）の状況は下のグラフの通りです。

◆バックテスティングの状況

また、業務ごとにこのＶａＲによる枠と整合性のある

ポジション枠、ならびに損失限度額・アラームポイン

ト・ロスカットルールなど厳格なルールを設定してお

り、これらのリスク管理の基本方針は「市場性取引リ

スク管理規則」に明文化されています。

（２）組織体制

当社では、市場性取引に係る部署を取引執行部署・

事務管理部署・リスク管理部署の三つに明確に分離し、

それぞれの機能を発揮することで相互牽制体制を確保

しています。当社全体の市場リスクの総合的管理は、

総合企画部財務企画室で一元的に管理されています。

総合企画部財務企画室ではリスク管理の手法に係る企

画・立案・リスク限度枠設定に関する起案、規則類の

遵守状況のチェック、リスクおよびパフォーマンスの

測定・分析ならびに経営陣への報告等を行っています。

（３）報告体制

市場性取引の担当部署では、対象取引、取引限度額、

リスク枠等につき詳細な管理ルールに従った運営がな

されており、特にデリバティブを含むトレーディング

部署においては、ポジションの時価評価に加え、デル

タ、ガンマなどのオプションリスクを含むさまざまな

管理指標をリアルタイムで把握できる体制を取ってい

ます。こうしたリスクや損益の状況は日次で総合企画

部財務企画室へ報告され、さらに全社ベースのリスク

管理報告書としてとりまとめられ、経営陣へ報告され

るとともに、月次でＡＬＭ委員会、常務会へも報告さ

れています。

（４）トレーディング業務におけるリスク量の状況

トレーディング業務とは売買価格差や金利変動を通

じて短期的に利益を得ることを目的とした取引業務で

す。当社では、トレーディング取引全体のリスク量

（ＶａＲ）を日次で算出しています。この算出に必要なボ

ラティリティや各通貨間の相関係数は最低でも毎月1

回更新しています。平成10年 4月1日から平成11年3

月31日までのトレーディング勘定のＶａＲ（信頼区間

9 9％、保有期間 1日）は、最小4 5百万円から最大

3 80百万円、平均は12 9百万円で推移しました。ま

た、個別リスク（特定の債券等の価格が、市場全体の

価格変動と異なって変動することにより発生しうるリ

スク）については、ＢＩＳの定める標準的手法に基づき

リスク量を別途計測しています。

なお、平成11年 3月末のＶａＲは79百万円となって

おり、ＢＩＳマーケットリスク規制におけるマーケットリスク

相当額（市場リスクに対して課される自己資本額）は約

10 億円で、自己資本比率への影響は約 0．04％でした。
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流動性リスク

「流動性リスク」とは、金融機関の財務内容の悪化等

により必要な資金が確保できなくなり、資金繰りがつ

かなくなる場合や、資金の確保に通常よりも著しく高

い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失

を被るリスク（資金繰りリスク）と、市場の混乱等によ

り市場において取引ができなかったり、通常よりも著

しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより、

損失を被るリスク（市場流動性リスク）からなります。

当社では、円資金については資金証券部が、外貨に

ついては国際部の統括のもと国際資金部が、それぞれ

担当しています。流動性の状況については、担当部か

らリスク管理部署である総合企画部を通じ、ＡＬＭ委

員会において報告され、十分な討議がなされるととも

に、各部門での戦略策定にあたっても考慮されていま

す。当社においては、資金繰りの予測精度の向上に努

めており、約 2ヶ月先まで、日次ベースでの資金ギャ

ップを把握し、その後についても月次ベースでの把握

をしております。

事務リスク

事務リスクは、役職員が正確な事務を怠る、あるい

は事故・不正等を起こすことにより金融機関が損失を

被るリスクです。当社では、事務リスクについて、国

内部門は事務推進部、国際部門は国際部が統括してお

り、営業店指導を強化するとともに、営業店の事務管

理責任者に対する本部研修を実施するなど事務水準の

向上に努めています。加えて、内部事務管理の充実の

ため、規定類の見直し、マニュアル化の推進を進める

一方、検査部による検査、部店内での検査を行うなど

の相互牽制体制の充実に努めています。

内部検査の体制としては、所管部である検査部内に、

企画、指導、規定、調査、海外・市場関連、システム

の6グループを置き、国内外の営業店や本部各部に対

し、年1回以上の厳格な検査を実施し、内部管理体制

やリスク管理体制の確立状況のチェックに努めていま

す。また、検査の一層の充実と効率化を進めるために、

検査事前準備の徹底

部店長および社員との個別ヒアリング

検査実施後のフォロー

検査員の検査能力向上

専門スタッフの充実、などに努めています。

システムリスク

システムリスクとは、コンピュータのダウンまたは

誤作動等、システムの不備等により金融機関が損失を

被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用される

ことにより金融機関が損失を被るリスクです。

当社では開発・運用に関するマニュアルの整備によ

り、組織・責任・権限を明確にし、システムの開発部

門と運用部門の分離による相互牽制体制を確立してい

ます。また、コンピュータセンターへの入退館管理、

防犯設備等の安全管理体制、障害対策を定めているほ

かコンピュータシステムデータへのアクセスについて

厳しい権限管理を行っています。

さらに、コンピュータ西暦2000年問題に関しては、

経営上の重要課題と認識し委員会組織のもと全社的に

対応を進めています（コンピュータ西暦2000年問題へ

の対応状況については、Ｐ.１６をご覧下さい）。



16

信 用 リ ス ク

市 場 リ ス ク

流 動 性 リ ス ク

事 務 リ ス ク

シ ス テ ム リ ス ク

法 務 リ ス ク

レピュテーショナルリスク

取 締 役 会 等

A L M 委 員 会

総 合 企 画 部

総 合 企 画 部

事務推進部・国際部

シ ス テ ム 部

業 務 部

◆リスク管理体制の概要

リスクの種類 統 括 経 営　 陣リスクの管理部署

総 合 企 画 部

審査部 融資企画部
国 際 部

6.コンピュータ西暦2000年問題への対応状況について
西暦2000年問題とは、コンピュータ・プログラムにお

いて西暦を下2 桁で認識している場合、西暦2000年

の表示「00」を1900年と誤って判断することにより、

日付に関わるデータ処理に異常が発生し、また2000

年を閏年として認識できない可能性があることにより

業務面に支障をきたす事態を指します。

組織面

当社はコンピュータ西暦2000年問題を、業務を円

滑に運営するためにクリアすべき重要な経営課題とし

てとらえ、経営陣のみならず従業員にも問題認識を徹

底させるとともに、約 1，100人月・総額約26億円（シス

テム部門職員人件費、外部開発委託費、ハード・ソフト購

入費等）と必要な要員・予算を十分に確保してこの問題

の対応に当たっています。

組織面ではこの問題から発生するさまざまなリスクに

対応するため、副社長をヘッドとする社内横断的な「コ

ンピュータ西暦2000年問題対策委員会」を月一度開催

し、各部が策定する計画や方針について全社的観点か

ら検討審議するとともに、進捗状況を管理しています。

法務リスク・レピュテーショナルリスク

法務リスクとは、個々の取引等についての法律上の

リスクです。当社では、業務部に業務管理室を置き、

法務事項に関する調査・研究を行うとともに、さまざ

まな業務における法務事項に関する指導・支援を行っ

ています。

レピュテーショナルリスクとは、評判・風評等に関す

るリスクです。レピュテーショナルリスクの顕在化を未

然に防ぐべく、上記のような各種のリスクへの対応を

進めるとともに、信頼性、透明性の高い経営を目指し

ており、コンプライアンス体制の整備、ディスクロー

ジャーの充実を図っています。インターネットのホー

ムページにおいては、社会的な関心事や当社から知ら

せたい事項についてのＱ＆Ａ方式による説明も掲載し

ています。また、アナリストを対象とした会社説明会

を開催するなど積極的な情報公開を進めています。
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（注意）

以上は当社が、西暦２０００年問題から発生するさまざま

なリスクをなくすべく、最善の努力を尽くしていることを

お知らせするものですが、これによって当社がいかなる

保証や義務の負担も表明するものではありません。

（平成１１年６月末日現在）

システム面

当社システムについては、当初計画に沿って、対応の

必要性を一昨年 7月までに調査し、これに基づくシステ

ムの修正、内部テスト（お取引先との接続テストを除く）、

テスト後の修正対応を、昨年12月までに実施しました。

一方、それと相前後して実行・決定した、拓銀からの

本州地区営業譲受け（昨年11月）、三井信託銀行との合

併（本年1月決定・発表）への対応に万全を期するため

にも、さらにテストの内容等を拡充し、実施しています。

例えば、拓銀から承継したシステムは、対応作業が

終了していることを確認して譲り受けたものですが、

万全を期するため、4月から5月にかけて総合テストを

実施し、問題がないことを再確認しました。また、三

井信託銀行との合併は、来年 4月が期日であるため

20 00 年問題の影響は軽微なものとなっており、対応

が必要なシステムについての作業も6月までに実施し

ました。これらも経た上で、改めて最終的なリハーサ

ルテストを8月に実施することとしています。

また、日銀・全銀協などとの対外接続試験に積極的に

参加しているほか、当社とデータを交換しているMT・

FD交換先、EB取引先とも確認テストを実施しています。

設備・警備面

金庫、警備機器、防犯・監視カメラ、電話交換機、ファ

クシミリ、エレベータ、空調機等の設備や警備システム面

においても、当初対応計画通りプログラムの修正やテ

スト等の対応作業を昨年12月までにほぼ終了しました。

コンティンジェンシープランの策定について

以上のように、当社においては2000年問題につい

てさまざまな対策を講じ、万全を期していますが、万が

一システムが正常に稼動しない場合や、社会インフラの

混乱により通常業務に支障をきたすような状況にも対応

できるよう、全社的な枠組みとしてのコンティンジェンシー

プラン（危機管理計画）を策定しています。この 6月に

は当社の全業務部門について、社会インフラの障害発

生時の対応も含めた業務毎の非常時マニュアルを作成

し、緊急時対応、事前のスケジュール、年末年始の対

応についてとりまとめています。さらに、現在、マニ

ュアルをより実践的なものに仕上げるために、順次全

社的な訓練などを行っており、この問題から生ずるリ

スクを軽減させるよう努めています。

海外拠点の対応状況

当社の海外拠点においても現地当局の指導・監督も

踏まえながら、順調に対応を進めています。主要シス

テムについては、更新後の稼動確認テスト、テスト後の

修正対応も終了し、既に対応済みシステムが導入され

ています。また、海外店共通のコンティンジェンシープラン

の策定は終了しています。

ただし、当社は海外バンキング業務からの撤退を決め

ており、9月末までに全ての海外支店を閉鎖する予定です。

お取引先との関係

当社は、この問題が金融システム全般に関わる重要

な問題であり、その対応が当社単独では不可能である

と認識しています。そのため、ネットワークや磁気テープ

にてデータ交換を行っているお取引先とは、必要に応

じ確認テストを順次行っています。

また、当社における影響度合い把握のため、昨年イ

ンターバンク取引先や与信取引のあるお取引先に対応状

況のアンケートを行わせていただきました。今後も必要

に応じて他のお取引先にも対応状況をお伺いしていき

たいと考えています。

また、従来からインターネットのホームページやディスク

ロージャー誌等に当社の取り組み状況を開示してきまし

たが、今後も引き続き積極的な開示を行います。
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日本版ビッグバンの進展により、金融取引の規制が

撤廃され、自由な市場における金融機関の競争はます

ます激化しています。また、金融監督庁の発足により、

従来護送船団方式と言われた事前指導型の行政から事

後チェック重視型の行政への転換が図られています。

このような状況におきまして、当社を含め金融機関

は自己責任原則に基づく経営判断が求められており、

各種法令や社会規範の遵守（コンプライアンス）の重要

性は非常に高まっています。

当社では、以前よりコンプライアンスの重要性を認

識し、各業務所管部が、それぞれの業務について、法

令等に即した事務規定等を制定し、これを厳格に実践

していくことでコンプライアンスを徹底してきました。

ところが、近年、金融界において不祥事件が多発し

たこともあり、コンプライアンスの確立を求める社会

7.コンプライアンス体制の強化について
的な要請が高まりました。これを受けて全国銀行協会

連合会（現全国銀行協会）は、平成 9 年 9月に、各銀行

が、自己規律に基づき、社会からゆるぎない信頼の回

復と確立に向け不断の努力を払うことを誓い、不退転

の決意を示すべく「倫理憲章」を制定し、コンプライア

ンス体制の再構築を宣言しました。

当社におきましてもコンプライアンス体制強化の重

要性を再認識し、平成10年 4月に業務部法務室を業務

部業務管理室に改組するとともに人員を増員し、従来

の法務機能に加え法令等の遵守に関する企画立案およ

び指導を行うこととしました。

さらに、同月、「倫理規則」と「役職員の行動規準」

を制定し、当社と当社役職員の守るべき指針を明確化

しました。その骨子は次のとおりです。

銀行としての公共的使命と社会的責任

信託受託者としての義務と責任

法令等ルールの厳格な遵守

質の高い金融商品・サービスの提供

反社会的勢力との対決

透明性のある企業活動

自己責任原則の徹底

法令等ルールの厳格な遵守

情報管理の徹底

公私の別

利害関係先等への便宜等の供与の禁止

損失補てんの禁止

人格の尊重

また、同年 6月には、全部店にコンプライアンス担

当者を設置するとともに、法務事項等についての相談

体制の整備等を行いました。さらに、コンプライアン

ス担当者に対する研修や部店長・次課長・新入社員等

に対する各階層別研修、各種業務研修においてコンプ

ライアンスの項目を設けるなどの研修体制を確立し、

また、コンプライアンスニュースを継続的に発行し、

コンプライアンスに関する情報を発信するなどの各種

施策も実施しています。

この平成11年上期中に、コンプライアンスを実現す

るためのより具体的な実践計画である「コンプライア

ンス・プログラム」を策定し、これに基づいて、具体

的な手引書である「コンプライアンス・マニュアル」

を策定するなどして、このプログラムを着実に実践し

ていく予定です。

当社は、今後も引き続きこれらの施策を通じ、コン

プライアンスに対する意識の高揚と徹底を図っていき

ます。

倫理規則 役職員の行動規準
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当期におけるわが国経済をみると、民間需要の大幅

な減退から、実質国内成長率が10月～12月期まで5

四半期連続してマイナスを記録するなど、景気は極め

て厳しい状況で推移しました。すなわち、大幅な需給

ギャップと企業収益悪化を背景に、企業は生産調整を

続行するとともに在庫調整を本格化させ、設備投資は

大幅に減少し、雇用・所得環境は一段と悪化しました。

加えて、金融システムおよび経済の先行きへの不安か

ら、消費者心理は改善の兆しがみられず、消費と住宅

投資は引き続き低迷しました。一方、輸出も、アジア

向けの不振を主因に、下半期に入り大きく減少に転じ

ました。

このような状況下、政府は二度にわたり大規模な経

済対策を実行に移すとともに、金融システムの安定化

等に努めました。この結果、漸次、公共投資の景気下

支え効果が顕在化し、年度末にかけて一部に底打ちの

気配も見られましたが、民需主体の自律的景気回復に

結びつくには至りませんでした。

海外経済をみると、アジア諸国の通貨危機に端を発

した金融混乱がロシアおよび新興国群に波及し、世界

経済混乱の懸念が強まりましたが、米国における三度

の金利引下げが奏効し、米国経済が引き続き好況を持

続するとともに、国際金融市場は小康状態を取り戻し

ました。半面、欧州経済には景気減速の兆候が現れ、

アジアについても多くの地域・国で深刻な経済調整が

続きました。

この間、国内金融市場では、長期金利は過去最低を

更新しましたが、その後、国債増発に伴う需給悪化懸

念の強まりから、年度終盤に至り、金利上昇圧力が顕

在化しました。このため、金融当局は、短期市場金利

の誘導水準を二度にわたって引き下げるなど、低金利

政策の維持・強化を前面に打ち出しました。こうした

このような経済・金融環境の下で、当社は、昨年11

月に拓銀の本州地区の営業を譲り受け、これによって

広がる国内111カ店の店舗網を最大限に活かし、資金

業務、信託業務を有機的・総合的に展開することによ

って、収益力・競争力の向上に全社をあげて取り組ん

できました。

加えて、今後ますますニーズが高まる信託機能を強

化し、さらなる取引基盤の拡大と収益力の向上を図る

ため、本年 1月には、三井信託銀行との間で、平成12

年 4 月 1日を期日とする合併に向けて具体的協議に入

ることで合意しました。

組織体制面では、拓銀からの譲受店舗の業務運営を

統括する部署を設置するとともに、三井信託銀行との

合併を推進するための委員会および専任部署を設置し

ました。また、コンピュータ西暦2000年問題につい

て社内横断的な委員会を設置し、その対応に万全を期

しています。

営業拠点については、国内において営業譲受けに伴

い59カ店を新設店舗として開設しましたが、海外で

は、昨年 9月にベルギー現地法人を清算しました。さ

らに、三井信託銀行との合併に向けた業務再構築の一

環として、海外銀行業務からの撤退を決定し、ニュー

ヨーク、ロンドン、香港の3支店および香港現地法人

を平成11年度中に閉鎖する予定としています。

（平成10年4月1日から平成11年3月31日まで）

経済・金融環境

業　績

経済・金融環境と業績

なか、円の対ドルレートは、期前半は日米の景気格差

等を反映して円安基調で推移しましたが、期央以降、

米国の金利引下げを契機に円高に転じ、以後、日米金

利差等の動きに合わせた展開となりました。
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当期の業績等は以下のとおりです。

預金・信託資金

預金については、拓銀からの本州地区の営業を譲り

受けるとともに積極的な営業活動を展開しました結果、

定期預金を中心に期中1兆1，972 億円増加し、期末残

高は 2兆 7,173 億円となりました。信託資金につきま

しては、長短金利が引き続き低水準で推移するなか、

効率的な営業活動に努めましたが、合同運用指定金銭

信託・貸付信託両勘定の合計は期中4,993億円減少し、

期末残高は2兆7,824億円となりました。

年金信託については、高齢化社会の到来を控え、企

業年金制度への期待が高まるなか、鋭意その普及・拡

大に努めましたが、期中820億円減少し、期末残高は

1兆 8,551億円となりました｡ また、国民年金基金制度

についても、その普及のため加入促進に努めています｡

以上の結果、その他の信託を含めた信託財産総額は

期中1,741億円増加し、期末残高は15兆 2,389 億円

となりました｡

貸出金・有価証券

貸出金については、銀行勘定では、拓銀からの営業

譲受けを主因として期中5，663億円増加し、期末残高

は 2兆 3，200 億円となりました。また、信託勘定で

は、信託資金の減少に伴い、貸出金も期中1,887億円

減少し、期末残高は1兆 8,421億円となりました。

有価証券投資については、引き続き資産内容の充実

と効率的な運用に努めました結果、銀行勘定では期中

4,722 億円増加し、期末残高は 1 兆 5 , 1 8 2 億円とな

り、信託勘定では期中4,046 億円増加し、期末残高は

7兆1,584億円となりました｡ なお、信託勘定有価証

券投資のうち、合同運用指定金銭信託・貸付信託両勘

定の有価証券投資は期中555億円増加し、期末残高は

4,898億円となりました｡

その他主要業務

国際業務については、外国為替の期中取扱高は、外

貨預金等の資金取引を中心に前期比 11億69 百万ドル

増加し、489億52百万ドルとなりました。

不動産業務については、住宅市場にやや改善が見ら

れるものの、全体的には市況低迷が続くなか、積極的

な営業活動に努めました結果、仲介・分譲を中心とし

た期中取扱件数は 2,029件となりました。また、土地

信託については、期中3件を受託し､ 累計334件とな

りました。

次に、証券代行業務については、株式市況の低迷に

より主要業務の一つである名義書換え取扱い枚数が減

少しましたが、公開会社の受託などを主因に、管理株

主数は、前期比178千名増加し、期末現在9,285千名

となりました。一方、受託会社数は、企業収益力の低

下等から新規公開会社数は減少しましたが、新規受託

推進に注力した結果、国内会社にあっては期中新規に

136社を受託し、期末現在の受託社数は1,262社とな

り、引き続き業界トップの座を堅持することができま

した。

証券関連業務については、管理業務強化の一環とし

て、外国証券管理部門で邦銀初のＩＳＯ9002（品質保証

に関する国際規格）を取得しました。また、受託資産運

用業務の強化に向けて、英国の国際的な金融グループ

であるＨＳＢＣグループのエイチ・エス・ビー・シー投資

顧問（現エイチ・エス・ビー・シー投信投資顧問）と、資

産運用、投資信託の受託・販売および新商品の開発な

どについて、相互協力を目的とする覚書を取り交しま

した。なお、証券投資信託の受託は、期中1,565億円

減少し､ 期末残高は 4兆2, 512億円となりました｡
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損 益

損益状況については、資金の効率的運用・調達に注

力するとともに、財務管理業務における信託報酬・手

数料収益の増加に努めました。一方、資産の健全化を

図るため、資産の自己査定を厳格に実施し、金融再生

委員会のガイドラインに準拠した引当と適正な償却を

行いました。これに加え、全国銀行協会連合会（現全

国銀行協会）の定める銀行業における決算経理基準に

定められた償却ならびに諸引当を行った結果、経常損

失は601億 54百万円となりました。また、法令の改

正に伴い、当期から税効果会計を採用いたしましたが、

税効果会計適用後の当期損失は486億9 7百万円とな

りました。なお、１株当たりの当期損失は 2 0 9 円 4 4

銭です。

経常収益については、前年度比728億87百万円減

少し、1，989億54百万円となりました。このうち信託

報酬は、124億14百万円減少しました。

一方、経常費用につきましては、前年度比 35億 93

百万円減少し、2，591億 9百万円となりました。この

うち預金利息は、38億 21百万円減少して275億 71百

万円となりました。

自己資本

財務基盤をより一層強化するため、昨年11月に永久

劣後円建転換社債342億6千万円を発行し、さらに本

年 3月には、普通株式 69,707千株（375億236万6千

円）の第三者割当増資を実施するとともに、「金融機能

の早期健全化のための緊急措置に関する法律」に基づ

く優先株式93,750千株（1,500億円）を発行しました。

配当政策

当社は、金融機関の公共性に鑑み、経営の健全化の

観点から、内部留保の充実に意を用い財務体質の強化

を図りつつ、安定した配当を行うことを基本方針とし

ています。

当期の業績については、依然として厳しい金融環境

の中、資産の健全化を図るため、資産自己査定を厳格

に実施し、金融再生委員会のガイドラインに準拠した引

当と適正な償却を行ったほか、有価証券についても極

力含み損の処理を促進した結果、大幅な当期損失を計

上することとなりました。今回の当期損失は多額の不良

債権等の処理に伴う一過性のものであるものの、赤字

決算による内部留保の減少に鑑み、普通株式期末配当

金については、１株当たり2円50銭としました。この

結果、一株当たりの年間配当金は、中間配当金 3 円と

合わせ、前期比50銭減額の5円50銭となりました。

優先株式の配当金については、普通株式に対して配

当する場合には、当初の予定通りの配当水準を維持す

べきものと認識しており、年間で第一回優先株式は１株

当たり40円、第二回優先株式は１株当たり4 銭としま

した。
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平成10年5月ほか

ＨＳＢＣグループのエイチ・エス・ビー・シー
投資顧問と覚書を交換

平成10年5月、当社は、英国の国際的な金融グループ

であるＨＳＢＣグループのエイチ・エス・ビー・シー投資

顧問（ 現エイチ・エス・ビー・シー投信投資顧問）と資産

運用、投資信託、新商品開発について相互協力の覚書を

取り交わしました。

ＨＳＢＣグループは、香港上海銀行（香港の発券銀行）を

中核とする国際的な金融グループであり、英国を本拠地と

し、欧州、アジア、米国、中近東に加え、中南米に拠点を

持ち、高い国際信用力と運用ノウハウを有しています。

その後、覚書に基づき、12月から解禁された投資信託

の窓口販売の商品ラインナップには、同投信投資顧問の

投資信託 2本を加えています。また、年金資産の運用に

関し、同グループのＨＳＢＣアセットマネジメント社と投

資助言契約を締結し、同社の情報を当社でさらに分析の

うえ、運用に反映させていきます。

さらに、平成11年1月から、ロンドンのＨＳＢＣアセッ

トマネジメント社にトレーニーを派遣し、運用ノウハウの

吸収にも積極的に取り組んでいます。

平成10年7月

中央の米ドル定期の取扱開始
平成10年4月の改正外為法の施行を機に高まりを見せ

ている、個人のお客さまの外貨での運用ニーズにお応え

するため、平成10年7月から、「中央の米ドル定期」の取

扱いを開始しました。「中央の米ドル定期」は、満期時に

お利息を元金に組み入れて継続する元利自動継続ですの

で、面倒な満期時ごとの継続手続きも要らず、大変ご好

評をいただいています。

TOPICS

平成10年10月

新本店の建設に着工
平成10年10月、かねて計画を進めてきました、東京

都港区芝3丁目の新本店の建設に着工しました。新本店

建設は、建物賃借料の将来にわたる削減に加え、現状８

ヵ所に分散している本店・本部機能を集約し、経営の効

率化・経費の削減をさらに進めるとともに、業務の円滑

な推進に必要な最新鋭の機能・設備を備え、信託銀行に

求められる信頼性、安全性を一層強化・充実させること

を狙いとしています。

新本店は、4,799.99㎡（約1,452坪）の敷地に、地下3

階、地上22階建て、延べ面積38,620.2１㎡（約11,682坪）

の建物で、竣工は、平成12年（西暦2000年）秋を予定し

ています。
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平成10年12月

旧徳陽シティ銀行所有不動産の
不動産管理信託を受託

平成10年12 月、当社は、旧徳陽シティ銀行の破綻処

理に伴い、整理回収銀行（現整理回収機構）が譲り受けた

資産のうち、宮城県内外の不動産50物件について、整理

回収銀行から一括して不動産管理信託を受託しました。

あわせて当社が、当該不動産を順次売却していく業務も

行っていきます。

今回受託した物件は、宮城県内の他、東北地方から、

関東地方にまでおよんでいます。整理回収銀行は、当社

の持つ不動産管理機能および仲介機能など、不動産に関

する総合的ノウハウを活用し、広い範囲におよぶ物件に

ついて、売却に至るまでの間の不動産の維持管理や諸費

用の支払い事務、巡回等の負担を軽減するとともに、売

却処分を円滑に促進することができます。

当社は、このような多数の不動産を一括して管理する

不動産管理信託を「バルク型不動産管理信託」と名付け、

不動産仲介業務とあわせ、積極的に推進しています。

平成10年10月

「テレホンバンキング」を開始
当社では、電話一本で手軽にお

手続きができる「テレホンバンキ

ング」の取扱いを開始しました。

９時から17 時まで、ご自宅、

オフィス、お出かけ先から、

お振替、お振込、残高照会等

のお取引をいただくことが可

能になりました。ご本人であ

ることやお取引内容につい

ては、確実なセキュリティ

システムによって確認させ

ていただきますので、安

心してご利用いただけます。また、資

産運用、遺言・相続、不動産の有効利用、ローンなどの

ご相談にも、専門のスタッフがお応えしています。フリ

ーダイヤルで通話料もいっさいかからず、大変便利なサ

ービスです。

平成10年12月

投資信託の窓口販売を開始
平成10年12月から、銀行による投資信託の窓口販売

が解禁されました。当社では多様化するお客さまの資金

運用ニーズにお応えするために、解禁と同時に全111カ 店

で窓口販売を開始しました。お客さまにとってわかりや

すい商品を厳選し、さらに、お客さまそれぞれの運用目

的、リスクに対する許容度、投資経験等に基づくポート

フォリオ・アドバイス・サービスを提供するために、全店の

窓口にパソコンによる相談業務支援システム「中央のトー

タルアドバイス」を導入しており、ご好評をいただいて

います。

平成10年10月

「外国人株主調査ならびに
議決権行使促進サービス」を本格始動

グローバルな株式運用技法の発達等による外国人株主

の増加に伴い、株主総会の定足数確保などの観点から、

海外向けＩＲ活動とともに、外国人株主による議決権行

使促進に積極的に取り組む企業が増加しています。

そうした状況のもと、証券代行業界のリーディングカ

ンパニーである当社では、平成10年10 月、証券代行

部・国際部などによる横断的な外国人株主管理プロジェ

クトチームを発足させ、｢外国人株主調査ならびに議決権

行使促進サービス｣を本格的に開始しました。

外国人株主の議決権行使を促進させるためには、発行

会社が外国人実質株主（議決権行使の決定者）に対して直

接かつ迅速に議決権行使に必要な情報を提供することが

不可欠です。当社では、全世界の銘柄を対象とする投資

家の情報データベースからの情報提供や、海外調査会社

を活用し、外国人実質株主の調査および招集通知等の英

文資料（要約）の発送、さらには議決権行使促進をお手伝

いしていきます。
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平成11年2月

借り換え専用住宅ローン「コンビ１０００」の
取扱いを開始

当社は、担保物件の評価金額プラス最大１千万円まで

対応可能な借り換え専用住宅ローン「コンビ１０００」の取

扱いを平成11年２月から開始しました。

ここ数年来、高金利借入による返済負担を軽減するた

め、低金利ローンへのお借り換えを検討された方のなか

には、地価の下落、またはマンション市況の低迷により、

ご自宅の評価額が大幅に下落した結果、借り換えをあき

らめられたお客さまが多数いらっしゃいました。

このローンは、このような担保面がネックで借り換え

できなかったお客さまのニーズにお

応えするため、返済能力を重視し、

担保評価金額以上（ 最大１千万円で

前年年収以内 ）でもお取扱いできる

借り換え専用の住宅ローンです。

当社では、今後とも、住宅ロー

ンをご利用いただくお客さまのニ

ーズに幅広くお応えするため、商

品内容の改善に努めていきます。

平成11年2月

受託資産管理部門で「ISO9002」を取得
当社は、受託資産管理業務をコア業務のひとつと位置

づけて、収益力・競争力のさらなる強化を図っています

が、その一環として、平成１１年２月に証券管理部の外国

証券管理課において、安定した高品質の事務サービスを

供 給 す る た め の 仕 組 み と し て の 国 際 規 格 で あ る

「ISO9002」の認証を取得しました。

今回、認証を取得した業務は、「外国証券管理業務」

（投信、特金、公的資金、年金、年金特金等の外国証券

運用に関する管理事務）、「投信事務受託業務」（投信委託

会社の事務代行業務）、「常任代理人業務」（非居住者との

証券関連代理事務に関する管理事務）の３業務であり、

「外国証券管理業務」、「投信事務受託業務」での認証取得

は、国内邦銀初となります。

「ISO9002」の認証取得により、当社の業務水準に対

する国際的な評価はさらに高まることとなり、同時に、

お客さまに対して、より質の高いサービスを提供できる

ものと考えています。

平成11年 3月

郵便貯金との
ＡＴＭ・ＣＤオンライン提携を開始

当社は、平成11年3月29日より、郵便貯金とのＡＴ

Ｍ・ＣＤオンライン提携を実施し、相互に現金支払・残高

照会業務の取扱いを開始しました。

これにより、中央信託銀行のお客さまが利用できるＡＴ

Ｍ・ＣＤは全国で約21,000台増加し（提携開始日現在）、

お客さまの利便性は大きく向上することとなりました。

平成11年 4月

三井信託銀行とのＡＴＭ等の相互無料開放
およびＡＴＭによる振込手数料の優遇を開始

当社は、平成12年4月1日の合併の実現に向けて、三

井信託銀行と具体的な準備を進めていますが、合併に先

駆けて両社の関係を一層強化し、お客さまの利便性の向

上を図るために、平成11年4月1日よりＡＴＭ等の相互

無料開放およびＡＴＭによる振込手数料の優遇を開始しま

した。

これにより、両社のお客さまは、他行カード手数料

（105円）のご負担なしに、ＡＴＭ・ＣＤでの支払取引をご

利用いただくことができるようになりました。

また、ＡＴＭによる両社間の振込についても他行宛振込

手数料ではなく、自社宛に適用している本・支店手数料

でご利用いただくことができます。

今後も、合併に先んじて三井信託銀行と協力し、お客

さまへのサービス向上に努めていきます。

TOPICS
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組織図
平成11年7月1日現在
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中央信託銀行は、預金や貸付信託・金銭信託あるいは融資といった

業務（金融機能）をはじめ、動産・不動産の信託や土地信託、証券

代行、不動産の売買の仲介・鑑定評価といった業務（財産管理機能）

など、およそ財産と呼ばれるもののほとんどを業務の対象として、

幅広い分野で皆さまのニーズにお応えしています。

◆中央信託銀行の主な取扱い業務

金融機能

財産管理機能

●各種預金業務
◎定期預金
・スーパー定期
・大口定期
・ふえる定期
・なるほど定期

◎貯蓄預金

◎普通預金

◎譲渡性預金

◎通知預金

◎当座預金

●融資業務

●為替業務
◎内国為替

◎外国為替

●公共債の窓口販売
・ディーリング

●デリバティブ業務

●貸付信託
◎ビッグ

◎収益分配型

●金銭信託
◎合同運用指定金銭信託

◎ヒット

◎スーパーヒット

●特定金銭信託

●年金関連信託
◎適格退職年金信託

◎厚生年金基金信託

◎国民年金基金信託

●資産流動化信託
◎金銭債権信託

◎不動産管理処分信託

●公益信託

●特定贈与信託

●財形関連信託

●不動産業務
◎不動産仲介

◎不動産鑑定評価

●証券代行業務

●遺言関連業務
◎遺言書の保管

◎遺言の執行

◎遺産整理業務

●土地信託

●有価証券の信託

●担保附社債信託

●投資信託窓口販売

●家計簿サービス

●財形定期

●エレクトロニック
バンキングサービス

●テレホンバンキング
サービス

●保護預り

●貸金庫

銀行・証券業務

信託・併営業務

業務のご案内
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中央信託銀行は、信託銀行最大の店舗網を武器に、貸付信託・定期預金などの各種貯
蓄商品・ローン・遺言業務・不動産業務、さらに投資信託等を含めた新商品を幅広く品
揃えし、高度な相談業務を提供する「身近で」「頼れる」トップバンクになりました。お
客さまとの対面型の取引を重視し、専門性の高い、お客さまのライフプランに合わせた
きめ細かい商品・サービスを提供し、一人でも多くの方々から「永く、広く、深く」信
頼されるメインバンクを目指していきます。

4C44PレイアウトPDF用 02.1.10 4:08 PM  ページ 2
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信託とは
信託とはその言葉の示すとおり、信頼できる者に財産の管

理・処分を託す制度です。信託法第1条では、信託について

「財産権ノ移転其ノ他ノ処分ヲ為シ他人ヲシテ一定ノ目的ニ

従ヒ財産ノ管理又ハ処分ヲ為サシムル」ことであると定義さ

れています。つまり、ある人（委託者）が他の人（受託者）に

対して自分の財産権を移転・処分し、その財産権（信託財産）

を自分の指定した人（受益者）のために、一定の目的（信託目

的）にしたがって管理・処分させることが信託です。この信

託の基本的な特質は、つぎの点にあるといえます。

(1)財産権（所有権などの物権、貸付金などの債権をはじめと

する財産価値のある権利）を対象とする制度であること。

(2)財産権は受託者の名義に帰属すること。

(3)受託者は排他的に信託財産の管理・処分権をもつが、その

権限はあくまで信託目的にしたがって受益者の利益のため

に行使されなければならないこと。

このように信託では相手への「信頼」が前提となっており、

それだけに受託者には、信託法において善管注意義務・分別

管理義務等の厳しい責任と義務が課せられています。

信託のしくみ

＊受託者の善管注意義務
受託者は、信託の本旨にしたがって善良なる管理者の
注意をもって信託事務を処理しなければなりません。

＊＊受託者の分別管理義務
受託者は、信託財産を受託者の固有財産や他の信託財
産から分別して管理しなければなりません。

◆信託のしくみ

4C44PレイアウトPDF用 02.1.10 4:08 PM  ページ 4
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急速な高齢社会の進展に伴い、公的年金を補完する制度としての企業年金はその重要性を増してきています。
企業年金は、昭和37年の適格退職年金制度、昭和41年の厚生年金基金制度の創設以来、従業員福祉のための重要
な制度として、また、企業財務面の合理化策として高い評価を得て、普及してきました。現在では上場企業の約9割
が企業年金を導入し、わが国の企業年金の資産残高は71兆円となっており、今後もさらに拡大が見込まれています。
現在、企業年金を取りまく状況は、資産運用・財政運営等での規制緩和が急速に進む一方で、国際会計基準による
年金債務額（退職給付債務額）の企業財務諸表上への公表の義務づけ、確定拠出型年金制度の導入に向けた検討が始ま
るなど、新たな展開と大改革の時期を迎えようとしています。当社では、ますます高度化・多様化するお客さまのニー
ズに応えるべく、年金業務を注力すべき信託コア業務として位置づけ、年金数理のスペシャリストである年金数理人を
はじめとする経験豊かな専門家を配して、最適な年金プランの設計、健全かつ有利な年金資産の運用、年金ＡＬＭ等を
駆使した各種の年金コンサルティング、統合レポートなど、各種のサービスの品質のより一層の向上に努めていきます。

4C44PレイアウトPDF用 02.1.10 4:09 PM  ページ 5
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証券業務
投資家の皆さまの多様化する資産運用ニーズにお応えして、有価証券に関する幅広

い業務を行い、効率的な資金運用にお役立ていただいています。また、機関投資家と

しての実績を活かし、資金調達や有価証券の管理面においてもお手伝いをしています。

有価証券管理のエキスパート

◆特定金銭信託・特定金外信託
投資家の皆さまより資金を信託していただき、お客さま

またはその代理人の指図に基づき特定した運用方法で有価

証券投資を行う信託です。有価証券は受託者（信託銀行）

名義で売買・管理され、また、投資家の皆さまの保有して

いる有価証券と簿価を区分して管理できますので、効率的

な投資が可能となります。近年では年金資金の受け皿とし

ても活用されています。

◆指定金外信託
投資家の皆さまの指定した範囲内で、受託者（信託銀行）

が有価証券投資を行う信託です。株式消却やストックオプシ

ョンのための自己株式取得にも有効にご利用いただけます。

◆有価証券の信託
有価証券を信託財産としてお預かりするものです。有価

証券の貸付運用（レポ取引）等によって収益を上げることを

目的とした「運用有価証券信託」、有価証券の利息・配当

金・償還金の取立てや、新株の払込みなどの管理を目的と

した「管理有価証券信託」があります。

◆証券投資信託
証券投資信託委託会社の運用指図に基づき、公社債や株

式等の有価証券の信託財産の管理、運用を行っています。

当社は長年この分野で高い評価を得ています。

さまざまな有価証券投資をお手伝い

受託資産管理業務をさらに強化

受託資産管理業務では、国際標準化機構が定める品質保

証の国際規格であるＩＳＯ９００２の認証を取得しました。外

国証券管理業務と投資信託事務受託業務での認証取得は国

内初で、今後、日本での業務展開の拡大が予想される外資

系企業との取引推進を強化していきます。

国債等公共債の窓口販売やディーリング業務に加え、コ

マーシャルペーパー（ＣＰ）や債券現先取引等の短期資金

取引など、さまざまな品揃えをご用意しています。また、

平成１０年１２月には投資信託の窓口販売の取扱いを開始

し、個人から法人まで、投資家の皆さまの多様な有価証券

投資にお役立ていただいています。

●証券信託の残高推移（有価証券の投資を目的とするもの）

資金調達のファイナンシャル・アドバイザー
お客さまの資金調達ニーズは、国内外の資本市場から、

多様な手法を通じてタイムリーに直接調達する傾向が強ま

っています。普通社債、転換社債、新株引受権付社債、外

債などの内外資本市場における資金調達について、ファイ

ナンシャル・アドバイザーとして広くお客さまにご提案し

ています。

各種証券業務のお取扱い
有価証券売買のお取次ぎ、公社債の元利金のお支払い、

株式の払込金の受入れ、株式配当金のお支払い、転換社債

の転換請求のお取次ぎなど、個人投資家の皆さまにもお役

に立つ各種証券業務を取り扱っています。

平成１０年３月末 平成１１年３月末

合計

特定金銭信託
特定金外信託

指定金外信託
（C.M.F）

２１４

１４，９１３ １５，１２７１５，１４２
１５，４３９

２９７

（単位：億円）
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資産流動化業務
貸出債権、リース・クレジット債権（特定債権）、手形債権等を信託機能を活用して

流動化し、その受益権を販売することで、資金調達ニーズのあるお客さまと、資金運用

ニーズのあるお客さまとの仲介役を果たしています。

当社では、専門スタッフによるお客さまのニーズにあった商品開発および積極的な受

託推進に取り組んでおり、最近では、不動産の流動化においても強みを発揮しています。

◆不動産流動化業務
不動産は、そのまま「所有」すること自体から「利用」する

ことに重点が置かれる時代に変化しつつあります。不動産

の価値も「利用価値」や「収益性」がより重要視されるよう

になりました。そのような不動産に対する価値観の変化の

中で、企業の不動産に関するニーズも多様化してきていま

す。当社では、不動産を資金調達の手段として利用するニ

ーズに着目し、不動産の流動化業務を積極的に推進してい

ます。不動産の流動化は、法律、会計、税務、金融などの

知識を総動員してスキームを構築していくもので、信託銀

行ならではの業務です。

●信託機能を使った不動産流動化の例

●信託方式による債権流動化の例

●債権流動化受託額の推移

◆債権流動化業務
信託の仕組みを使い、債権を流動化することにより、資

金調達ニーズのあるお客さま（委託者）にとっては、資金回

収の早期化や低コストでの資金調達が可能となるとともに、

バランスシートをスリム化することができます。また、投

資家であるお客さま（受益者）に対しては、より有利な資金

運用手段をご提供できます。

平成１０年度 平成１１年度平成９年度

２，０００●

１，５００●

５００●

０●

１，０００●

（単位：億円）

受
益
権
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権
購
入
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払

譲渡承諾

売掛債権

の信託

受益権販売代金

売掛債権の代金支払

商品販売等に
よる売掛債権

受益権の売却

受益権購入代金

社
債
の
購
入
代
金

社
債
の
発
行　

賃貸借契約

信託配当

受益権証書の発行

不動産管理処分信託
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受託資産運用業務
資産運用をめぐる環境は、急激に変化しています。お客さまの資産運用に対する

ご要望は年々高度化・多様化し、また、運用に関する規制も大幅に緩和されたこと

から、内外の運用機関との競争がますます激化する時代を迎えました。

このような新しい運用環境の中、当社は受託資産運用業務をコア業務として位置

づけ、運用機関として高い評価を得るべく、競争力・収益力の強化を図っています。

受託資産運用業務の考え方
当社は本格化するビッグバンへの対応として、「受託資産

運用業務」をコア業務と位置づけ、その競争力、収益力の

強化を図っています。本業務は業態を超えた内外の運用機

関との激しい競争にさらされてはいますが、一方では、グ

ローバルな市場拡大が期待できます。加えて規制緩和によ

り運用の自由度も大幅に増すことになります。当社はこの

ような新しい運用環境を「挑戦の時代」と位置づけ、今まで

培ってきた資産運用のノウハウをさらに強化・向上させる

ことにより、この変革の時代においてもお客さまから高い

信頼・評価を得ることができると考えています。

当社の資源・ノウハウを最大限に活用し、お客さまのあ

らゆるご要望に創造的なサービスでお応えできるパートナ

ーを目指していきます。

受託資産運用サービス
当社はこれまで年金資産の運用において実績を積み上げ、

お客さまの信頼を得てきました。また現在では、運用業務

だけでなく、企業年金を中心にALMコンサルティングや

給付専用ファンド、統合レポートなどのサービスも提供し

ています。

これからも運用力の向上はもちろんのこと、アカウンタ

ビリティー（説明責任）の確立、ディスクローズの充実など

透明性の確保に努め、総合的な運用力の飛躍を図っていき

ます。

当社の運用体制
当社は投資調査部、公的資金運用部、年金運用部、投資

顧問部の４部で受託資産運用を遂行しています。お客さま

からのご要望にきめ細かくお応えするため、各部とも必要

とされる専門知識や能力を高め、かつこれらを十分に発揮

できる体制を整えています。また、横断的組織も活用する

ことで各部間の連携も密接に行い、当社全体として組織

的・効率的な運用ができる体制を確立しています。

グローバル運用
グローバル株式の運用力強化のため、エイチ・エス・ビ

ー・シー投信投資顧問と提携し、その運用力を活かしてお

ります。HSBCグループは英国を本拠地とする国際的な金

融グループであり、高い信用力と資産運用のノウハウを有

しています。当社は同グループが持つ運用ノウハウの吸収

や運用担当者のトレーニー派遣等を通じて、グローバルな

運用力を高め、お客さまの期待に十分応える運用成果をあ

げていきます。また、このような外資系投資顧問、外資系

投信等の運用機関との提携は今後とも積極的に推進し、外

貨建て資産の運用力を一層強化していきます。
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証券代行業務は、株式を発行している会社にとって重要な株式の名義書換や株主名簿・実質株主名簿の管理ならび

に株券の発行、配当金の支払等に関する事務を発行会社からお引受けする業務です。発行会社にとっては、季節性が

高く、専門性の強い株式事務を委託することによって人材、事務所スペースなどの有効活用が図られ、また株主にと

っては、株式の名義書換や諸届出などの手続きに当社の店舗・サービス網を利用でき、窓口の拡大が図れるなど数々

のメリットがあげられます。当社の証券代行業務は、わが国を代表する世界的企業をはじめ、あらゆる業種の企業か

ら委託を受け、平成11年 3月末現在の受託社数1，2 6 2 社（国内）および株主数 9，285千名は、ともに業界第一の規

模を誇っています。

当社はこの実績のもと、“証券代行業務のエキスパート”としてまた“業界のリーダー”としてその豊富な経験と知

識を最大限に発揮し、委託会社と株主のためスピーディかつ的確に、多様化する株式事務の処理を続けていきます。

また、平成10年4月には、新規受託の推進部門を証券代行部から分離独立させ「証券代行推進部」として新設、株

式公開の意欲の高い地域を控える札幌・富山・福岡の各支店に「証券代行営業部」を設置するなどサービスネットワ

ークの拡充にも努めています。

多様化する株式事務をスピーディーに処理

◆主な株式事務
■株主名簿および実質株主名簿の作成と管理

■株式の名義書換、単位未満株式の買取に関する事務

■株主および実質株主の住所変更、改印など諸届出に

関する事務

■予備株券の保管、株券の再発行に関する事務

■株主総会の招集・決議通知などの封入、

発送に関する事務

■配当金の計算、支払いに関する事務

◆証券代行業務の特色

総合機械化システムによる正確、迅速な事務処理

当社はわが国で初めて開発した“株主名簿EDPシステム”

をはじめ“漢字システム”“株券OCRシステム”“株主票イ

メージ処理システム”など株式事務に関する総合的な機械

化を図り、株式の名義書換はもとより、株式配当金の計算、

支払いなど、あらゆる株式事務を的確に処理しています。

さらに、株券、各種請求書等をイメージデータ化し、パ

ソコン画面による各種データ作成、照合事務等の処理を可

能にした「イメージワークフローシステム」の稼動を本年８

月に予定しています。本システムにより、さらに事務処理

の迅速化が図られ、名義書換の日程が短縮されます。

証券代行業務

リーガルサービスとタイムリーな情報提供

株式事務は、法律によって厳しい規制を受けていますが、

昨今は商法、証券取引法などの頻繁な改正に、いかに即応

できるかが重要になっています。当社では、株券保管振替

制度の実施にも円滑に対応しており、平成６年１１月には、

株主名簿と実質株主名簿の両方に単位未満株式を保有する

株主が、不足する株式を買増しすることによって単位株式

を取得することができる「株券保管振替制度下における買

増端株整理システム」を大和証券株式会社との共同により業

界で初めて開発し、平成7年２月から取扱いを開始し、実

施会社の株主の方々から好評を博しています。このように

さまざまな法律、制度改正に対応するため、経験豊かな専

門スタッフをそろえ、いつでも、いかなる問題にもお応え

できる体制を整えています。

また、必要に応じて講演会などを開催しているほか、「証

券代行ニュース」や専門書の刊行を手がけています。なお、

平成１１年４月に、証券代行ニュースの昭和３８年７月の創

刊号から、平成１０年１１月発刊の第２７０号までを収録した

ＣＤ-ＲＯＭ版を提供しています。
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●受託社数・管理株主数および名義書換件数推移

業界第一の実績と信頼

◆株主情報オンラインサービス
ファームバンキングの一環として、業界他社に先駆けて

開発した“株主情報オンラインサービス”は当社のコンピュ

ータと委託会社のパソコンを通信回線で結び、株主に関す

る情報や名義書換状況、株主状況など生きた情報をリアル

タイムで提供しています。また、ISDN（総合デジタル通信

網）による情報提供が可能となり、さらに高速化が図られる

ようになりました。

◆株主総会出席株主集計システム
当社が独自に開発した小型OCRシステムとハンディー型

パソコンを活用した画期的なシステムで、出席株主の議決

権株数の集計事務を迅速かつ正確に処理します。また、コ

ンパクト設計ですから株主総会会場への持込みが容易で、

委託会社に大変ご好評をいただいています。

▲当社証券代行事務センター（東京都杉並区）

◆株主情報CD-ROMサービス
株主情報をCD-ROMに収録し提供することにより、委託

会社のパソコンでさまざまな検索や用途に応じた資料の作

成ができるようになりました。

◆外国人株主調査および
議決権行使促進サービスの提供
発行会社では、外国人持株比率の上昇に伴い株主総会で

の定足数確保のため、外国人株主の議決権行使促進に対す

る積極的な取組が目立ってきました。当社では、委託会社

に対して投資家情報データベースの提供や海外の調査会社

を活用した外国人株主調査、当該株主への招集通知等英文

資料（要約）の発送および議決権行使促進のお手伝いをさせ

ていただいています。

管理株主数
（単位：千名）

受託社数
（単位：社）

名義書換件数
（単位：千件）

３９４

８，８８６
９，１０７

９，２８５

１，０５０

１，１６４

１，２６２

３０６

６０１

平成１０年３月末 平成１１年３月末平成９年３月末
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不動産業務
住宅や店舗・ビル・工場などの売買・賃貸借の仲介、マンションなどの販売

提携、不動産の鑑定評価から土地の有効活用を目的とした土地信託にいたるま

で、経験豊富な専門スタッフが不動産に関するあらゆるご相談を承っています。

不動産に関するあらゆるご相談に迅速に対応

◆不動産売買・賃貸借の仲介
売買したい土地や建物をお知らせいただくと、ご希望条

件などを十分おうかがいしたうえで、売買依頼を受けてい

る数多くの情報の中からお客さまにもっともふさわしいも

のをご紹介します。住宅、店舗、マンション、オフィスビ

ルならびにこれらの用地など、各種の不動産売買等のご希

望に応じています。仲介物件の調査や売買条件の交渉、契

約の締結、登記などのご面倒な手続きについても、担当者

がお世話をさせていただきます。なお、首都圏、名古屋地

区および関西地区の住宅物件の仲介については、関連会社

の「中信住宅販売株式会社」（土日も営業）が、お客さまの買

換えニーズなどに対して優良な情報を提供し、地域に密着

したサービスの向上に努めています。

◆不動産の鑑定評価
不動産の価格には定価というものがありません。適正な

価格はなかなかとらえにくいものです。当社では、ベテラ

ン不動産鑑定士が豊かな経験と綿密な調査に基づいて権威

ある鑑定評価を行い、各方面からのご要請にお応えしてい

ます。不動産の売買や相続の際、また不動産を担保として

提供したり、取得したりする場合の担保価値判定など、不

動産の適正な価格の把握が必要なときには、大変お役に立

ちます。

◆不動産流動化業務
不動産を保有している企業のニーズにあわせて不動産信

託を利用した流動化業務を積極的に推進しています。

（詳しくはP.３２をご覧ください）

不動産鑑定士数 62名

不動産鑑定士補数 25名

宅地建物取引主任者試験合格者数 1,827名

●不動産売買の媒介件数・取扱高推移

●不動産鑑定士数等 平成１1年3月末現在

◆不動産の受託分譲
各地の優良不動産会社と業務提携を行い、マイホームの

ための優良な住宅地、一戸建住宅、マンションなどの数多

くの分譲物件を扱っています。これらの物件は企画開発段

階から販売まで当社が不動産会社をバックアップしていま

すので、安心してお選びいただけます。また、豊富な新規

物件のほか、販売予定物件についても、いち早くご紹介し

ています。

取扱高
（単位：億円）

媒介件数
（単位：件）

１，４０８

１，１９８

１，０２７

１，２４０

平成１０年度 平成１１年度
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企画立案から管理・運営まで、土地の有効利用をはかる

◆土地信託
土地信託は昭和５９年９月に第1号を成約して以来、信託

契約３３４件（平成１１年３月末現在）を数えるまでに至ってい

ます。土地信託は信託銀行のもつ機能を総合的に活用した

システムで、土地の有効利用を目的として土地所有者より

土地の信託を受け、信託銀行が土地所有者に代わって土地

の有効利用に関する事業計画の立案、建築資金の調達、賃貸

ビルなどの建設および管理・運営などを行い、土地所有者に

安定的に収益を配当する制度です。

国公有地の土地信託
国公有地は、国民の貴重な共有財産であり、所有、管理の

時代から、より積極的な活用、運用が求められる時代へと

変化しています。

国公有地への土地信託制度の導入は、昭和６１年５､６月の

国有財産法、地方自治法の一部改正により可能となりまし

たが、当社においても、下記のように着実に実績をあげて

います。

昭和6 2年2月　わが国初の公有地信託によるインテリジェントビ

ル「大分ソフィアプラザビル」建設に関し土地信託契

約締結（竣工昭和６３年１月） （委託者：大分県）

昭和63年3月　小牧市の桃花台ニュータウンセンター「桃花台ピア

ーレ」建設に関し土地信託契約締結（竣工平成３年３月）

ｚ （委託者：愛知県）

平成元年7月 国有地信託第1号のマンション「サニーサイド吉祥

寺」建設に関し土地信託契約締結（竣工平成２年９月）

ｚ （委託者：国）

平成3年8月 大分県のインテリジェントビル「大分第2ソフィア

プラザビル」建設に関し土地信託契約締結（竣工平成

５年２月） （委託者：大分県）

平成5年4月　東京都港区六本木宿舎跡地の多目的ビル「ラピロス

六本木」建設に関し土地信託契約締結（竣工平成９年９月）

ｚ （委託者：岐阜県）

平成7年1月　愛知県東新県税事務所跡地の多目的ビル「スカイオ

アシス栄」建設に関し信託契約締結（竣工平成９年９月）

ｚ （委託者：愛知県）

開発プロジェクトのコーディネート
さらに、長年培ってきた不動産業務に関するノウハウと

豊富な経験を活かし、都市再開発、地域開発などの分野に

も積極的に対応しています。

この分野では、すでに千葉駅前においてわが国初の土地

信託方式による法定再開発事業を受託したほか、阪神・淡

路大震災で全壊したマンションについて優良建築物等整備

事業による再建事業をコンサルティングするなどの実績を

あげていますが、今後とも信託銀行の専門性の発揮を通じ

て、地域社会の発展に貢献していきます。

●土地信託（賃貸型）のしくみ

信 託 契 約

建築請負契約

土地の信託

借　入

賃　貸

賃料等

管理契約

建築代金支払

配　　　当

信託受益権

信 託 財 産

元利金支払

●土地の有効利用方法例

建築→売却

居住・
賃貸

土地・建物は信託終了時にお返しします。

土地の一部を手放しますが
借入金は発生しません。

土地に付加価値をつけ、
開発利益を得られます。

建物完成後も管理 建物完成まで管理

建物の事業運営はお客さまにまかされます。

賃　貸

等価交換

賃貸型

処分型

竣工型

一部売却

賃　貸
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国際業務 デリバティブ業務
当社は、平成 11年2月、低採算の海外銀行業務から

全面撤退することを決定、ニューヨーク、ロンドン、

香港の3支店は平成11年 9月までに、また香港現地法

人は平成1 2年 3月までに閉鎖する予定です。一方、

信託コア業務および国内リテール業務を強化するビッ

グバン戦略に沿って、受託資産の管理・運用業務等を

展開していく上で必要な海外現地法人を維持するほか、

有力な外資系金融機関との業務提携等も拡充しており、

国内のお客さまの外貨建資産の管理・運用に対するニ

ーズには、引き続き当社の専門性を発揮し対応してい

きます。

金融の自由化、高度化が進む中で、デリバティブ取

引などの新たな金融機能に対するニーズは大変高まっ

ています。当社では、こうしたニーズにお応えするた

め、高度なノウハウを持つ専門スタッフをそろえ、デ

リバティブ業務に取り組んでいます。

◆外国為替業務
平成10年11月の拓銀の本州地区営業の譲受け以降、外

国為替取扱店舗を１３カ店から４７カ店へ大幅に拡充して、

外国為替業務に積極的に取り組んでいます。貿易取引に伴

う代金取立・支払いなどの資金決済や海外への送金を行っ

ているほか、「中央の米ドル定期」などの外貨預金を使った

資金運用のお手伝い、さらには外貨の両替やトラベラーズ

チェックも取扱っています。

◆グローバルな資産管理・運用
海外現地法人や、有力な外資系金融機関との戦略的提携

などによってグローバルな資産の管理・運用を行い、お客

さまに質の高いサービスを提供しています。

◆証券代行業務
近年増加しつつある海外株主の議決権行使促進のお手伝

いをさせていただきます。また、外国企業の東証上場にあ

たり、本邦企業へのサービスと同様、名義書換、配当金支

払などきめ細やかな証券代行サービスを提供しています。

◆資本市場業務
本邦企業が、ユーロ市場などで債券を発行することによ

り直接資金調達を行なう場合、当社の海外現地法人が引受

などの業務を通じそのお手伝いをしています。

◆デリバティブ取引（金融派生商品）の状況
金融の高度化に伴い、デリバティブ市場は急速に拡大し

ています。当社が取引を行っている具体的なデリバティブ

商品は、金利先物取引、金利オプション取引、金利先渡取

引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、先物外国為替

取引、通貨オプション取引、債券先物取引、債券先物オプ

ション取引、株価指数先物取引等です。

当社におきましては、これらの取引は、高度化・多様化

するお客さまの金融ニーズにお応えするための重要なツー

ルであると考えており、これらの取引を用いた高付加価値

商品や、財務リスク管理手段をお客さまへ広く提供してい

ます。また、当社自身の持つ市場リスク量を経営体力にふ

さわしい水準にコントロールするためのリスク管理手段と

して、また、トレーディングによる収益獲得手段としても

活用しています。

デリバティブ取引は、市場リスク、信用リスク等のリス

クを有しています。市場リスクは、金利・為替レートなど

の市場価格やボラティリティ等の変動により金融商品もし

くはポートフォリオの時価が変動し損失を被る可能性であ

り、信用リスクは、取引相手の信用状況の悪化などにより、

金融商品もしくはポートフォリオの価値が減少するリスク

や、倒産等により契約が履行されなくなり損失を被る可能

性です。

当社におきましては、それらさまざまなリスクの特性、

量について認識するとともに、厳格なリスク管理体制のも

とで運営しています。（当社のリスク管理体制についてはＰ.

１３～１６をご覧ください）

なお、当社は、取引対象物の価格変動に対する時価の変

動率が大きい特殊な取引（いわゆるレバレッジの効いたデリ

バティブ取引）は基本的に行っていません。（当社におけるデ

リバティブ取引の時価等に関する事項、オフバランス取引の

契約金額・想定元本金額・信用リスク相当額につきまして

は資料編Ｐ.７０～７４をご覧ください）
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■公益信託の受託状況 平成11年3月末現在

※印は他社との共同受託

◆公益信託

個人あるいは法人が奨学金の給付、地域振興への助成な

どいろいろな公益目的のために私財や利益の一部を信託し、

信託銀行がその財産を管理、運用することによって公益目

的を遂行する制度です。なお、一定の要件を満たす公益信

託のための出捐金については、税法上の優遇措置が適用さ

れます。

◆特定贈与信託

重度の心身障害者の方のために親族や篤志家が財産を信

託し、それを適切に管理、運営することにより、障害者の

方に生活費や医療費を定期的にお支払いする制度です。相

続税法により６，０００万円までの信託財産については贈与税

が非課税となります。

発足年月日

昭和54. 5.30

昭和54.11. 7

昭和55. 7.10

昭和57. 7.19

昭和58. 9. 1

昭和58.10.18

昭和59. 3.31

昭和59. 8.16

昭和60. 3.20

昭和60.10. 1

昭和60.10.25

昭和60.11. 1

昭和61. 4.28

昭和61. 5.22

昭和63. 4. 1

昭和63. 4. 5

昭和63. 8.16

昭和63.12.27

平成元. 4.20

平成 2. 5.21

平成 2.   5.22

平成 2.   6.20

平成 2. 11.13

平成 3.  7. 1

平成 3. 8. 1

平成 4.  6. 8

平成 4. 10.30

平成 5. 2.26

平成 5. 12.27

平成 7. 3.31

平成 7. 10.12

平成 7. 10.18

平成 7. 10.26

名 称

森喜作記念椎茸振興基金

アジア・コミュニティ･トラスト※

川津哲郎記念奨学基金

佐野正一記念教育振興基金※

岩澤ゑい癌研究助成基金

コミュニティ・ファンド＝さざんかさっちゃん教育基金※

今井記念消防遺児育英基金

豊が丘コミュニティ基金

佐賀ロータリークラブ奨学基金

岡崎南ロータリークラブ青少年体育振興基金

中央信託ジャパントラスト

今津まちづくり文化振興基金

天皇陛下御在位60年記念ジャパントラスト※

天皇陛下御在位60年慶祝伊藤梨里記念ジャパントラスト

兵庫県婦人会館ユネスコ基金

あだちまちづくりトラスト※

今井記念警察遺児育成基金

小野がん研究助成基金

伊藤徳三ひまし研究基金

山本鉄雄、照代記念奨学基金

高橋保蔵八潮市交通遺児奨学基金

鈴鹿市交通遺児育成援助基金

横浜野毛地区まちづくりトラスト※

地球環境日本基金※

天皇陛下御即位記念国民公園保存基金※

仙台銀行まちづくり基金

岐阜トヨタ自動車交通遺児支援基金

おおかわしんきん地域振興基金

オータケ記念愛知県自然環境保護基金

ヨコハマポートサイドまちづくりトラスト※

大澤愛子記念ジャパントラスト

阪神・淡路大震災遺児育英基金※

阪神・淡路大震災遺児就学援助基金※

●公益信託のしくみ

●特定贈与信託のしくみ

●自然保護信託（シンフォニー）のしくみ

当社では、従来より信託銀行の有する信託本来の機能を発揮して、公益信託、特定

贈与信託等の商品を通じ、社会福祉の向上に積極的に取り組んでいます。また、平成 3

年 6月から、自然保護活動の支援を目的として、収益受益者を財団法人日本自然保護

協会とした収益他益型信託商品「自然保護信託」（シンフォニー）を取り扱っています。

信託の仕組みを用いた社会貢献

コンサルテーション
公益信託の設定

助成金の給付

助成先の推薦
重要事項に関する助言・勧告

重要事項の同意
信託法上の権限行使

監督・許可申請

生活費などの
お支払い

信託に関する計算書
他益信託引受調書

障害者非課税
信託申告書

信託契約

元　本

信託設定 収益金

公益活動・福祉のお手伝い
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貸付信託

スクスク信託

平成１1年７月１日現在

内　　容　・　特　　色

元本・収益金は満期時に一括して受け取れます。貸付信託予想配当率による半年複利で

計算しますので､信託貯蓄の中でもトップクラスの利回りです。２年ものと５年ものが

あります。募集締切日または自動継続日から1年未満は、中途換金できません。

半年ごとの収益金をそのつど受け取る利払い式と、金銭信託に自動的に積み立てる組み

合せ式があります。募集締切日または自動継続日から1年未満は、中途換金できません。

貸付信託に次ぐ好利回りで、いろいろなプランがたてられる応用のきく貯蓄です。1年

以上、２年以上、５年以上のものがあります。

金銭信託の５年以上、２年以上のものを組み合せ、５年後に元本・収益金を受け取る積

立貯蓄です。教育、結婚、住宅資金などまとまった資金づくりにおすすめします。

運用状況をもとに配当率の見直しを行う信託貯蓄です。半年複利の金銭信託で好利回り

という有利さと、1年たてば必要な額だけ引き出し自由という機能性をあわせもってい

ます。元本補てん契約はありません。

1カ月の据置期間経過後は引き出し自由という、有利かつ便利な貯蓄です。

「スイングサービス」で一層便利に利用できます。

元本補てん契約はありません。

安全有利な貸付信託や金銭信託で大きく増やしながら、一定額を年金として受け取る便

利な貯蓄です。まとまったお金を一括してお預けいただく一括コースと計画的に年金資

金を積み立てる積立コースがあります。

国債の利金を金銭信託で再運用する好利回りの貯蓄プランです。利金等を年金式に受け

取るダブル年金型（国債元金据置型）もあります。

“貸付信託”“ヒット”“スーパーヒット”“国債”“定期預金”“普通預金”“自動融資（当

座貸越）”などがセットされている有利で便利な口座です。貸付信託・ヒット・スーパー

定期などと、国債を担保に最高でそれぞれ５００万円、２００万円、合計７００万円の自動借

入ができます。

種　　類 お預け入れ単位

収益満期受取型

（ビッグ)
１万円単位

１万円単位

１０万円以上

1万円単位

１０万円以上

１万円単位

貸付信託１万円単位

金銭信託５千円以上

国債３０万円以上

５万円単位

５千円以上

５千円以上

収益分配型

金銭信託

金銭信託・新1年据置型

（スーパーヒット）

金銭信託・1ヵ月据置型

（ヒット）

個人年金プラン

信託総合口座

国債信託口座

（ダブル）

信 託 貯 蓄

主な商品・サービスのご案内
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内　　容　・　特　　色

１カ月、２カ月、３カ月、６カ月、1年、２年、３年、４年、５年、７年、１０年の定型方式と

1カ月超１０年未満の満期日指定方式があります。（一部の店舗では期間の取扱いが異なります）

１カ月、２カ月、３カ月、６カ月、1年、２年、３年、４年、５年、７年、１０年の定型方式と

1カ月超１０年未満の満期日指定方式があります。（一部の店舗では期間の取扱いが異なります）

継続ごとに上乗せ金利が増えていく将来が楽しみな自動継続定期預金です。

当初預け入れ日の利率または６カ月ごとの継続日の利率に、継続回数に応じた上乗せ金利

が加算されます。

金利が上乗せされるのは継続回数９回（通算預入期間５年）までです。

当社で年金をお受け取りのお客さまに、優遇金利（年利1％上乗せ）でスーパー定期（1年も

の）をご利用いただけます。（平成１２年1月３１日までのお取扱いです）

お預け入れの円を米ドルで運用する定期です。1カ月、３カ月、６カ月、1年の期間があり、

お利息は元金に組み入れて継続する増額自動継続です。為替リスクによって満期時の円に

よるお受取額が変わります。

６カ月ごとのお利息を元金に組み入れて運用するスーパー定期です。６カ月の据置期間後は、

必要な時、必要な金額を何回でも一部解約ができます。

運用利率が６カ月ごとに変わる新しいタイプの定期預金です。期間は1年、２年、３年。

総合口座もご利用いただけます。

最長お預け入れ期間３年、1年ごとの複利計算の定期預金です。お預け入れが1年を過ぎれ

ば、ご希望の日に1万円以上の一部お引き出しも可能です。総合口座もご利用いただけます。

自動振替によりお預け入れされた積立預金を、年1回のおまとめ日に、作成可能な定期預

金のうち、もっとも有利なものにおまとめします。

自動振替のほか余裕金も自由にお預け入れできます。「自由形」「目標日指定型」の２タイプ

からお選びいただけます。

目標に合わせてお好きな金額を、無理なく積み立てていただける預金です。期間は1カ月か

ら１０年です。

定期預金の有利さと普通預金の便利さを兼ね備えた預金です。いますぐ使う予定のない余

裕資金やまとまった資金の短期運用に最適。お利息は1カ月ごとに元金に組み入れられます。

払い出しに小切手や手形を用いる無利息の預金。ビジネスに適しています。

出し入れ自由の便利な預金です。公共料金の自動支払や給与・年金の自動受取に便利です。

一時的な余裕資金の運用に適しています。期間は７日以上、払出しの２日前にご連絡いた

だくことが必要です。

納税のための預金です。払出しは納税目的に限定されますが、お利息が普通預金より有利

で、非課税です。

外国通貨による預金で、当座・普通・通知・定期があります。

譲渡性のある預金で、大口資金の短期運用に適しています。お預け入れ期間は２週間以上

２年以内の期日指定方式です。

1カ月間で出し入れしたお金の合計金額とその差額を自動集計し通帳に表示するサービスで

す。毎月1日～末日までの集計をする「おまかせコース」と、毎月のご指定日基準で1カ月間

の集計を行う「おこのみコース」があります。通帳を家計簿がわりに使っていただけます。

総合口座（普通預金・定期預金）と、1カ月複利で使うその日まで有利にふやせる貯蓄預金が

1つにまとまった便利な通帳です。

種　　類 お預け入れ単位

「スーパー定期」・

「スーパー定期３００」

大 口 定 期

「ふ え る 定 期」

「年 金 定 期５００」

「米 ド ル 定 期」

「 な る ほ ど 定 期 」

変動金利定期預金　

期日指定定期預金

当 座 預 金

普 通 預 金

通 知 預 金

納 税 準 備 預 金

外 貨 預 金

譲 渡 性 預 金（ N C D ）

家計簿サービス「そろばん上手」

ワ ン パ ッ ク 通 帳

貯蓄預金

積立預金

定期預金

１円以上

１円以上

１円以上

１円以上

１円以上

１円以上

１円以上

５万円以上

定期は１，０００ドル
相当外貨額以上

５，０００円以上

1，０００円単位

１円以上

５００万円まで

1００万円以上

１，０００円以上

１，０００円単位

1００円以上

１，０００万円以上

５，０００万円以上

１，０００万円単位

１円以上
＊一部解約は1万円以上と

なります。

１円以上
＊300万円未満

「 夢 物 語 」

「ベ ス ト 満 願」

「 新 時 代 」

貯 蓄 預 金 ・

スーパー貯蓄預金

預 金
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種 類 お預け入れ単位

１円以上

１円以上

１円以上

１円以上

１円以上

財 形 貯 蓄

内　　容　・　特　　色

積立金は金銭信託で受け入れ、収益金は自動的に元本に組み入れます。積立期間は

３年以上です。

積立金は金銭信託で受け入れ、収益金は自動的に元本に組み入れます。さらに、年

２回１万円単位で貸付信託に振り替えて運用します。積立期間は３年以上です。

３年定期で積立て、満期時には自動継続されます。お利息は１年複利で、お預け入

れ３年後に元加されます。

５年定期で積立て、満期時には自動継続されます。お利息は半年複利で、５年ごと

に元加されます。

積立金は金銭信託で受け入れ、収益金は自動的に元本に組み入れます。年金は金銭

信託の元本からお支払い。積立期間は５年以上です。

積立金は金銭信託で受け入れ、年２回、１万円単位で利子一括払いの貸付信託〔ビ

ッグ〕に振り替えます。金銭信託の収益は元本に組入れ、年金はこの元本交付によ

って行います。積立期間は５年以上です。

積立金は期日指定定期、スーパー定期で受け入れ、一定時期に元利合計額をまとめ

て年金支払い回数の定期預金に均等額に振り分け、それぞれの定期の満期日に元利

金を年金給付します。積立期間は５年以上です。

３月、９月に決算となる半年複利の信託預金です。非課税限度額は元利合計５５０万

円以内（年金財形との合算）です。積立期間は５年以上です。

積立金は３年定期で、満期日には自動継続されます。１年複利で、３年ごとに利子

が元加されます。非課税限度額は元利合計５５０万円以内（年金財形との合算）です。

積立期間は５年以上です。

積立金は５年定期で、満期日には自動継続されます。半年複利で、５年ごとに利子

が元加されます。非課税限度額は元利合計５５０万円以内（年金財形との合算）です。

積立期間は５年以上です。

一 般 財 形

年 金 財 形

住 宅 財 形

金 銭 信 託 コ ー ス

貸 付 信 託 コ ー ス

期日指定定期コース

５ 年 定 期 コ ー ス

金 銭 信 託 コ ー ス

貸 付 信 託 コ ー ス

定 期 預 金 コ ー ス

金 銭 信 託 コ ー ス

期日指定定期コース

５ 年 定 期 コ ー ス

１，０００円以上

１，０００円単位

１，０００円以上

１，０００円単位

１，０００円以上

１，０００円単位

１，０００円以上

１，０００円単位

１，０００円以上

１，０００円単位
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ホ ー ム ロ ー ン

変 動 金 利 型

固 定 金利 選 択 型

借り換え専用ローン

コ ン ビ

コ ン ビ 1000

無担保借り換えローン

リフォームローン

ビル･アパートローン

変 動 金 利 型

固 定 金 利 選 択 型

不動産購入ローン

変 動 金 利 型

固 定 金 利 選 択 型

教 育 ロ ー ン

愛 車 ロ ー ン

タイムリーローン

種　　類 融資限度額 返済期間

３０年

１０年

１０年

５年

７年
５年
５年

３０年

３０年

３５年

３５年

３５年

３５年

３５年

１５年

５，０００万円

５，０００万円

1億円

３億円

３億円

３億円

３億円

入学金コース３００万円
学費コース ２００万円

３００万円

リフォーム　５００万円
プラン ２００万円
フリー ５０万円

５，０００万円

１，０００万円

１，０００万円

マイホーム関係

の ロ ー ン

賃貸事業のため

の ロ ー ン

目的型ローン

内　　容　・　特　　色

居住用住宅および土地を取得される場合にご利用いただけます。

変動金利の場合、親子リレー償還もできます。

年２回適用金利の見直しを行います。

固定金利・変動金利をご自由に選択できます。

居住用住宅および土地を取得された際のローンの借り換えにご利用

いただけます。

最高で「担保評価額の１２０％」までご利用いただけます。

最高で「担保評価額＋１，０００万円」までご利用いただけます。

無担保で最高１，０００万円までご利用いただけます。

ご自宅の改装・補修およびシステムキッチンの購入などにご利用い

ただけます。信販会社の保証により、担保は不要です。変動金利、

年1回または２回適用金利の見直しを行います。

アパート・マンション等の賃貸建物を建築または購入される場合に

ご利用いただけます。

原則として、年1回または２回適用金利の見直しを行います。

固定金利・変動金利をご自由に選択できます。

アパート建築など不動産の取得にご利用いただけます。

年２回適用金利の見直しを行います。

固定金利・変動金利をご自由に選択できます。

入学金や授業料などの納付金・下宿代等にご利用いただけます。

変動金利、年1回または２回適用金利の見直しを行います。

マイカー取得代金、車検・整備費用等にご利用いただけます。

変動金利、年1回または２回適用金利の見直しを行います。

目的に応じて各コースがあります。

信販会社の保証により、担保は不要です。変動金利、年1回または

２回適用金利の見直しを行います。

＊ローンのご利用に際しては計画的なご活用をお願いします。

個人のお客さま向けローン



種 類

財産管理・相続関連

内　　容　・　特　　色

財産の管理・処分について広範な知識と経験を有する当社が、遺言書の保管・管理をはじめ遺言

執行者としてお客さまの意志に沿った遺言を執行します。

相続が発生するとさまざまな届出や手続きが求められます。遺産整理業務は、相続について豊富な

経験とノウハウを持つ当社が、相続財産目録の作成から遺産分割協議書に基づく分割の実施、さら

には相続後の財産の運用方法にいたるまで幅広くお手伝いします。

高齢社会の進展や金融商品の多様化により資産管理がますます複雑化するなかで、預貯金・信託・

有価証券から不動産までお客さまの全ての資産をトータルで管理させていただくサービスです。

遺 言 信 託

遺 産 整 理 業 務

財 産 管 理 サ ー ビ ス

種 類

その他の信託商品

内　　容　・　特　　色

改正証券取引法の施行により、平成１１年４月以降、証券会社等の顧客預り資産の「分別管理」が導

入されましたが、この「分別管理」への対応商品として「顧客分別金信託」の取扱いを開始しまし

た。当社では、合同金信型、特金外型、管理有託型の３方式をご用意し、投資家の皆さまの資産

保全のお役に立っています。

会社の従業員（役員）の方々の給与等から天引きした資金などにより、自社株を定期的に購入して

いく信託です。当社では、株式の買付けや管理などの事務をお引き受けします。

事業主が、財産形成貯蓄を行っている勤労者に対し、援助することを目的とした信託です。

社内預金制度を行う際に義務づけられている保全措置の一つで、事業主と信託銀行間の契約に基

づく信託です。

信託引受けに際して動産（船舶、電鉄車両、航空機など）や不動産（土地、ビルなど）を信託財産と

して受入れ、それらをご利用されるお客さまに賃貸あるいは売却し、その収益を受益者にお渡し

する信託です。

企業・団体の役員の方々を対象とした年金信託です。積立金は金銭信託や貸付信託で安全・有利

に運用されるうえ、他の企業年金制度のように税法その他による規制もないので、積立金・時期

などについて弾力的に取り扱うことできます。

顧 客 分 別 金 信 託

従 業 員（ 役 員 ）持 株 信 託

財 産 形 成 給 付 金 信 託・

財 産 形 成 基 金 信 託

社 内 預 金 引 当 信 託

動 産 ・ 不 動 産 信 託

役 員 年 金 信 託

44
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◆主要な経営指標の推移（単体）

経 常 収 益

経 常 利 益
（ △ は 経 常 損 失 ）

当 期 純 利 益
（ △ は 当 期 純 損 失 ）

資 本 金
（ 発 行 済 株 式 総 数 ）

純 資 産 額

総 資 産 額

預 金 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１ 株 当 た り 配 当 額
（うち１株当たり中間配当額）

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
（△は１株当たり当期純損失）

配 当 性 向

従 業 員 数

自 己 資 本 比 率
（ 国 際 統 一 基 準 ）

信 託 報 酬

信 託 勘 定 貸 出 金 残 高

信 託 勘 定 有 価 証 券 残 高

信 託 財 産 額

平成７年３月期

３１６，５４２

３，６４７

２，７１５

６１，２１５

２０９，３００

４，５４１，２６３

１，７６２，１９７

２，１１１，６５７

１，５７６，７５４

９０７．８８

６．５０

１１．７７

５５．１８

３，８３１

／

４８，１４３

２，５３０，７５１

６，２２６，９８０

１６，６８３，１３６

平成11年３月期

１９８，９５４

△６０，１５４

△４８，６９７

１７０，９６６

３５３，２６３

５，２１０，３８０

２，７１７，３７４

２，３２０，０３２

１，５１８，２０３

５７０．４１

△２０９．４４

－

４，６７９

１３．２１

６４，９３４

１，８４２，１０５

７，１５８，４２１

１５，２３８，９１１

円

円

人

％

円

円

円

％

人

円

円

円

人

円

円

円

％

人

円

円

％

人

平成８年３月期

３１７，６２０

△７１，７９５

△７４，８９２

６１，２１５

１３２，９７５

４，２１９，４１８

１，５５２，３１５

２，０４９，２８０

１，３３６，１６９

５７６．８０

５．５０

△３２４．８５

－

３，６７２

／

５３，０８９

２，４７８，３６６

６，２３７，８２５

１６，８６６，１２２

平成９年３月期

３３１，７９５

５，１７０

５，６９７

６１，２１５

１３７，５２０

３，８１４，１０５

１，６１８，５７６

１，９８２，７４８

１，２４３，８０６

５９６．５２

５．５０

２４．７１

２２．２５

３，５４１

／

１１４，９１８

２，３３７，５９５

６，８２４，４１１

１７，０８９，０６１

（表示のないものの単位：百万円）

平成１０年３月期

２７１，８４２

９，１３８

１２，３２１

７７，２１５

１８１，１５０

３，７０４，００７

１，５２０，１５３

１，７５３，６４３

１，０４５，９７５

６４６．９７

５３．４４

１１．２２

３，４５０

／

７７，３４８

２，０３０，８５３

６，７５３，７５５

１５，０６４，７５７

概　況

（３．５０円） （３．００円） （２．５０円）

（

（

）

）

注１）１株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数で除しています。
注２）１株当たり当期純利益（または当期純損失）は、当期純利益（または当期純損失）から当期優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式

数で除しています。

普通株式３００，２４５千株

第一回甲種優先株式 ２０，０００千株

第二回甲種優先株式 ９３，７５０千株

（ ）普通株式２３０，５３８千株

優先株式 ２０，０００千株

普通株式 ５．５０円

第一回甲種優先株式 ４０．００円

第二回甲種優先株式 ０．０４円

普通株式 ３．００円

第一回甲種優先株式 ２０．００円

第二回甲種優先株式 －円

（ ）

普通株式 ６．００円

優先株式　　 ー
普通株式 ー

（優先株式　　 ー

（２３０，５３８千株） （２３０，５３８千株）（２３０，５３８千株）
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◆資本金の推移

年　　月　　日

平 成 ２ 年 ３ 月 １７ 日

平 成 １０ 年 ３ 月 ３１ 日

平 成 １１ 年 ３ 月 １３ 日

平 成 １１ 年 ３ 月 ３１ 日

増資額

３４，４００，０００千円

１６，０００，０００千円

１８，７５１，１８３千円

７５，０００，０００千円

増資後資本金

６１，２１５，０００千円

７７，２１５，０００千円

９５，９６６，１８３千円

１７０，９６６，１８３千円

摘　　要

有償　　一般募集２５，０００千株 発行価額　２，７５１円

資本組入額　１，３７６円

有償　第三者割当２０，０００千株 発行価額　１，６００円

資本組入額 ８００円

有償　第三者割当６９，７０７千株 発行価額 ５３８円

資本組入額 ２６９円

有償　第三者割当９３，７５０千株 発行価額　１，６００円

資本組入額 ８００円

（第一回甲種優先株式）

（第二回甲種優先株式）

◆主要な経営指標の推移（連結）

経 常 収 益

経 常 利 益
（ △ は 経 常 損 失 ）

当 期 純 利 益
（ △ は 当 期 純 損 失 ）

純 資 産 額

総 資 産 額

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
（ △ は １ 株 当 た り 当 期 純 損 失 ）

自 己 資 本 比 率
（ 国 際 統 一 基 準 ）

平成７年３月期

３１８，４４２

３，４５８

２，１３６

２２２，６９３

４，５８０，０６１

９６５．９７

９．２６

８．８６

平成11年３月期

２１６，１８１

△５９，７７６

△６２，３０４

３５４，６２１

５，２３８，３１２

５７４．９４

△２６７．０１

１３．１８

円

円

％

円

円

％

円

円

％

円

円

％

円

円

％

平成８年３月期

３２０，４０４

△７１，３６７

△３５，３０６

１８６，０５４

４，２８４，４６５

８０７．０６

△１５３．１５

１０．５２

平成９年３月期

３３４，１３６

５，５６８

△１６，８２０

１６８，０８１

３，８５３，４０６

７２９．０９

△７２．９６

９．１１

（表示のないものの単位：百万円）

平成１０年３月期

２７４，２３６

９，８５６

３３，３３３

２３２，７２４

３，７５４，３０７

８７０．６９

１４４．５９

１２．７３

注１）１株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数（自己株式を除く）
で除しています。

注２）１株当たり当期純利益（または当期純損失）は、当期純利益（または当期純損失）から当期優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均
発行済普通株式数で除しています。
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第二回甲種優先株式

区 分

株式の状況（１単位の株式数１，０００株）

計

単 位 未 満 株 式 の 状 況

割合（％）

ー

１００．００

ー

ー

ー
（ー）

ー

１００．００

／

株主数（人）

ー

１

ー

ー

ー
（ー）

ー

１

／

所有株式数（単位）

ー

９３，７５０

ー

ー

ー
（ー）

ー

９３，７５０

ー

平成１１年３月末現在

株

政府および地方公共団体　

金 融 機 関

証 券 会 社

そ の 他 の 法 人

外 国 法 人 等
（ う　ち　個　人　）

個 人 そ の 他

区 分

株式の状況（１単位の株式数１，０００株）

計

単 位 未 満 株 式 の 状 況

割合（％）

ー

２４．７８

３．９１

６７．０４

１．４１
（０．００）

２．８６

１００．００

／

株主数（人）

ー

６２

３２

８７５

５１
（１）

３，９１８

４，９３８

／

所有株式数（単位）

ー

７４，２１２

１１，７１６

２００，８２５

４，２３２
（１）

８，５５４

２９９，５３９

７０６，０００

平成１１年３月末現在

◆株式の所有者別状況

普通株式

株

注１）自己株式４，３３７株は個人その他に４単位、単位未満株式の状況に３３７株含まれています。なお、自己株式について、株主名簿上の株式数と実質的に所有
している株式数は一致しています。

注２）「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５単位含まれています。

政府および地方公共団体　

金 融 機 関

証 券 会 社

そ の 他 の 法 人

外 国 法 人 等
（ う　ち　個　人　）

個 人 そ の 他

第一回甲種優先株式

区 分

株式の状況（１単位の株式数１，０００株）

計

単 位 未 満 株 式 の 状 況

割合（％）

ー

１００．００

ー

ー

ー
（ー）

ー

１００．００

／

株主数（人）

ー

１

ー

ー

ー
（ー）

ー

１

／

所有株式数（単位）

ー

２０，０００

ー

ー

ー
（ー）

ー

２０，０００

ー

平成１１年３月末現在

株

政府および地方公共団体　

金 融 機 関

証 券 会 社

そ の 他 の 法 人

外 国 法 人 等
（ う　ち　個　人　）

個 人 そ の 他
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第二回甲種優先株式

割合（％）

１００．００

ー

ー

ー

ー

ー

ー

１００．００

／

割合（％）

１００．００

ー

ー

ー

ー

ー

ー

１００．００

／

株主数（人）

１

ー

ー

ー

ー

ー

ー

１

／

所有株式数（単位）

９３，７５０

ー

ー

ー

ー

ー

ー

９３，７５０

ー

平成１１年３月末現在

区 分

１，０００

５００

１００

５０

１０

５

１

計

単 位 未 満 株 式 の 状 況 　

株式の状況（１単位の株式数１，０００株）

株

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

第一回甲種優先株式

割合（％）

１００．００

ー

ー

ー

ー

ー

ー

１００．００

／

割合（％）

１００．００

ー

ー

ー

ー

ー

ー

１００．００

／

株主数（人）

１

ー

ー

ー

ー

ー

ー

１

／

所有株式数（単位）

２０，０００

ー

ー

ー

ー

ー

ー

２０，０００

ー

平成１１年３月末現在

区 分

１，０００

５００

１００

５０

１０

５

１

計

単 位 未 満 株 式 の 状 況 　

株式の状況（１単位の株式数１，０００株）

株

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

普通株式

◆株式の所有数別状況

割合（％）

１．２５

０．５５

２．９０

１．７４

５．６７

３．７１

８４．１８

１００．００

／

割合（％）

７８．１４

６．０１

９．９０

１．９３

１．８３

０．３６

１．８３

１００．００

／

株主数（人）

６２

２７

１４３

８６

２８０

１８３

４，１５７

４，９３８

／

所有株式数（単位）

２３４，０５７

１７，９９４

２９，６６５

５，７９３

５，４８４

１，０７４

５，４７２

２９９，５３９

７０６，０００

平成１１年３月末現在

区 分

１，０００

５００

１００

５０

１０

５

１

計

単 位 未 満 株 式 の 状 況 　

株式の状況（１単位の株式数１，０００株）

株

注）「５単位以上」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５単位含まれています。

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上

単 位 以 上
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平成１０年３月期

最高 ８００

最低 １９７

平成１１年３月期

８８２

３４８

決算期別最高・最低株価（円）

◆株価および株式売買高の推移

月 別 平成１０年１０月

最　高（円） ５７５

最　低（円） ３４８

売買高（千株） ４，２６１

１１月

５６０

５１５

２，７７１

１２月

５７５

４９０

２，３８７

平成１１年１月

６４０

４６０

４，０７３

２月

５８０

５３５

９３７

３月

８８２

５５３

７，０２５

平成10年度中最近6ヶ月間の

月別最高・最低株価および

株式売買高

注）株価および株式売買高は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

普通株式

◆大株主一覧

持株比率（％）

８．１８

６．１８

３．８１

３．８１

３．８１

２．８９

２．７７

２．４２

２．１１

２．０１

３８．０２

所有株式数（千株）

２４，５７５

１８，５５７

１１，４５１

１１，４５１

１１，４５１

８，６８２

８，３１９

７，２８７

６，３４８

６，０５３

１１４，１８０

平成１１年３月末現在

氏　名　ま　た　は　名　称

名 古 屋 鉄 道 株 式 会 社

日 本 証 券 代 行 株 式 会 社

株 式 会 社 東 海 銀 行

株 式 会 社 第 一 勧 業 銀 行

株 式 会 社 日 本 興 業 銀 行

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社

小 野 薬 品 工 業 株 式 会 社

千 代 田 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社

大 和 証 券 株 式 会 社

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社

計

第一回甲種優先株式

持株比率（％）

１００．００

１００．００

所有株式数（千株）

２０，０００

２０，０００

氏　名　ま　た　は　名　称

株 式 会 社 整 理 回 収 銀 行

計

平成１１年３月末現在

第二回甲種優先株式

持株比率（％）

１００．００

１００．００

所有株式数（千株）

９３，７５０

９３，７５０

氏　名　ま　た　は　名　称

株 式 会 社 整 理 回 収 銀 行

計

平成１１年３月末現在

注）株式会社整理回収銀行は、平成１１年４月１日に株式会社住宅金融債権管理機構と合併し、株式会社整理回収機構となりました。

注）株式会社整理回収銀行は、平成１１年４月１日に株式会社住宅金融債権管理機構と合併し、株式会社整理回収機構となりました。
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◆従業員の状況

◆役員の状況 平成１１年７月１日現在

役 名 お よ び 職 名

取締役会長（代表取締役）

取締役社長（代表取締役）

取締役副社長（代表取締役）

専務取締役（代表取締役・名古屋支店長）

専務取締役（代表取締役）

常務取締役（国際部長）

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役（大阪支店長）

常務取締役

常務取締役

取締役（札幌支店長）

取締役（証券代行部長）

取締役（ロンドン支店長）

氏 名

遠 藤 莊 三

平 川 英 宇

菅 野 浩 司

大 西 秀 一

成 田 豊 藏

伊 東 朋 宏

小 川 保

水 野 良 太

滝　 美 知 男

小 松 原 明

濱 田 三 平

吉 田 光 之

田 中 好 文

宮 眞 一

舟 橋 公 博

注）監査役山田宏および内藤治は、株式会社の監査等に関する商法の特例
に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役です。

注１）従業員には、海外現地採用者を含め、嘱託・臨時雇員を含んでいません。
注２）平均給与月額は、３月の時間外手当を含む平均給与月額で、賞与を除くものです。

役 名 お よ び 職 名

取締役（年金営業推進部長）

取締役（人事部長）

取締役（営業企画部長）

取締役（東京中央支店長）

取締役（業務部長）

取締役（融資企画部長）

取締役（営業推進第二部長）

取締役（総合企画部長）

取締役（営業推進部長）

取締役（審査部長兼審査第三部長）

常勤監査役

常勤監査役

常勤監査役

監査役

監査役

氏 名

村 松 修

門平　孝二郎

大 内 克 郎

津 守 美 信

上 田 求

遠 藤 隆

清 水 裕

原 田 淑 郎

梶 村 政 博

高 井 隆 一

前 田 和 夫

小 西 義 昌

山 上 誠

山 田 宏

内 藤 治

従業員数

２，２１２名

１，２３８名

３，４５０名

平均年齢

４３歳１０カ月

３３歳 ７カ月

４０歳 ２カ月

平均勤続年数

１９年０カ月

９年０カ月

１５年６カ月

平均給与月額

５０８千円

２１８千円

４０５千円

嘱託・臨時雇員数

９６名

平成１０年３月末

男 子

女 子

合計または平均

（うち海外現地採用者数）

（３２）

（４５）

（７７）

従業員数

２，９８９名

１，６９０名

４，６７９名

平均年齢

４２歳１０カ月

３３歳 ２カ月

３９歳 ５カ月

平均勤続年数

１４年１カ月

６年８カ月

１１年５カ月

平均給与月額

５１６千円

２２０千円

４１０千円

嘱託・臨時雇員数

３６８名

平成11年３月末

男 子

女 子

合計または平均

（うち海外現地採用者数）

（２７）

（４５）

（７２）
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◆子会社の状況

◆事業の内容

◆事業系統図

国　内

設立年月日

’７７．４．１６

’８６．６．２５

’９６．６．２８

’９８．１０．１

’７９．５．２２

’８４．３．２２

’８６．１．２７

’８６．７．２４

’８６．１２．２０

’９２．１１．２４

事業内容

事務代行業

システム開発業

労働者派遣事業

事務代行業

信用保証業

クレジットカード業

リース業

投資顧問業

不動産業

信用保証業

資本金

２０

１００

１００

１０

５０

５０

１００

１５０

１００

１０

銀 行 の
持株比率

１００

１００

１００

１００

４０

２３

５

２０

５

２０

平成１１年６月末現在

社 名

中 央 ビ ジ ネ ス

中 信情報システム

中央スタッフサービス

中 信事務サービス

中 央 信 用 保 証

中央カードサービス

中 信 リ ー ス

中 信 投 資 顧 問

中 信 住 宅 販 売

ティーエイチティークレジット

所 在 地

東京都杉並区和泉２-８-４

東京都調布市調布ヶ丘１-１８-９３

東京都台東区柳橋２-１９-６

東京都中央区築地１-１３-１４

東京都中央区京橋１-９-３

東京都中央区京橋２-９-２

東京都中央区日本橋茅場町３-１１-１０

東京都中央区京橋２-８-１

東京都中央区京橋１-９-３

東京都中央区東日本橋３-３-８

（百万円）
（％）

他の子会社等の
持 株 比 率

―

―

―

―

２０

５７

６８

６６.７

９５

８０

（％）

銀行および子会社の状況

当社および子会社１５社は、信託銀行業務を中心に証券業務、リース業務などの金融サービスの提供を

行っています。

中央信託銀行株式会社

国 内
本支店　 １１１カ店

子会社　 １０社

支　店 １カ店

子会社 ３社

支　店 １カ店

子会社　 １社

支　店　 １カ店

子会社　 １社

米 州 地 域

欧　 州　 地　 域

アジア・オセアニア地域

注）平成１１年７月１日に、中央信用保証（株）は三信信用保証（株）と、中央カードサービス（株）は三井信カード（株）と、中信投資顧問（株）は三信投資顧問（株）と合
併し、それぞれ中央三井信用保証（株）、中央三井カード（株）、中央三井アセットマネジメント（株）となっています。
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◆営業の概況（平成１０年４月１日から平成１１年３月末まで）

平成１１年６月末現在

銀 行 の
持株比率（％）

１００

１００

１００

１００

―

他の子会社等の
持株比率（％）

―

―

―

―

１００

海　外

設立年月日

’８３．８．１６

’８６．７．２

’９６．２．９

’９５．３．８

’８６．７．２２

事業内容

金融業

証券業

金融業

不動産管理業

金融業

資本金

２，０００万

２，０００万

１万

１

４００万

所 在 地

２３０３-２３０８，

Alexandra House，

1６-２０Chater Road，

Hong Kong

Triton Court，

１４Finsbury Square，

London EC2A，1BR，U.K.

Ugland House,

P.O.Box３０９Grand Cayman,

Cayman Islands 

British West Indies

７２５ South Figueroa Street,

Suite１７００， Los Angeles,

CA９００１７，U.S.A.

Abopan building, ３２nd East

Street No.３-３２，Panama

City Republic of Panama

社 名

Chuo Trust Asia Ltd.

（中央信託亞洲有限公司）

ChuoTrust International Ltd.

Chuo Finance（cayman）Ltd.

WestcoastDL Corporation

CTBL（Panama)S.A.

米ドル

英ポンド

米ドル

米ドル

米ドル

海外経済をみますと、アジア諸国の通貨危機に端を

発した金融混乱がロシアおよび新興国群に波及し、世

界経済混乱の懸念が強まりましたが、米国における三

度の金利引き下げが奏効し、米国経済が引き続き好況

を持続するとともに、国際金融市場は小康状態を取り

戻しました。半面、欧州経済には景気減速の兆候が現

れ、アジアについても多くの地域・国で深刻な経済調

整が続きました。

一方、国内経済をみますと、民間需要の大幅な減退

から、実質国内成長率が１０月～１２月期まで５四半期連

続してマイナスを記録するなど、景気は極めて厳しい

状況で推移しました。すなわち、大幅な需要ギャップ

と企業収益悪化を背景に、企業は生産調整を続行する

とともに在庫調整を本格化させ、設備投資は大幅に減

少し、雇用・所得環境は一段と悪化しました。加えて、

金融システムおよび経済の先行きへの不安から、消費

者心理は改善の兆しがみられず、消費と住宅投資は引

き続き低迷しました。このような状況下、政府は二度

にわたり大規模な経済対策を実行に移すとともに、金

融システムの安定化等に努めました。この結果、漸次、

公共投資の景気下支え効果が顕在化し、年度末にかけ

て一部に底打ちの気配も見られましたが、民需主体の

自律的景気回復に結びつくには至りませんでした。

このような経済金融環境のもとで、当社および子会

社１５社の企業集団は、資金の効率的運用、調達に注力

するとともに、財務管理業務における信託報酬・手数

料収益の増加に努める一方、資産の健全化を図るため

資産自己査定を厳格に実施し、金融再生委員会のガイ

ドラインに準拠した引当と適正な償却を行いました結

果、当期は，次のような業績となりました。

経常収益は前期比５８０億５５百万円減少して２，１６１億

８１百万円、経常費用は前期比１１５億７８百万円増加し

て２，７５９億５７百万円となりました結果、５９７億７６百万

円の経常損失となりました。また、税引後の損益は、

法人税等について期間帰属の差異に基づく項目を原則

として期間配分していますので法人税等調整額が減少

しましたが６２３億４百万円の当期純損失となりました。

純資産額は前期比１，２１８億９６百万円増加して、３，５４６

億２１百万円となり、１株当たり純資産額は前期比２９５

円７５銭減少し５７４円９４銭となりました。

所在地別セグメント情報

国内については、経常収益は、前期に比べ３４６億３３

百万円減少して２，１８７億５８百万円となりました。また、

経常費用は、前期比３２５億４百万円増加して２，７４２億８７

百万円となりました。以上の結果、５５５億２８百万円の

経常損失となりました。

一方、その他の地域については、経常収益は、前期

に比べ、５２億８８百万円減少して２２６億８５百万円とな

りました。また、経常費用は、前期比２７億９２百万円減

少し、２６９億３２百万円となりました。経常損失は４２億

４７百万円となりました。

注）Chuo Trust Asia Ltd.は、平成１２年３月までに閉鎖の予定です。
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（単位：百万円）

科 目

資産の部

預 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン お よ び 買 入 手 形

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金

支 払 承 諾 見 返

資産の部合計

科 目

資産の部

預 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン お よ び 買 入 手 形

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

資産の部合計

連結貸借対照表

◆連結財務諸表

５７，８３４

３６９，０４４

４９８

４６，５４８

１１１，０１９

１，０５３，３０３

１，７５４，４９４

８，１８３

１７２，９４６

６５，９４３

４９，５８１

６４，９０８

３，７５４，３０７

平成１０年３月末

負債の部

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー お よ び 売 渡 手 形

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

信 託 勘 定 借

そ の 他 負 債

貸 倒 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金

支 払 承 諾

負債の部合計

資本の部

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

自 己 株 式

資本の部合計

負債および資本の部合計

負債の部

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー お よ び 売 渡 手 形

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

社 債

転 換 社 債

信 託 勘 定 借

そ の 他 負 債

貸 倒 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金

支 払 承 諾

負債の部合計

少数株主持分

少 数 株 主 持 分

資本の部

資 本 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

自 己 株 式

資本の部合計

負債、少数株主持分および資本の部合計

１，５１７，６５５

２６６，６４０

１４４，８６８

７，４３８

１３８，６１５

６３

１，０５６，４７１

１６５，３１０

１４５，８４２

８，６７２

５，０９５

０

６４，９０８

３，５２１，５８２

７７，２１５

６７，１００

４，８６１

８３，５４９

２３２，７２６
1

２３２，７２４

３，７５４，３０７

２３１，２７６

１２０，０００

３３，３００

２３，１９２

６７，３００

１，５２０，７３８

２，２９９，３６３

１７，３５４

２１４，００７

１０９，８７６

６９，１７５

５３２，７２５

５，２３８，３１２

平成１１年３月末

２，７１０，１０８

３５４，９３０

７４，４３３

２，１９９

１７２，９６５

５２２

１０，４１９

３４，２６０

７５４，３３６

１６５，６０３

５４，２４０

８，８４０

６，８２５

６６７

０

５３２，７２５

４，８８３，０７７

１７０，９６６

１６０，８５１

２２，８０６

３５４，６２４
２

３５４，６２１

５，２３８，３１２

６１３
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連結損益計算書 （単位：百万円）

科 目

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コールローンおよび買入手形利息

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息　

譲 渡 性 預 金 利 息

コールマネーおよび売渡手形利息

借 用 金 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

特 定 取 引 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

国 債 価 格 変 動 引 当 金 取 崩 額

商品有価証券売買損失等引当金取崩額

証 券 取 引 責 任 準 備 金 取 崩 額

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 お よ び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

科 目

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コールローンおよび買入手形利息

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息　

譲 渡 性 預 金 利 息

コールマネーおよび売渡手形利息

借 用 金 利 息

社 債 利 息

転 換 社 債 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益 （ △ は 経 常 損 失 ）

特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

金融先物取引責任準備金取崩額

証 券 取 引 責 任 準 備 金 取 崩 額

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

そ の 他 の 特 別 損 失

税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益 （△は当期純損失）

２７４，２３６

７７，３４８

９２，５００

４３，７８７

２６，２８６

２，１１６

５，３５１

１４，９５７

２３，７１８

８３

１９，３１２

６１，２７２

２６４，３７９

８７，５８５

３１，７９１

２，４９５

３，０１３

３，９５８

４６，３２５

３，１４６

１，１７０

５，５５４

６１，８９３

１０５，０２９

６８，１２９

３６，８９９

９，８５６

３，４１２

２８

１５８

１，７４１

１，４３４

０

４９

１６８

１６８

１３，１００

２１１

△２０，４４４

３３，３３３

平成１０年３月期

２１６，１８１

６４，９３４

７３，７６７

３９，１５６

２２，２１８

１，８１９

２，７０４

７，８６８

２６，４８５

２６８

２５，３８０

２５，３４４

２７５，９５７

６３，２０８

２７，３１６

６１５

１，１１６

５，０１１

２６５

１８３

２８，６９８

２，９４６

７，３８３

７３，６０９

１２８，８０８

３９，４１２

８９，３９６

△５９，７７６

１１８

１００

０

０

０

１７

２１，５７４

３７

２１，５３７

△８１，２３２

２１６

△１９，２３４

８９

△６２，３０４

平成１１年３月期
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連結剰余金計算書 （単位：百万円）

平成１０年３月期科 目

そ の 他 の 剰 余 金 期 首 残 高

そ の 他 の 剰 余 金 減 少 高

利 益 準 備 金 繰 入 額

配 当 金

当 期 純 利 益

そ の 他 の 剰 余 金 期 末 残 高

科 目

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

そ の 他 の 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 準 備 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

過 年 度 税 効 果 調 整 額

連 結 剰 余 金 減 少 高

連結子会社の増加に伴う剰余金減少高

連結子会社の減少に伴う剰余金減少高

配 当 金

当 期 純 利 益（△は当期純損失）

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

５１，０４５

８２９

１３８

６９１

３３，３３３

８３，５４９

平成１１年３月期

８８，４１１

８３，５４９

４，８６１

２３２

２３２

３，５３２

６７７

３８０

２，４７４

△６２，３０４

２２，８０６

監査法人の監査について

平成９年度（平成９年４月１日～平成１０年３月３１日）および平成１０年度（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

の連結貸借対照表、連結損益計算書および連結剰余金計算書は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、センチュ

リー監査法人の監査証明を受けています。
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平成１０年３月期

◆連結決算セグメント情報

平成１１年３月期

（単位：百万円）

経 常 収 益

外 部 顧 客 に 対 す る 経 常 収 益

セ グ メ ン ト 間 の 内 部 経 常 収 益

計

経 常 費 用

経 常 利 益（△ は 経 常 損 失）

資 産

事業の種類別セグメント情報

連結会社は信託銀行業以外に一部で証券等の事業を営んでいますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少

であるため、事業の種類別セグメント情報は記載していません。

所在地別セグメント情報

日本

２０２，７７６

１５，９８１

２１８，７５８

２７４，２８７

△５５，５２８

５，２１５，１２１

その他

１３，４０４

９，２８０

２２，６８５

２６，９３２

△４，２４７

１５９，９３０

計

２１６，１８１

２５，２６２

２４１，４４３

３０１，２１９

△５９，７７６

５，３７５，０５２

消去または全社

ー

（２５，２６２）

（２５，２６２）

（２５，２６２）

（ー）

（１３６，７４０）

連結

２１６，１８１

ー

２１６，１８１

２７５，９５７

△５９，７７６

５，２３８，３１２

経 常 収 益

外 部 顧 客 に 対 す る 経 常 収 益

セ グ メ ン ト 間 の 内 部 経 常 収 益

計

経 常 費 用

経 常 利 益（△ は 経 常 損 失）

資 産

日本

２４７，４１８

５，９７２

２５３，３９１

２４１，７８３

１１，６０７

３，７０８，５３９

その他

２６，８１７

１，１５６

２７，９７３

２９，７２４

△１，７５０

２９１，６０４

計

２７４，２３６

７，１２８

２８１，３６４

２７１，５０７

９，８５６

４，０００，１４４

消去または全社

ー

（７，１２８）

（７，１２８）

（７，１２８）

（ー）

（２４５，８３７）

連結

２７４，２３６

ー

２７４，２３６

２６４，３７９

９，８５６

３，７５４，３０７

注）上記いずれの連結会計年度においても、全セグメントの経常収益の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも９０％を
超えていますが、当社の本支店および連結子会社については、所在地により日本とその他に区別しています。なお、一般企業の売上高および営業利益に代
えて、それぞれ経常収益および経常利益を記載しています。（従って、当社の海外支店の経常収益等は、その他に含めて記載しています）。

国際業務経常収益 （単位：百万円、％）

平成１１年３月期

国 際 業 務 経 常 収 益

連 結 経 常 収 益

国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合

３５，５６２

２１６，１８１

１６．４

平成１０年３月期

５８，３２３

２７４，２３６

２１．３

注１）一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しています。
注２）国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金融取引勘定における諸取引、親会社の海外店取引、

ならびに海外連結子会社の取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）であり、相手先別の区分はしていないため、国または地域ご
とのセグメント情報は記載していません。
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資 本 金

う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 株

新 株 式 払 込 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

連 結 子 会 社 の 少 数 株 主 持 分

う ち 海 外 特 別 目的 会 社 の 発 行 す る 優 先 出 資 証 券

営 業 権 相 当 額 （ △ ）

連 結 調 整 勘 定 相 当 額 （△ ）

［ 基 本 的 項 目 ］計

う ち 告 示 第 ４ 条 第 ２ 項 に 掲 げ る も の

有 価 証 券 含 み 益 の 4 5 ％ 相 当 額

再 評 価 差 額 金 の 4 5 ％ 相 当 額

一 般 貸 倒 引 当 金

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

告 示 第 ５ 条 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ る も の

告示第５条 第１項 第５号および 第６号に掲げるもの

補 完 的 項 目 不 算 入 額 （△ ）

［ 補 完 的 項 目 ］計

短 期 劣 後 債 務

準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 （ △ ）

［ 準 補 完 的 項 目 ］計

( A ) + ( B ) + ( C )

他の 金融 機 関 の 資本 調達 手段 の意 図的 な保有 相当 額

告示第５条第１項第４号に掲げるものおよびこれに準ずるもの

告示第５条第１項第５号および６号に掲げるものならびにこれらに準ずるもの

短 期 劣 後 債 務 お よ び こ れ に 準 ず る も の

告示第７条第１項第２号に規定する連結の範囲に含まれないものに対する投資に相当する額

控 除 項 目 不 算 入 額 （△ ）

［ 控 除 項 目 ］計

( D ) - ( E )

資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目

オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 項 目

マ ー ケ ッ ト リ ス ク 相 当 額 を 8 ％ で 除 し て 得 た 額

合 計

基 本 的 項 目

補 完 的 項 目

準 補 完 的 項 目

自 己 資 本 総 額

控 除 項 目

自 己 資 本 額

リスクアセ ット 等

（単位：百万円）

平成１１年３月末

１７０，９６６

ー

ー

１６０，８５１

２１，６４９

６１３

ー

ー

ー

３５４，０８０

ー

ー

ー

２４，９７７

１８０，２６０

９４，２６０

８６，０００

△３０，４００

１７４，８３７

ー

ー

ー

５２８，９１７

１，４９９

１，４９９

ー

ー

ー

ー

１，４９９

５２７，４１７

３，６４３，０６０

３４５，６１５

１２，６８３

４，００１，３５９

１３．１８％

８.８４％

平成１０年３月末

／

／

／

／

／

／

／

／

／

２３０，７２７

／

ー

ー

６，０７０

１４６，０００

／

／

△１３，２００

１３８，８７０

ー

ー

ー

３６９，５９７

ー

／

／

／

／

／

ー

３６９，５９７

２，４９２，４４１

３９４，１８１

１５，９３６

２，９０２，５５９

１２．７３％

／

◆連結自己資本比率（国際統一基準）

項 目

(A)

(B)

(C)

(D)

(E )

(F )

(G)

自 己 資 本 比 率（ 国 際 統 一 基 準 ）＝　 ×100

参 考（A）／（G）×100

（F）
（G）

注１）金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律の施行により平成１０年１２月１日に銀行法第１４条の２が改正されたことに伴い、平成１１年３月期
から、自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出していま
す（単体ベースについては、P.６３をご覧ください）。なお、当社は、国際統一基準を適用のうえ、マーケット・リスク規制を導入しています。

注２）銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示のうち、上記表で引用されているものは以下のとおりです。
・告 示 第 ４ 条 第 ２ 項：ステップ・アップ金利等を上乗せする特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資

証券を含む）。
・告示第５条第１項第４号：負債性資本調達手段で、次に掲げる性質のすべてを有するもの。

①無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること。
②第３項に規定される場合を除き、償還されないものであること。
③業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること。
④利払いの義務の延期が認められるものであること。

・告示第５条第１項第５号：期限付劣後債務（契約時における償還期間が５年を超えるものに限る）。
・告示第５条第１項第６号：期限付優先株。
・告 示 第 ５ 条 第 ３ 項：第１項第４号から第６号までに掲げるものについて、同項第４号に掲げるものの償還または同項第５号もしくは第６号に掲げ

るものの期限前償還（以下「償還等」という）の特約が付されている場合には、当該償還等が債務者である銀行の任意によるも
のであり、かつ、次のいずれかのときに限り償還等を行うことができるものに限り、同項第４号から第６号までに掲げるもの
に該当するものとする。
①当該償還等を行った後において当該銀行が十分な自己資本比率を維持することができると見込まれるとき。
②当該償還等の額以上の額の資本調達を行うとき。

・告示第７条第１項第２号：金融子会社であって、連結財務諸表規則第５条第１項各号に該当するため、連結の範囲に含まれないものに対する投資に相当
する額。
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科 目

現 金 預 け 金

現 金

預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 手 形

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

商 品 有 価 証 券

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

自 己 株 式

そ の 他 の 証 券

貸 付 有 価 証 券

貸 出 金

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

外 国 為 替

外 国 他 店 預 け

買 入 外 国 為 替

取 立 外 国 為 替

そ の 他 資 産

前 払 費 用

未 収 収 益

先 物 取 引 差 入 証 拠 金

先 物 取 引 差 金 勘 定

保 管 有 価 証 券 等

債 券 借 入 取 引 担 保 金

そ の 他 の 資 産

動 産 不 動 産

土 地 建 物 動 産

建 設 仮 払 金

保 証 金 権 利 金

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

資　産　の　部　合　計

平成１１年３月末

２２８，７４８

５７，２２３

１７１，５２５

１２０，０００

ー

３３，３００

２３，１９２

１０９

２，０８８

２０，９９４

５８，８２６

１，５１８，２０３

３２８，１９０

６９，８７１

１５７，１２３

６１７，５０７

２

３４４，９２９

５７８

２，３２０，０３２

３７，３０３

７８６，４７８

１，０７６，２６２

４１９，９８８

１７，３５４

６，５８３

３，４９１

７，２７９

１９４，７５４

４２８

２１，３５８

９１９

１１０

７８，９４６

５６，２５５

３６，７３５

９４，３５６

６９，７８１

１，７０８

２２，８６６

６８，８８４

５３２，７２５

５，２１０，３８０

（単位：百万円）

平成１０年３月末

６５，８２０

２６，８０５

３９，０１４

３４４，０４４

２５，０００

４９８

４６，５４８

３，５１８

９，０６６

３３，９６３

１１１，０１９

１，０４５，９７５

９３，８１５

５７，９４０

１００，４８８

５５５，２２３

１

２３８，４５８

４７

１，７５３，６４３

１２，４２５

７３８，６４０

８３９，２７５

１６３，３０２

８，１８３

６，０５３

１，１５６

９７４

１７２，５９１

４４４

２２，５８３

７４９

９０２

９７，４７９

ー

５０，４３２

６５，８４３

５３，８１１

２０９

１１，８２１

／

６４，８３８

３，７０４，００７

◆単体財務諸表

貸借対照表
資産の部

経理の状況
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科 目

預 金

当 座 預 金

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

定 期 積 金

そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

売 渡 手 形

特 定 取 引 負 債

金 融 派 生 商 品

借 用 金

借 入 金

外 国 為 替

外 国 他 店 預 り

外 国 他 店 借

売 渡 外 国 為 替

未 払 外 国 為 替

転 換 社 債

信 託 勘 定 借

そ の 他 負 債

未 決 済 為 替 借

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 受 収 益

従 業 員 預 り 金

給 付 補 て ん 備 金

先 物 取 引 受 入 証 拠 金

借 入 有 価 証 券

そ の 他 の 負 債

貸 倒 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金

金 融 先 物 取 引 責 任 準 備 金

証 券 取 引 責 任 準 備 金

支 払 承 諾

負　 債 の 部 合 計

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

任 意 積 立 金

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金

退 職 給 与 基 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 の 部 合 計

負 債 お よ び 資 本 の 部 合 計

（単位：百万円）負債および資本の部

平成１１年３月末

２，７１７，３７４

７５，７２０

２６２，１６５

１３，８４１

６５，９３５

２，１３６，３９０

１

１６３，３２０

３５４，９３０

７４，４３３

ー

２，１９９

２，１９９

１５７，１７２

１５７，１７２

５２４

１

ー

３

５１９

３４，２６０

７５４，３３６

１５９，６１３

１３７

５３３

１７，５６２

２，８２６

３，９３２

０

１４７

７８，８１１

５５，６６２

５３，２３８

８，８１４

６，８２５

６６７

０

ー

０

５３２，７２５

４，８５７，１１６

１７０，９６６

１６０，８５１

５，３５６

１６，０８９

２６，５７７

２

４７

２６，５２８

△１０，４８８

３５３，２６３

５，２１０，３８０

平成１０年３月末

１，５２０，１５３

２３，５４５

１０６，３９８

ー

３０，３０２

１，０９０，９４４

ー

２６８，９６１

２６６，６４０

５２，２６３

９０，９００

７，４３８

７，４３８

１４８，６１５

１４８，６１５

７４

１０

５７

１

５

ー

１，０５６，４７１

１５５，８３８

１３１

１，１２８

１２，０３９

１，５７６

３，２７８

ー

４２４

９７，０６７

４０，１９２

１４５，８５４

８，６７２

５，０９５

ー

０

０

０

６４，８３８

３，５２２，８５６

７７，２１５

６７，１００

４，８６１

３１，９７３

１６，５７８

３

４７

１６，５２８

１５，３９５

１８１，１５０

３，７０４，００７

（△は当期未処理損失）
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科 目

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コ ー ル ロ ー ン 利 息

買 入 手 形 利 息

預 け 金 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

受 入 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 収 益

特 定 取 引 収 益

商 品 有 価 証 券 収 益

金 融 派 生 商 品 収 益

そ の 他 の 特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

外 国 為 替 売 買 益

国 債 等 債 券 売 却 益

国 債 等 債 券 償 還 益

そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

株 式 等 売 却 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

コ ー ル マ ネ ー 利 息

売 渡 手 形 利 息

借 用 金 利 息

転 換 社 債 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 費 用

特 定 取 引 費 用

商 品 有 価 証 券 費 用

金 融 派 生 商 品 費 用

そ の 他 業 務 費 用

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 還 損

国 債 等 債 券 償 却

そ の 他 の 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 出 金 償 却

株 式 等 売 却 損

株 式 等 償 却

金 銭 の 信 託 運 用 損

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

平成１１年３月期

１９８，９５４

６４，９３４

７３，３４５

３９，８６２

２１，２４８

１，６０６

２１２

２，５６１

５，３８１

２，４７２

２４，４４２

９６２

２３，４７９

２６８　　

５

６０

２０２

２５，３１８

１，７１８

３，６６６

１５７

１９，７７５

１０，６４５　　

６，６０５

７２４

３，３１６

２５９，１０９

６３，３７３

２７，５７１

６１７

８４４

２７１

４，９９８

１８３

１８，１５８

１０，７２６

３，１９７

４８５

２，７１１

ー

ー

ー

７，３９９

５，８７７

１，３５０

１７

１５４

７２，２８１

１１２，８５７

３９，２２２

３７，７２９

５，０３０

９，４８５

５５９

２０，８３０

△６０，１５４

（単位：百万円）

平成１０年３月期

２７１，８４２

７７，３４８

９０，４２３

４３，７６１

２５，１１５

２，０１０

１０６

５，３７５

１１，４５８

２，５９４

２３，４８１

６０１

２２，８８０

８３

ー

ー

８３

１９，２６４

３４７

１８，０２５

１０７

７８３

６１，２４０

５６，４５２

３，２４３

１，５４５

２６２，７０３

８６，３０２

３１，３９３

２，４９５

２，７７４

２０９

４，２２４

ー

２７，６０４

１７，６００

３，１１６

４６５

２，６５１

１，１７０

３５７

８１３

５，５４８

２，７８０

２，５２６

７９

１６１

６１，５２６

１０５，０３８

６８，１３８

１，９９２

１２，１１１

３，６６９

３６

１９，０８９

９，１３８

損益計算書

（△は経常損失）
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科 目

特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

国 債価 格 変動 引 当金 取 崩額

商品有価証券売買損失等引当金取崩額

金 融 先 物 取 引 責 任 準 備 金 取 崩 額

証 券 取 引 責 任 準 備 金 取 崩 額

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 お よ び 住 民 税

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

中 間 配 当 額

中 間 配 当 に 伴 う 利 益 準 備 金 積 立 額

当 期 未 処 分 利 益

平成１１年３月期

１８

０

０

／

／

０

０

１７

２１，５７２

３５

２１，５３７

△８１，７０８

／

９０

△３３，１０２

△４８，６９７

３，７３５

３５，７８２

１，０９１

２１８

△１０，４８８

（単位：百万円）

平成１０年３月期

３，４１２

２８

１５８

１，７４１

１，４３４

ー

０

４９

１６８

１６８

ー

１２，３８２

６１

／

／

１２，３２１

３，０７３

／

ー

ー

１５，３９５

（前ページより続く）

科 目

当 期 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金 取 崩 額

海外投資等損失準備金取崩額

別 途 積 立 金 取 崩 額

計

利 益 処 分 額

利 益 準 備 金

第 一 回 優 先 株 式 配 当 金

第 二 回 優 先 株 式 配 当 金

普 通 株 式 配 当 金

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

海 外 投 資 等 損 失準 備 金

次 期 繰 越 利 益

（単位：百万円）

平成１０年３月期

１５，３９５

２

２

ー

１５，３９７

１１，６６１

２７６

ー

ー

（１株につき６円００銭）１，３８３

１０，００１

１０，０００

１

３，７３５

平成１１年３月期

△１０，４８８

１５，００１

１

１５，０００

４，５１２

１，３８５

２３０

（１株につき２０円００銭）４００

（１株につき０円４銭） ３

（１株につき２円５０銭）７５０

ー

ー

ー

３，１２７

利益処分計算書

（△は税引前当期純損失）

（△は当期純損失）

（△は当期未処理損失）

（△は当期未処理損失）

（特定取引に係る評価利益額 １，８４９ ー）

監査法人の監査について

１．平成９年度（平成９年４月１日～平成１０年３月３１日）および平成１０年度（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

の貸借対照表および損益計算書は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和４９年法律第２２号）に

よる会計監査人（センチュリー監査法人）の監査を受けています。

２．平成９年度（平成９年４月１日～平成１０年３月３１日）および平成１０年度（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

の貸借対照表、損益計算書および利益処分計算書は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、センチュリー監査法

人の監査証明を受けています。
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資 本 金

う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 株

新 株 式 払 込 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

そ の 他

営 業 権 相 当 額 （ △ ）

［ 基 本 的 項 目 ］計

う ち 告 示 第 １ ４ 条 第 ２ 項 に 掲 げ る も の

う ち 告 示 第 １ ４ 条 第 ３ 項 に 掲 げ る も の

有 価 証 券 含 み 益 の 4 5 ％ 相 当 額

再 評 価 差 額 金 の 4 5 ％ 相 当 額

一 般 貸 倒 引 当 金

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

告 示 第 １５ 条 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ る も の

告示第１５条 第１項 第５号および 第６号に掲げるもの

補 完 的 項 目 不 算 入 額 （△ ）

［ 補 完 的 項 目 ］計

短 期 劣 後 債 務

準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 （ △ ）

［ 準 補 完 的 項 目 ］計

( A ) + ( B ) + ( C )

他 の金 融機 関 の 資 本調 達手 段の 意図 的 な 保 有 相 当 額

告示第１５条第１項第４号に掲げるものおよびこれに準ずるもの

告示第１５条第１項第５号および６号に掲げるものならびにこれらに準ずるもの

短 期 劣 後 債 務 お よ び こ れ に 準 ず る も の

控 除 項 目 不 算 入 額 （△ ）

［ 控 除 項 目 ］計

( D ) - ( E )

資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目

オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 項 目

マ ー ケ ッ ト リ ス ク 相 当 額 を 8 ％ で 除 し て 得 た 額

合 計

基 本 的 項 目

補 完 的 項 目

準 補 完 的 項 目

自 己 資 本 総 額

控 除 項 目

自 己 資 本 額

リスクアセ ット 等

（単位：百万円）

平成１１年３月期

１７０，９６６

ー

ー

１６０，８５１

５，５８７

１１，５７６

３，１２７

ー

ー

３５２，１０９

ー

ー

ー

ー

２４，３８８

１８０，２６０

９４，２６０

８６，０００

△３０，４００

１７４，２４８

ー

ー

ー

５２６，３５７

１，４９９

１，４９９

ー

ー

ー

１，４９９

５２４，８５７

３，６１３，５９２

３４４，８８３

１２，６８３

３，９７１，１６０

１３．２１％

８．８６％

◆単体自己資本比率（国際統一基準）

項 目

(A)

(B)

(C)

(D)

( E )

( F )

(G)

自 己 資 本 比 率（ 国 際 統 一 基 準 ）＝　 ×100

参 考 （ A ）／（G）×100

（F）
（G）

注）銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示のうち、上記表で引用されているものは以下のとおりです。
・告 示 第 1４条 第２ 項：ステップ・アップ金利等を上乗せする特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資

証券を含む）。
・告 示 第1４条 第３項：海外特別目的会社の発行する優先出資証券。
・告示第1５条第１項第４号：負債性資本調達手段で、次に掲げる性質のすべてを有するもの。

①無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること。
②第３項に規定される場合を除き、償還されないものであること。
③業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること。
④利払いの義務の延期が認められるものであること。

・告示第1５条第１項第５号：期限付劣後債務（契約時における償還期間が５年を超えるものに限る）。
・告示第1５条第１項第６号：期限付優先株。
・告 示 第 1５ 条 第 ３ 項：第１項第４号から第６号までに掲げるものについて、同項第４号に掲げるものの償還または同項第５号もしくは第６号に掲げ

るものの期限前償還　（以下「償還等」という）の特約が付されている場合には、当該償還等が債務者である銀行の任意によるも
のであり、かつ、次のいずれかのときに限り償還等を行うことができるものに限り、同項第４号から第６号までに掲げるもの
に該当するものとする。
①当該償還等を行った後において当該銀行が十分な自己資本比率を維持することができると見込まれるとき。
②当該償還等の額以上の額の資本調達を行うとき。
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種 類

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 支

特 定 取 引 収 益

特 定 取 引 費 用

特 定 取 引 収 支

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 業 務 収 支

業 務 粗 利 益

業 務 粗 利 益 率

平成１１年３月期

（単位：百万円）

平成１０年３月期

◆ 国内・国際業務部門別粗利益

合　　計

７７，３４８

１，９２９
９０，４２３

１，９２９
８１，６１１

８，８１１

２３，４８１

３，１１６

２０，３６４

８３

１，１７０

△１，０８７

１９，２６４

５，５４８

１３，７１６

１１９，１５３

３．５６％

国内業務部門

７７，３４８

４２，８６７

３２，１２８

１０，７３９

２２，８９４

２，５０８

２０，３８５

８３

１４４

△６１

１３，９０１

３，９０６

９，９９５

１１８，４０７

４．０９％

国際業務部門

ー

４９，４８４

５１，４１２

△１，９２７

５８６

６０８

△２１

ー

１，０２５

△１，０２５

５，３６３

１，６４２

３，７２０

７４５

０．１１％

国内業務部門

６４，９３４

４５，３３２

３３，０９７

１２，２３４

２３，９７１

２，７０２

２１，２６９

３１８

ー

３１８

２２，８５８

６，９４６

１５，９１２

１１４，６６９

３．４６％

国際業務部門

ー

３０，５９０

２９，７４３

８４７

４７０

４９５

△２４

△４９

ー

△４９

２，４５９

４５３

２，００６

２，７７９

０．５６％

合　　計

６４，９３４

２，５７８
７３，３４５

２，５７８
６０，２６３

１３，０８２

２４，４４２

３，１９７

２１，２４４

２６８

ー

２６８

２５，３１８

７，３９９

１７，９１８

１１７，４４８

３．３３％

注１）国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引および海外店の取引です。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定
分等は国際業務部門に含めています。

注２）資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（平成１０年３月期４，６９０百万円、平成１１年３月期３，１０９百万円）を控除して表示しています。
注３）資金運用収益および資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息です。

注４）業務粗利益率＝ ×100
業務粗利益

資金運用勘定平均残高

業 務 純 益

◆業務純益

平成１０年３月期 平成１１年３月期

５８，４０４ ２７，３５６

注）業務純益とは、銀行の基本的な業務の成果を示す銀行固有の利益指標として、平成元年の銀行の決算経理基準の大幅な改正の際に、新たに採用されたも
のです。信託銀行の業務純益は、金銭信託・貸付信託など各種信託からの収入を示す「信託報酬」、預金・貸出・有価証券などの利息収支を示す「資金運用
収支」、各種手数料などの収支を示す「役務取引等収支」、債権や外国為替などの売買損益を示す「その他業務収支」の4項目を合計した「業務粗利益」から

「貸倒引当金繰入額」および「経費」の2項目を差し引いて算出します。

（単位：百万円）

種 類

資 金 運 用 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 有 価 証 券

う ち コ ー ル ロ ー ン

う ち 買 入 手 形

う ち 預 け 金

資 金 調 達 勘 定

う ち 預 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち コ ー ル マ ネ ー

う ち 売 渡 手 形

うちコマーシャル・ペーパー

う ち 借 用 金

平成１１年３月期

（単位：百万円、％）

平成１０年３月期

◆資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り

注１）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成１０年３月期４，９５２百万円、平成１１年３月期９，９８６百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平
均残高（平成１０年３月期６２，２１３百万円、平成１１年３月期５８，６１４百万円）および利息（平成１０年３月期７３４百万円、平成１１年３月期６１６百万円）を、そ
れぞれ控除して表示しています。

注２）（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高および利息（内書き）です。

国内業務部門

平均残高

（２７５，４４１
３，３１０，３３３

１，７１３，９４９

１，０４１，７５５

２２６，６８６

４８，３７７

１，８５２

３，１４５，１４９

２，０３７，０７０

８６，３６４

６１，８４８

４６，６１８

ー

１３９，６１０

利　息

（２，５７８
４５，３３２

２６，２２７

１５，０３３

８３０

２１２

３

３３，０９７

１７，４５６

６１７

４７１

２７１

ー

４，７４３

利回り

１．３６

１．５３

１．４４

０．３６

０．４３

０．２１

１．０５

０．８５

０．７１

０．７６

０．５８

ー

３．３９

平 均 残 高

（２０５，０４８
２，８９０，９０６

１，４８３，４２２

１，０４４，８２３

１３８，６３６

１６，０７２

２，１８４

２，７２２，４５０

１，２３９，００２

８６，８０２

６５，８６３

２８，８８２

／

１１０，４５１

利　息

（１，９２９
４２，８６７

２１，４４５

１８，６９８

６４３

１０６

５

３２，１２８

１０，７０５

７０２

４２８

２０９

／

３，９７４

利回り

１．４８

１．４４

１．７８

０．４６

０．６６

０．２７

１．１８

０．８６

０．８０

０．６５

０．７２

／

３．５９

） ）） ）
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種 類

資 金 運 用 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 有 価 証 券

う ち コ ー ル ロ ー ン

う ち 買 入 手 形

う ち 預 け 金

資 金 調 達 勘 定

う ち 預 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち コ ー ル マ ネ ー

う ち 売 渡 手 形

うちコマーシャル・ペーパー

う ち 借 用 金

平成１１年３月期

（単位：百万円、％）

平成１０年３月期

注１）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成１０年３月期４６３百万円、平成１１年３月期３６０百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残
高（平成１０年３月期４８，７４１百万円、平成１１年３月期３８，０７５百万円）および利息（平成１０年３月期３，９５６百万円、平成１１年３月期２，４９３百万円）を、そ
れぞれ控除して表示しています。

注２）（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高および利息（内書き）です。
注３）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しています。

国際業務部門

平均残高

４８９，４１８

２６３，６７１

１０５，９３５

１５，８３１

ー

９２，７５９

（２７５，４４１
４５４，２３４

１９６，３８６

ー

９，９２７

ー

ー

１０，０００

利　息

３０，５９０

１３，６３４

６，２１４

７７５

ー

２，５５７

（２，５７８
２９，７４３

１０，１１５

ー

３７２

ー

ー

２５５

利回り

６．２５

５．１７

５．８６

４．９０

ー

２．７５

６．５４

５．１５

ー

３．７５

ー

ー

２．５５

平 均 残 高

６５７，７９３

３８５，９８１

１１９，１４１

２２，８７２

ー

１０９，３５３

（２０５，０４８
６３３，２５８

３９６，４０３

２６，４３１

４３，１９９

ー

／

１０，０００

利　息

４９，４８４

２２，３１６

６，４１７

１，３６６

ー

５，３６９

（１，９２９
５１，４１２

２０，６８８

１，７９３

２，３４６

ー

／

２５０

利回り

７．５２

５．７８

５．３８

５．９７

ー

４．９１

８．１１

５．２１

６．７８

５．４３

ー

／

２．５０

種 類

資 金 運 用 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 有 価 証 券

う ち コ ー ル ロ ー ン

う ち 買 入 手 形

う ち 預 け 金

資 金 調 達 勘 定

う ち 預 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち コ ー ル マ ネ ー

う ち 売 渡 手 形

うちコマーシャル・ペーパー

う ち 借 用 金

平成１１年３月期

（単位：百万円、％）

平成１０年３月期

注１）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成１０年３月期５，４１６百万円、平成１１年３月期１０，３４６百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平
均残高（平成１０年３月期１１０，９５４百万円、平成１１年３月期９６，６９０百万円）および利息（平成１０年３月期４，６９０百万円、平成１１年３月期３，１０９百万円）を、
それぞれ控除して表示しています。

注２）国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高および利息は、相殺して記載しています。

合　計

平均残高

３，５２４，３１０

１，９７７，６２１

１，１４７，６９１

２４２，５１７

４８，３７７

９４，６１１

３，３２３，９４３

２，２３３，４５６

８６，３６４

７１，７７５

４６，６１８

ー

１４９，６１０

利　息

７３，３４５

３９，８６２

２１，２４８

１，６０６

２１２

２，５６１

６０，２６３

２７，５７１

６１７

８４４

２７１

ー

４，９９８

利回り

２．０８

２．０１

１．８５

０．６６

０．４３

２．７０

１．８１

１．２３

０．７１

１．１７

０．５８

ー

３．３４

平 均 残 高

３，３４３，６５１

１，８６９，４０４

１，１６３，９６４

１６１，５０９

１６，０７２

１１１，５３８

３，１５０，６６０

１，６３５，４０６

１１３，２３４

１０９，０６２

２８，８８２

／

１２０，４５１

利　息

９０，４２３

４３，７６１

２５，１１５

２，０１０

１０６

５，３７５

８１，６１１

３１，３９３

２，４９５

２，７７４

２０９

／

４，２２４

利回り

２．７０

２．３４

２．１５

１．２４

０．６６

４．８１

２．５９

１．９１

２．２０

２．５４

０．７２

／

３．５０

） ）））

平成１１年３月期

（単位：％）

平成１０年３月期

◆利鞘

資 金 運 用 利 回 り

資 金 調 達 利 回 り

資 金 粗 利 鞘

国内業務部門

１．３６

１．０５

０．３１

国際業務部門

６．２５

６．５４

△０．２９

国内業務部門

１．４８

１．１８

０．３０

国際業務部門

７．５２

８．１１

△０．５９

合　計

２．０８

１．８１

０．２７

合　計

２．７０

２．５９

０．１１



66

◆受取利息・支払利息の分析

平成１０年３月期

残高による増減

△４

３７７

△１，３７０

２０３

１０６

０

９４

２，４３４

△６９

△５４７

１４０

／

△３

利率による増減

△１１，６８１

△２，５２１

△２，８５８

△１５

ー

０

△８，３５４

２，２２９

１８９

１５１

１９

／

△２９０

純増減

△１１，６８５

△２，１４３

△４，２２９

１８８

１０６

０

△８，２５９

４，６６４

１２０

△３９６

１６０

／

△２９３

平成１１年３月期

残高による増減

５，７３１

３，５２１

△４９

３２２

１４１

０

４，４５４

６，８５０

△３

△３０

１０３

ー　

９９１

利率による増減

△３，２６６

１，２６０

△３，６１５

△１３４

△３５

△１

△３，４８４

△９９

△８１

７３

△４１

ー　

△２２２

純増減

２，４６４

４，７８２

△３，６６４

１８７

１０６

△１

９６９

６，７５１

△８４

４３

６２

ー　

７６９

平成１１年３月期

残高による増減

△１０，５２６

△６，３２７

△７７５

△３４５

ー　

△４５７

△１１，７２７

△１０，２９９

△１，７９３

△１，２４８

ー　

ー　

０

利率による増減

△８，３６７

△２，３５４

５７１

△２４５

ー　

△２，３５４

△９，９４２

△２７３

ー　

△７２４

ー　

ー　

５

純増減

△１８，８９３

△８，６８１

△２０３

△５９１

ー　

△２，８１１

△２１，６６９

△１０，５７３

△１，７９３

△１，９７３

ー　

ー　

５

平成１１年３月期

残高による増減

３，７５３

２，１７５

△３０６

５３６

１４１

△４５８

３，１３２

７，３８０

△１９２

△４３８

１０３

ー　　

９７４

利率による増減

△２０，８３０

△６，０７５

△３，５６１

△９３９

△３５

△２，３５５

△２４，４８０

△１１，２０２

△１，６８６

△１，４９１

△４１

ー　

△１９９

純増減

△１７，０７７

△３，８９９

△３，８６７

△４０３

１０６

△２，８１３

△２１，３４８

△３，８２１

△１，８７８

△１，９３０

６２

ー　

７７４

平成１０年３月期

残高による増減

△２７，６３４

△８，６６２

△３，７７９

△１，５９８

ー

△５，５７２

△３０，７５４

△１７，２２０

△２，７１３

△１，６５４

ー

／

０

利率による増減

△２０，９６３

１，４０３

△５９２

△４６

ー

５１２

△１５，６８８

８１３

１３６

△７３９

ー

／

△５８

純増減

△４８，５９８

△７，２５８

△４，３７１

△１，６４４

ー

△５，０６０

△４６，４４２

△１６，４０７

△２，５７７

△２，３９３

ー

／

△５８

平成１０年３月期

残高による増減

△１０，６６６

△２，９０４

△３，１６２

２１１

１０６

△５，４６５

△１０，２５８

△９１８

△１，０７３

△２，９１７

１４０

／

△３

利率による増減

△５０，３１１

△６，４９８

△５，４３８

△１，６６８

ー

４０４

△４５，１３７

△１０，８２３

△１，３８４

１２７

１９

／

△３４９

純増減

△６０，９７８

△９，４０２

△８，６００

△１，４５６

１０６

△５，０６０

△５５，３９６

△１１，７４２

△２，４５７

△２，７９０

１６０

／

△３５２

種 類

受 取 利 息

う ち 貸 出 金

う ち 有 価 証 券

う ち コ ー ル ロ ー ン

う ち 買 入 手 形

う ち 預 け 金

支 払 利 息

う ち 預 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち コ ー ル マ ネ ー

う ち 売 渡 手 形

うちコマーシャル・ペーパー

う ち 借 用 金

（単位：百万円）

注）残高および利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減に含めて記載しています。

国内業務部門

種 類

受 取 利 息

う ち 貸 出 金

う ち 有 価 証 券

う ち コ ー ル ロ ー ン

う ち 買 入 手 形

う ち 預 け 金

支 払 利 息

う ち 預 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち コ ー ル マ ネ ー

う ち 売 渡 手 形

うちコマーシャル・ペーパー

う ち 借 用 金

（単位：百万円）

注）残高および利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減に含めて記載しています。

国際業務部門

種 類

受 取 利 息

う ち 貸 出 金

う ち 有 価 証 券

う ち コ ー ル ロ ー ン

う ち 買 入 手 形

う ち 預 け 金

支 払 利 息

う ち 預 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち コ ー ル マ ネ ー

う ち 売 渡 手 形

うちコマーシャル・ペーパー

う ち 借 用 金

（単位：百万円）

注）残高および利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減に含めて記載しています。

合　計
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種 類

特 定 取 引 収 益

うち商品有価証券収益

うち特定取引有価証券収益

うち金融派生商品収益

うちその他の特定取引収益

特 定 取 引 費 用

うち商品有価証券費用

うち特定取引有価証券費用

うち金融派生商品費用

うちその他の特定取引費用

（単位：百万円）

平成１０年３月期

◆特定取引の状況

国内業務部門

８３

ー

ー

ー

８３

１４４

３５７

ー

△２１２

ー

国際業務部門

ー

ー

ー

ー

ー

１，０２５

ー

ー

１，０２５

ー

合　　計

８３

ー

ー

ー

８３

１，１７０

３５７

ー

８１３

ー

平成１１年３月期

国内業務部門

３１８

５

ー

１１０

２０２

ー

ー

ー

ー

ー

国際業務部門

△４９

ー

ー

△４９

ー

ー

ー

ー

ー

ー

合　　計

２６８

５

ー

６０

２０２

ー

ー

ー

ー

ー

注）内訳科目はそれぞれの収益と費用で相殺し、収益が上回った場合には収益欄に、費用が上回った場合には費用欄に、上回った純額を計上しています。

種 類

役 務 取 引 等 収 益

う ち 信 託 関 連 業 務

う ち 預 金 ・ 貸 出 業 務

う ち 為 替 業 務

う ち 証 券 関 連 業 務

う ち 代 理 業 務

うち保護預り・貸金庫業務

う ち 保 証 業 務

役 務 取 引 等 費 用

う ち 為 替 業 務

（単位：百万円）

平成１１年３月期

◆役務取引の状況

国内業務部門

２３，９７１

２１，３０６

３９３

６９７

５５８

８４６

１１５

４９

２，７０２

２２３

国際業務部門

４７０

ー

３５

２６４

ー

３１

ー

１３１

４９５

２６２

合　　計

２４，４４２

２１，３０６

４２９

９６２

５５８

８７７

１１５

１８１

３，１９７

４８５

平成１０年３月期

国内業務部門

２２，８９４

２１，１７５

９６

３１９

３８５

８３２

４５

３８

２，５０８

１２６

国際業務部門

５８６

ー

１

２８１

８

４３

ー

１５５

６０８

３３９

合　　計

２３，４８１

２１，１７５

９７

６０１

３９４

８７６

４５

１９４

３，１１６

４６５
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国 内 業 務 部 門

国 債 等 債 券 売 却 損 益

そ の 他

国 際 業 務 部 門

外 国 為 替 売 買 益

国 債 等 債 券 売 却 損 益

そ の 他

合 計

（単位：百万円）

平成１１年３月期

◆その他業務利益の内訳

１５，９１２

△２，５７１

１８，４８３

２，００６

１，７１８

３６１

△７３

１７，９１８

平成１０年３月期

９，９９５

１１，８２２

△１，８２７

３，７２０

３４７

３，４２２

△４９

１３，７１６

区 分

給 料 ・ 手 当

退 職 金

退 職 給 与 引 当 金 繰 入

福 利 厚 生 費

減 価 償 却 費

土 地 建 物 機 械 賃 借 料

営 繕 費

消 耗 品 費

給 水 光 熱 費

旅 費

通 信 交 通 費

広 告 宣 伝 費

租 税 公 課

そ の 他

合 計

（単位：百万円）

平成１０年３月期

◆営業経費の内訳

２４，３９１

７３６

６９１

４，３８４

１，７２６

７，８３９

１０６

９０８

６６４

３２７

１，２７２

１，７１２

２，４６９

１４，２９５

６１，５２６

平成１１年３月期

２７，１４４

４９５

７４０

４，６２４

１，３８４

８，７９７

１１３

１，４７９

７２０

３１１

１，４２４

３，２９０

２，０２６

１９，７２９

７２，２８１

（単位：％）

平成１０年３月期

◆利益率

種 類

総 資 産 経 常 利 益 率

資 本 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

資 本 当 期 純 利 益 率

０．２４

６．６６

０．３３

８．９８

平成１１年３月期

ー

ー

ー

ー

注２）総資産経常（当期純）利益率＝ ×100

注３）資本経常（当期純）利益率＝ ×100

注１）平成１１年３月期は、経常損失、当期純損失となったため、利益率はいずれも記載していません。

経常（当期純）利益

経常（当期純）利益

総資産（除く支払承諾見返）平均残高

資本勘定平均残高
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非上場有価証券の時価相当額は、店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募債券については日本証券業協会が発表す
る公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格、証券投資信託の受益証券については基準価格によっています。

種 類

有 価 証 券

債 券

株 式
（うち自己株式）

そ の 他

合 計

（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆有価証券の時価等関係

貸借対照表価額

１０２，６１１

５７０，０４０
（２）

１７，９０８

６９０，５６０

評価損益

△２，４３２

△３７，８３９
（０）

△３，３６１

△４３，６３３

時価

１００，１７９

５３２，２００
（３）

１４，５４６

６４６，９２６

うち評価益

４４３

５０，１７３
（０）

８６

５０，７０２

うち評価損

２，８７５

８８，０１３
（ー）

３，４４７

９４，３３６

平成１０年３月末

貸借対照表価額

７０，５４３

５０６，９４７
（１）

１７，０３０

５９４，５２２

評価損益

１，２４５

△５９，７８６
（０）

△１，４０７

△５９，９４８

時価

７１，７８９

４４７，１６０
（１）

１５，６２３

５３４，５７４

うち評価益

１，５０６

２５，１５２
（ー）

１２８

２６，７８７

うち評価損

２６０

８４，９３９
（０）

１，５３５

８６，７３５

平成１０年３月末

貸借対照表価額

１１１，０１９

評価損益

△１，０８８

時価等

１０９，９３１

うち評価益

２０８

うち評価損

１，２９６

注１）本表記載の有価証券は、上場有価証券（債券は、国債、地方債、社債）を対象としています。
なお、上場有価証券の時価は、主として東京証券取引所における最終の価格によっています。

種 類

有 価 証 券

債 券

株 式

そ の 他

合 計

（単位：百万円）
注２）非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおりです。

平成１０年３月末

貸借対照表価額

９５，５７９

１７，８８１

１５３，０３６

２６６，４９８

評価損益

２，３２２

△９，５５０

△４９，８３０

△５７，０５９

時価相当額

９７，９０１

８，３３１

１０３，２０５

２０９，４３８

うち評価益

３，０５６

９７７

０

４，０３３

うち評価損

７３４

１０，５２８

４９，８３０

６１，０９２

平成１１年３月末

貸借対照表価額

１４１，９２７

１２，１６０

１１１，２４９

２６５，３３６

評価損益

２，６４６

△４８

△２８，７１６

△２６，１１８

時価相当額

１４４，５７３

１２，１１２

８２，５３２

２３９，２１８

うち評価益

３，５７７

１，７６０

１６

５，３５５

うち評価損

９３０

１，８０９

２８，７３３

３１，４７３

注３）本表および上記注２）記載の「債券」「株式」「その他」の区分は、貸借対照表科目に合わせています。
注４）本表に記載の「その他」は主として外国債券です。上記注２）記載の「その他」は、証券投資信託の受益証券です。

注６）特定取引勘定にて経理しています商品有価証券および特定取引有価証券については、時価評価を行い、当該評価損益を損益計算書に計上していますので、
ここでの記載を省略しています。

公 募 債 以 外 の 内 国 非 上 場 債 券

残存償還期間1年以内の公募非上場債券

内 国 債 以 外 の 非 上 場 債 券

非 上 場 の 関 係 会 社 株 式

注５）時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の主なものの貸借対照表価額は、次のとおりです。

種 類

有 価 証 券

（単位：百万円）

平成１１年３月末

２７１，４８８

３９，７３６

１９５，４１８

８，４１４

平成１０年３月末

８５，４５７

７１１

４１，９３９

１０，６８１

平成１１年３月末

貸借対照表価額

５８，８２６

評価損益

２５９

時価等

５９，０８６

うち評価益

１，６０９

うち評価損

１，３４９

種 類

金 銭 の 信 託

（単位：百万円）◆金銭の信託の時価等関係

注）時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっています。
１.上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格によっています。
２.店頭株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっています。
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（単位：百万円）

平成１０年３月末

金利関連取引

種 類区　分

合 計

取引所

店　頭

売 建

買 建

コール

プ ット

コール

プ ット

売 建

買 建

受取固定・
支払変動

受取変動・
支払固定

受取変動・
支払変動

コール

プット

コール

プット

売 建

買 建

売 建

買 建

売　建

買　建

売　建

買　建

金 利 先 物

キ ャ ッ プ

フ ロ ア ー

金 利

オプション

金 利

先 渡 契 約

金 利

オプション

金 利

ス ワ ッ プ

契約額等

ー

ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

１３，２１０

ー

３３５，１２４

４０５，１８７

４，０００

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

１３０，０００

（２，５２４

ー

（ー

ー

（ー

／

うち１年超

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

１２０，４２０

１９４，２１１

５００

ー

ー

ー

ー

ー

１３０，０００

ー

ー

／

時　価

ー

ー

ー

ー

ー

ー

△０

ー

１２，８６５

△１６，５５８

８４

ー

ー

ー

ー

ー

５７

ー

ー

／

評価損益

ー

ー

ー

ー

ー

ー

△０

ー

１２，８６５

△１６，５５８

８４

ー

ー

ー

ー

ー

△２，４６７

ー

ー

△６，０７６

◆デリバティブ取引情報

取引の時価等に関する事項

）

）

）

）

）

）

）

）

）

）

）

）

平成１１年３月末

契約額等

２７８，１８８

２６３，４９７

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

ー

２６１，５０１

２８２，２１７

５００

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

１３０，０００

（１，５１６

ー

（ー

ー

（ー

／

うち１年超

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

７７，５２７

９３，９２６

ー

ー

ー

ー

ー

ー

１３０，０００

ー

ー

／

時　価

２７８，３１８

２６３，６９５

ー

ー

ー

ー

ー

ー

９，１０９

△１２，２３２

△１

ー

ー

ー

ー

ー

１６

ー

ー

／

評価損益

△１２９

１９８

ー

ー

ー

ー

ー

ー

９，１０９

△１２，２３２

△１

ー

ー

ー

ー

ー

△１，５００

ー

ー

△４，５５５

）

）

）

）

）

）

）

）

）

）

）

）

注１）時価の算定
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっています。
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しています。

注２）（ ）内は貸借対照表に計上したオプション料です。

注）契約金額等は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量または信用リスク量を示すものではありません。



71

（単位：百万円）

平成１０年３月末

種　　類

取 引 所

店 頭

売 建

買 建

コ ー ル

プ ッ ト

コ ー ル

プ ッ ト

売 建

買 建

受取固定・支払変動

受取変動・支払固定

受取変動・支払変動

コ ー ル

プ ッ ト

コ ー ル

プ ッ ト

売 建

買 建

売　　建

買　　建

売　　建

買　　建

金 利 先 物

そ の 他

金 利

オプション

金 利

先 渡 契 約

金 利

オプション

金 利

ス ワ ッ プ

契約額等

２５３，１５０

２２１，３８１

ー

（ー

ー

（ー

９２

（５

ー

（ー

ー

ー

３９０，３０７

３１６，５５４

２，０００

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

１００，１００

（２，０６６

９９，９００

（１，９３３

）

）

）

）

）

）

）

）

）

）

時　価

２５３，３１４

２２１，５７４　

ー

ー

３

ー

ー

ー

７，２１７

△５，７１５

△９

ー

ー

ー

ー

△１，２２９

１，３４２

平成１１年３月末

契約額等

４７，９９０

３７，２１６

ー

（ー

ー

（ー

（ー

（ー

ー

（ー

ー

ー

１０４，０９０

１０５，６６８

ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

４５，９００

（１９８

４５，７００

（２８２

）

）

）

）

）

）

）

）

）

）

）

時　価

４８，１３１

３７，３２１　

ー

ー

ー

ー

ー

ー

１，５３１

△１，７５７

ー

ー

ー

ー

ー

９８

２４９

注）（ ）内は、契約額に係る当初の受払オプション料です。

１年以下

１８３，９７４

５．２７

３．４４

１８８，２９０

４．６６

２．２９

５００

０．４２

０．９３

３７２，７６４

１年～３年

７１，５２７

２．２７

０．７３

６６，１６０

３．２９

１．１６

ー

ー

ー

１３７，６８８

３年超

６，０００

４．５４

０．４７

２７，７６５

４．０５

１．９３

ー

ー

ー

３３，７６５

区　　分

注３）金利スワップ契約の内容は下記のとおりです。

残 存 期 間

受取固定・支払変動スワップ想定元本

平 均 受 取 固 定 金 利

平 均 支 払 変 動 金 利

受取変動・支払固定スワップ想定元本

平 均 受 取 変 動 金 利

平 均 支 払 固 定 金 利

受取変動・支払変動スワップ想定元本

平 均 受 取 変 動 金 利

平 均 支 払 変 動 金 利

合 計

（単位：百万円、％）

平成１１年３月末

１年以下

２１４，７０４

４．８７

２．５０

２１０，９７６

２．９１

４．８３

３，５００

３．３４

１．１２

４２９，１８０

１年～３年

９０，３１５

４．６０

１．４１

１４２，５１２

２．２３

４．３６

５００

０．５４

１．２９

２３３，３２７

３年超

３０，１０５

４．８６

１．７９

５１，６９８

３．７１

６．２８

ー

ー

ー

８１，８０３

平成１０年３月末

注４）特定取引（トレーディング取引）に含まれるデリバティブ取引については、時価評価を行い、その評価損益を損益計算書に計上していますので上記記載
から除いています。
特定取引に含まれるデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりです。
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通 貨 ス ワ ッ プ

う ち 米 ド ル

う ち 英 ポ ン ド

う ち 独 マ ル ク

う ち そ の 他

通貨関連取引 （単位：百万円）

平成１１年３月末

種 類区　分

店　　頭

契約額等

１９４，３１３

１９４，３１３

ー

ー

ー

うち１年超

ー

ー

ー

ー

ー

時　価

△１，２９０

△１，２９０

ー　　

ー　

ー　

評価損益

△１，２９０

△１，２９０

ー　　

ー　

ー　

平成１０年３月末

契約額等

２２８，５５９

２１７，１１６

６，６５３

ー

４，７８８

うち１年超

７，９１２

７，９１２

ー

ー

ー

時　価

△２，０５８

△１，９９６

△６２

ー

１

評価損益

△２，０５８

△１，９９６

△６２

ー

１

注１）時価の算定
割引現在価値により算定しています。

注２）特定取引（トレーディング取引）に含まれるデリバティブ取引には該当がありません。

（単位：百万円）

平成１０年３月末

種 類区　　分

取 引 所

店 頭

売 建

買 建

コール

プ ット

コール

プ ット

売 建

買 建

コール

プット

コール

プット

売 建

買 建

売　建

買　建

売　建

買　建

通 貨 先 物

為 替 予 約

そ の 他

通 貨

オプション

通 貨

オプション

）

）

）

）

）

）

）

）

契約額等

ー

ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

１９１，４２３

１６５，９２６

１６，５１２

（１，４８９

２２，４５７

（０

１５，８５２

（１，５１２

２１，７９６

（０

ー

ー

平成１１年３月末

）

）

）

）

）

）

）

）

契約額等

ー

ー

４，８３４

（３７

４，８２２

（２

４，８２２

（３７

４，８２２

（２

９６，８０６

１３７，９７１

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

ー

注）（ ）内は、貸借対照表上に計上したオプション料です。

注３）先物為替予約、通貨オプション等については、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上していますので上記記載から除いています。
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりです。
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株式関連取引には該当がありません。

株式関連取引

（単位：百万円）

平成１１年３月末

債券関連取引

種 類区 分

合 計

取引所

店　頭

売 建

買 建

コール

プ ット

コール

プ ット

コール

プット

コール

プット

売 建

買 建

売　建

買　建

売　建

買　建

債 券 先 物

そ の 他

債 券 先 物

オプション

債 券 店 頭

オプション

契約額等

８，０１８

８，７９０

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

ー

／

うち１年超

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

／

時　価

８，０００

８，７２６

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

／

評価損益

１８

△６３

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

△４５

）

）

）

）

）

）

）

）

平成１０年３月末

契約額等

１３８，０３２

７９４

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

（ー

ー

ー

／

うち１年超

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

／

時　価

１３８，７８５

７９４

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

／

評価損益

△７５２

△０

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

△７５３

）

）

）

）

）

）

）

）

注１）時価の算定
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっています。
店頭取引については、オプション価格計算モデル等により算定しています。

注２）（ ）内は貸借対照表に計上したオプション料です。
注３）特定取引（トレーディング取引）に含まれるデリバティブ取引には該当がありません。

商品関連取引

商品関連取引には該当がありません。
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（単位：億円）

平成１０年３月末

◆オフバランス取引情報

金融派生商品および先物外国為替取引

契約金額・想定元本額

１６，５４５ （ー

３，５７３（１，５１９

２，６６２　 （ー

１３２（６，１３４

２２，９１３（７，６５３

信用リスク相当額

２６１

１８６

４０

０

４８８

注１）上記は、自己資本比率（国際統一基準）に基づくものであり、信用リスク相当額の算出にあたってはカレント・エクスポージャー（一部オリジナルエク
スポージャー）を採用しています。

注２）（ ）内は、国際統一基準の対象外の取引所取引および原契約期間が１４日以内の外国為替関連取引等の契約金額・想定元本額です。

金 利 お よ び 通 貨 ス ワ ッ プ

先 物 外 国 為 替 取 引

金利および通貨オプション

そ の 他 の 金 融 派 生 商 品

合 計

）

）

）

）

）

平成１１年３月末

契約金額・想定元本額

９，５０５ （ー

２，３４７（ ７６９

４７５　 （ー

ー（６，４３６

１２，３２８（７，２０６

信用リスク相当額

１５５

５８

４

ー

２１８

）

）

）

）

）

（単位：億円）

平成１１年３月末

与信関連取引

コ ミ ッ ト メ ン ト

保 証 取 引

そ の 他

合 計

契約金額

１５，５１１

２８，０２２

ー

４３，５３３

平成１０年３月末

契約金額

１３，９９６

３２，４９７

ー

４６，４９３

ク レ ジ ッ ト

デリバティブ

取 引

売　　建

買　　建

クレジットデリバティブ取引 （単位：百万円）

平成１１年３月末

種 類

種 類

種 類

区　分

店　　頭

契約額等

ー

ー

うち１年超

ー

ー

時　価

ー

ー

評価損益

ー

ー

平成１０年３月末

契約額等

１０，０００

ー

うち１年超

ー

ー

時　価

０

ー

評価損益

０

ー

注）特定取引（トレーディング取引）に含まれるデリバティブ取引には該当がありません。
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成１０年３月末

平成１０年３月末

◆ 信託財産残高表

２，０３０，８５３

１，７１１，７３９

３１９，１４４

６，７５３，７５５

１，７２６，６２６

７１，２７２

９２０，９７９

２，８２９，３３９

１，１３０，８４５

７４，６９０

３，４５５，０１６

４０，４８６

７３，２７３

１，１３０

２１３，５１４

１４３，１１６

１４３，１１６

１９７，３０３

２５６

１９７，０４７

４７，９２４

１３，８９９

７４５，２９３

１，０５６，４７１

２９２，７１８

０

２９２，７１８

１５，０６４，７５７

平成１１年３月末

１，８４２，１０５

１，５８５，８９２

２５６，２１３

７，１５８，４２１

１，７１５，０７２

９４，７６１

８８１，８０４

２，９１９，７８２

１，４８２，６５２

６４，３４８

３，５０６，０７３

７０，４００

８７，１２９

４，６０４

９０，００８

６５８，２４２

６５８，２４２

２１１，８４５

２１４

２１１，６３１

３８，６８１

１，４９８

４８４，７５７

７５４，３３６

３３０，８０７

０

３３０，８０７

１５，２３８，９１１

■ 資産

貸 出 金

証 書 貸 付

手 形 貸 付

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

証 券 投 資 信 託 有 価 証 券

証 券 投 資 信 託 外 国 投 資

信 託 受 益 権

受 託 有 価 証 券

貸 付 有 価 証 券

金 銭 債 権

そ の 他 の 金 銭 債 権

動 産 不 動 産

動 産

不 動 産

そ の 他 債 権

買 入 手 形

コ ー ル ロ ー ン

銀 行 勘 定 貸

現 金 預 け 金

現 金

預 け 金

合 計

■ 負債

指 定 金 銭 信 託

特 定 金 銭 信 託

年 金 信 託

財 産 形 成 給 付 信 託

貸 付 信 託

証 券 投 資 信 託

金 銭 信 託 以 外 の 金 銭 の 信 託

有 価 証 券 の 信 託

金 銭 債 権 の 信 託

動 産 の 信 託

土 地 お よ び そ の 定 着 物 の 信 託

包 括 信 託

合 計

４，１０９，６７７

８４４，９８１

１，９３７，２４４

３，０７１

２，７４６，２０１

４，４０７，７５７

７４２，７７６

２１，１４７

４９，４９７

１７６

２２，１５５

１８０，０７０

１５，０６４，７５７

平成１１年３月末

４，３１１，２４０

１，１５２，６９１

１，８５５，１９３

２，９３２

２，２５０，６４６

４，２５１，２２４

４０４，８５３

２２，８１６

７５５，１３６

１３７

２１，５６１

２１０，４７４

１５，２３８，９１１

信託業務の状況

注１）共同信託他社管理財産　平成１０年３月期末１１，８００，０００百万円、平成１１年３月期末１１，４８６，４６６百万円
注２）元本補てん契約のある信託の貸出金平成１０年３月期末１，９２０，４７５百万円のうち破たん先債権額は１８，４１１百万円、延滞債権額は２９，４６１百万円、金利減

免等債権額は４，２５９百万円です。
注３）元本補てん契約のある信託の貸出金平成１１年３月期末１，７５５，７４７百万円のうち破たん先債権額は１２，０５２百万円、延滞債権額は３５，０８４百万円、３ヵ月

以上延滞債権額は７，１６９百万円、貸出条件緩和債権額は２，９８４百万円です。また、これらの合計額は５７，２９１百万円です。



（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆金銭信託等の受入状況

種 類

金 銭 信 託

年 金 信 託

財 産 形 成 給 付 信 託

貸 付 信 託

合 計

元　本

５，２８８，１４２

１，８８０，８０８

２，９１８

２，２０２，２２０

９，３７４，０９０

その他

１７５，７９０

△２５，６１４

１４

４８，４２６

１９８，６１６

合　計

５，４６３，９３２

１，８５５，１９３

２，９３２

２，２５０，６４６

９，５７２，７０６

平成１０年３月末

元　本

４，７６１，５８５

１，９６５，９４１

３，０６５

２，６４９，３４１

９，３７９，９３３

その他

１９３，０７３

△２８，６９７

６

９６，８６０

２６１，２４３

合　計

４，９５４，６５９

１，９３７，２４４

３，０７１

２，７４６，２０１

９，６４１，１７６

（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆信託期間別元本残高

種 類

金 銭 信 託

貸 付 信 託

種 類

金 銭 信 託

貸 付 信 託

１年未満

１０８，２３４

／

１年以上２年未満

３７６，５１５

／

２年以上５年未満

７９０，０２８

２９０，７４７

５年以上

３，９２４，３３７

１，９１１，４７３

その他のもの

８９，０２５

／

合　計

５，２８８，１４２

２，２０２，２２０

平成１０年３月末

１年未満

３８，１９４

／

１年以上２年未満

３９５，８５２

／

２年以上５年未満

６２５，３００

４２３，６６４

５年以上

３，５８０，２０９

２，２２５，６７６

その他のもの

１２２，０２９

／

合　計

４，７６１，５８５

２，６４９，３４１

注）その他のものは金銭信託〈1カ月据置型〉「ヒット」、金銭信託〈新1年据置型〉「スーパーヒット」および個人年金信託〈相互扶助型〉です。

（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆元本補てん契約のある信託の内訳

合同運用指定金銭信託

７２，３１５

１８０，１３０

１１９，３８７

３７１，８３２

平成１０年３月末

８１，３６１

１３７，７８８

１４８，５２２

３６７，６７２

■ 資産

貸 出 金

有 価 証 券

そ の 他

合 計

平成１１年３月末

３７３，３７６

２１９

△１，７６３

３７１，８３２

平成１０年３月末

３６７，４３９

２４６

△１３

３６７，６７２

■ 負債

元 本

債 権 償却 準 備 金

そ の 他

合 計

（単位：百万円）

平成１１年３月末

貸付信託

１，６８３，４３２

３０９，７４８

４１７，４２５

２，４１０，６０５

平成１０年３月末

１，８３９，１１４

２９６，５４９

７７８，４２４

２，９１４，０８８

■ 資産

貸 出 金

有 価 証 券

そ の 他

合 計

平成１１年３月末

２，３６２，２６６

１２，６１４

３５，７２４

２，４１０，６０５

平成１０年３月末

２，８１７，３７２

１５，１１４

８１，６０１

２，９１４，０８８

■ 負債

元 本

特 別 留 保 金

そ の 他

合 計

注）元本補てん契約のある信託には、信託財産の運用のため再信託された信託を含めています。
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（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆総資金量

預 金

信 託 資 金

総 資 金 量

３，０７２，３０４

９，５７２，７０６

１２，６４５，０１１

平成１０年３月末

１，７８６，７９３

９，６４１，１７６

１１，４２７，９６９

（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆従業員1人当たりおよび1店舗当たりの信託資金量

従 業 員 1 人 当 た り

1 店 舗 当 た り

２，８９９

８６，２４０

平成１０年３月末

３，３６０

１８５，４０７

注１）預金には譲渡性預金を含めています。
注２）信託資金は、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の信託財産の合計額です。

注１）信託資金量は、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の信託財産の合計額です。
注２）従業員数は、国内店の期中平均人員、店舗数は国内店舗数を用いて計算しています。

（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆金銭信託等の運用状況

種 類

金 銭 信 託

年 金 信 託

財 産 形 成 給 付 信 託

貸 付 信 託

合 計

貸出金

１５０，９５７

６，３４０

１，３７６

１，６８３，４３２

１，８４２，１０５

有価証券

４，７５６，１６１

１，７９７，２２６

ー

３０９，７４８

６，８６３，１３５

合　計

４，９０７，１１８

１，８０３，５６６

１，３７６

１，９９３，１８０

８，７０５，２４１

平成１０年３月末

貸出金

１８１，４０２

９，３５６

９８１

１，８３９，１１４

２，０３０，８５３

有価証券

４，１３６，３５６

１，８７３，４０９

ー

２９６，５４９

６，３０６，３１５

合　計

４，３１７，７５８

１，８８２，７６５

９８１

２，１３５，６６４

８，３３７，１６９

（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆貸出金残高

種 類

証 書 貸 付

手 形 貸 付

割 引 手 形

合 計

１，５８５，８９２

２５６，２１３

ー

１，８４２，１０５

平成１０年３月末

１，７１１，７３９

３１９，１１４

ー

２，０３０，８５３

注）残高は、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の合計額です。
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（単位：百万円、％）

平成１１年３月末

◆貸出金の業種別内訳

区 分

製 造 業

農 業

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

運 輸 ・ 通 信 業

卸 売 ・ 小 売 業 、 飲 食 店

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

サ ー ビ ス 業

地 方 公 共 団 体

そ の 他

合 計

金　額

１６７，６５４

ー

３５

２５０

１，４３２

３５，６４７

１４６，４８６

９３，８６０

１１７，０８４

２９０，９０２

３３９，７０４

１７２，２２７

８，４９８

４６８，３２６

１，８４２，１０５

構成比

９．１０

ー

０．００

０．０１

０．０８

１．９４

７．９５

５．１０

６．３６

１５．７９

１８．４４

９．３５

０．４６

２５．４２

１００．００

平成１０年３月末

金　額

１６２，４１９

ー

３５

２，００５

３，４１５

４１，９５５

１６０，１０４

１０５，３０１

１２１，１１３

３７１，４３２

３９４，３３４

２０１，２５３

８，６１０

４５８，８７７

２，０３０，８５３

構成比

８．００

ー

０．００

０．１０

０．１７

２．０６

７．８８

５．１９

５．９６

１８．２９

１９．４２

９．９１

０．４２

２２．６０

１００．００

注）金額および構成比は、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の貸出金合計です。

（単位：百万円、％）

平成１１年３月末

◆中小企業等に対する貸出金

総 貸 出 金 残 高 （A）

中 小 企 業 等 へ の 貸 出 金 残 高 （ B ）

中小企業等への貸出金の比率（Ｂ/Ａ）

１，８４２，１０５

１，０９５，８９９

５９．４９

平成１０年３月末

２，０３０，８５３

１，２４３，０１１

６１．２１

（単位：百万円）◆貸出金の契約期間別残高

貸 出 金 残 高

平成１１年３月末

貸 出 金 残 高

１年以下

１１３，０４５

１年超３年以下

１５９，０４８

３年超５年以下

１８６，５４１

５年超７年以下

５３１，０８３

７年超

８５２，３８８

合　計

１，８４２，１０５

平成１０年３月末

１年以下

１４０，１８２

１年超３年以下

２２４，５４０

３年超５年以下

２５２，４１０

５年超７年以下

５２９，４２３

７年超

８８４，２９８

合　計

２，０３０，８５３

注）残高は、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の貸出金の合計額です。

注）中小企業等とは、資本金1億円（ただし、卸売業は３千万円、小売業・飲食店・サービス業は1千万円）以下の会社、または常用する従業員が３００人（ただし、
卸売業は１００人、小売業・飲食店・サービス業は５０人）以下の会社および個人です。
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（単位：百万円、％）

平成１１年３月末

◆貸出金の使途別内訳

区 分

設 備 資 金

運 転 資 金

合 計

金　額

８４６，０８３

９９６，０２２

１，８４２，１０５

構成比

４５．９３

５４．０７

１００．００

平成１０年３月末

金　額

８８７，８９４

１，１４２，９５９

２，０３０，８５３

構成比

４３．７２

５６．２８

１００．００

注）金額および構成比は、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の貸出金合計です。

（単位：百万円）◆貸出金の担保別内訳

種 類

有 価 証 券

債 権

土 地 建 物

工 場

財 団

船 舶

そ の 他

計

保 証

信 用

合 計
（うち劣後特約付貸出金）

注）金額は、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の貸出金合計です。

平成１０年３月末

２５，５２９

９３，８０９

６５５，６０５

１，７０４

１１０，２７６

１，８５２

３，００６

８９１，７８４

３３５，１４８

８０３，９２０

２，０３０，８５３
（２，０００）

平成１１年３月末

１８，８２６

９５，９６９

５９７，９６７

３０３

１０３，９２１

２，１４７

１，２４９

８２０，３８５

３３８，１２１

６８３，５９９

１，８４２，１０５
（２，０００）

（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆消費者ローンおよび住宅ローン残高（銀行勘定との合計）

種 類

消 費 者 ロ ー ン

（ う ち 信 託 勘 定 ）

住 宅 ロ ー ン

（ う ち 信 託 勘 定 ）

４０，４５３
（８，１３９）

１７２，２８１
（１２７，００８）

平成１０年３月末

１３，２３７
（８，７０２）

１１６，５８４
（１１６，５８４）

（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆従業員1人当たりおよび1店舗当たりの貸出金残高

種 類

従 業 員 1 人 当 た り

1 店 舗 当 た り

５５８

１６，５９５

平成１０年３月末

７０７

３９，０５４

注１）貸出金は、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の貸出金合計額です。
注２）従業員数は、国内店の期中平均人数、店舗数は国内店舗数を用いて計算しています。
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（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆金融再生法に基づく資産の査定額（元本補てん契約のある信託勘定分）

区 分

破 産 更 生 債 権 お よ び こ れ ら に 準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

正 常 債 権

合 計

３２，１９８

２２，２３９

９，０６９

１，６９２，２３９

１，７５５，７４７

注１）資産の査定は、貸付有価証券、貸出金等の各勘定について債務者の財政状態および経営成績等を基礎として次のとおり区分するものです。
①破産更生債権およびこれらに準ずる債権

破産、会社更正、和議等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権をいいます。
②危険債権

債務者が経営破たんの状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない可
能性の高い債権をいいます。

③要管理債権
上記①，②に該当しない３ヵ月以上延滞債権および貸出条件緩和債権をいいます。

④正常債権
債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、上記①から③までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。

注２）銀行勘定の貸出金における「金融再生法に基づく資産査定額」についても記載しています。（P.８７ご参照）

（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆リスク管理債権額（元本補てん契約のある信託勘定分）

区 分

破 た ん 先 債 権 額

延 滞 債 権 額

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額

合 計

１２，０５２

３５，０８４

７，１６９

２，９８４

５７，２９１

平成１０年３月末

１８，４１１

２９，４６１

１１，６９１

４，３３１

６３，８９６

注１）破たん先債権
会社更生法、和議法、破産法等の法的手続きがとられているなど、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げ
る事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸出金をいいます。

注２）延滞債権
元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から６ヵ月以上遅延している貸出金のうち、前述の破たん先債権および債務者の経営再建または支援を図るこ
とを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の貸出金をいいます。

注３）３カ月以上延滞債権
元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金のうち、前述の破たん先債権、延滞債権以外の貸出金をいいます。

注４）貸出条件緩和債権
債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金のうち、前述の破たん先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権以外の貸出金をいいます。

注５）銀行勘定の貸出金における「リスク管理債権」についても記載しています。（P.８７ご参照）
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（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆有価証券残高

種 類

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

合 計

１，６８５，４３８

７４，２６６

８２８，４５０

２，７９０，４４８

１，４８４，５３１

６，８６３，１３５

平成１０年３月末

１，６５３，０３４

４９，００４

８４２，５５７

２，６３２，３４５

１，１２９，３７３

６，３０６，３１５

注）残高は、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の合計です。

◆当社の信託代理店契約先

本店所在地

北 海 道

宮 城 県

福 島 県

栃 木 県

茨 城 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

静 岡 県

新 潟 県

富 山 県

福 井 県

本店所在地

岐 阜 県

愛 知 県

三 重 県

大 阪 府

兵 庫 県

愛 媛 県

福 岡 県

佐 賀 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

沖 縄 県

金 融 機 関 名

岐阜信用金庫 大垣共立銀行

岡崎信用金庫 中京銀行 瀬戸信用金庫

蒲郡信用金庫 豊田信用金庫 豊川信用金庫

第三銀行 三重銀行

近畿銀行

但馬銀行

伊予銀行

西日本銀行 福岡シティ銀行

佐賀銀行

熊本ファミリー銀行

大分銀行 豊和銀行

宮崎銀行 宮崎太陽銀行

沖縄海邦銀行

注）同一都道府県内は信託代理店契約締結順で記載しています。

金 融 機 関 名

札幌銀行　　 北洋銀行

仙台銀行

福島銀行

栃木銀行

茨城銀行 水戸信用金庫

小川信用金庫

船橋信用金庫 木更津信用金庫

東京都民銀行 城南信用金庫 西武信用金庫

東京信用金庫

湘南信用金庫 川崎信用金庫

駿河銀行

新潟中央銀行

北陸銀行

福井銀行 合 計 42行・庫

平成１１年７月１日現在



82

（単位：百万円、％）

◆預金・譲渡性預金残高

預　　金

流 動 性 預 金

う ち 有 利 息 預 金

定 期 性 預 金

うち固定自由金利定期預金

うち変動自由金利定期預金

そ の 他

合 計

譲 渡 性 預 金

総 合 計

平成１０年３月期

国内業務部門

１６７，９１２

１４９，１９５

１，０５９，０３５

１，０５８，９５３

ー

１２，０５４

１，２３９，００２

８６，８０２

１，３２５，８０５
（７５．８２）

国際業務部門

１５６

２９

２１１，９２３

／

／

１８４，３２３

３９６，４０３

２６，４３１

４２２，８３４
（２４．１８）

合　　計

１６８，０６８
（９．６１）

１４９，２２５

１，２７０，９５９
（７２．６８）

１，０５８，９５３

ー

１９６，３７８
（１１．２３）

１，６３５，４０６
（９３．５２）

１１３，２３４
（６．４８）

１，７４８，６４０
（１００．００）

平成１１年３月期

国内業務部門

２５９，７１８

２２８，５４９

１，７６５，０４４

１，７６４，８０４

３０

１２，３０６

２，０３７，０７０

８６，３６４

２，１２３，４３４
（９１．５３）

国際業務部門

７２

３４

１５，２５７

／

／

１８１，０５５

１９６，３８６

ー

１９６，３８６
（８．４７）

合　　計

２５９，７９１
（１１．２０）

２２８，５８３

１，７８０，３０２
（７６．７４）

１，７６４，８０４

３０

１９３，３６２
（８．３４）

２，２３３，４５６
（９６．２８）

８６，３６４
（３．７２）

２，３１９，８２０
（１００．００）

平均残高

（単位：百万円、％）

預　　金

流 動 性 預 金

う ち 有 利 息 預 金

定 期 性 預 金

うち固定自由金利定期預金

うち変動自由金利定期預金

そ の 他

合 計

譲 渡 性 預 金

総 合 計

平成１０年３月末

国内業務部門

１６０，２０１

１３６，６８３

１，０５７，６７１

１，０５７，５９６

ー

１４，４３０

１，２３２，３０２

２６６，６４０

１，４９８，９４２
（８３．８９）

国際業務部門

４５

１７

３３，２７３

／

／

２５４，５３０

２８７，８５０

ー

２８７，８５０
（１６．１１）

期末残高

１６０，２４６
（８．９７）

１３６，７０１

１，０９０，９４４
（６１．０６）

１，０５７，５９６

ー

２６８，９６１
（１５．０５）

１，５２０，１５３
（８５．０８）

２６６，６４０
（１４．９２）

１，７８６，７９３
（１００．００）

平成１１年３月末

国内業務部門

４１７，５６８

３４１，８５３

２，１３１，３０９

２，１３０，７９９

７９

４８，１６６

２，５９７，０４４

３５４，９３０

２，９５１，９７４
（９６．０８）

国際業務部門

９４

８８

５，０８２

／

／

１１５，１５４

１２０，３３０

ー

１２０，３３０
（３．９２）

期末残高

４１７，６６２
（１３．５９）

３４１，９４１

２，１３６，３９１
（６９．５４）

２，１３０，７９９

７９

１６３，３２０
（５．３２）

２，７１７，３７４
（８８．４５）

３５４，９３０
（１１．５５）

３，０７２，３０４
（１００．００）

期末残高

注１）流動性預金は、当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金の合計額です。
注２）固定自由金利定期預金とは、預け入れ時に満期日までの利率が確定する自由金利定期預金です。変動自由金利定期預金とは、預け入れ期間中の市場金利

の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金です。定期性預金は、定期預金、定期積金の合計額です。
注３）（ ）内は構成比です。

注１）流動性預金は、当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金の合計額です。
注２）固定自由金利定期預金とは、預け入れ時に満期日までの利率が確定する自由金利定期預金です。変動自由金利定期預金とは、預け入れ期間中の市場金利

の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金です。定期性預金は、定期預金、定期積金の合計額です。
注３）（ ）内は構成比です。

銀行業務の状況
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（単位：百万円、％）◆預金者別残高

内 訳

法 人

個 人

そ の 他

合 計

平成１０年３月末

７０５，９９７
（５２．５７）

３３２，４１０
（２４．７５）

３０４，６０１
（２２．６８）

１，３４３，０１０
（１００．００）

平成１１年３月末

７７０，７９９
（４１．６４）

６９３，６８１
（３７．４８）

３８６，５５８
（２０．８８）

１，８５１，０３９
（１００．００）

注１）海外支店分、特別国際金融取引勘定分および譲渡性預金は除いています。
注２）公金、金融機関は「その他」に含めています。
注３）（ ）内は構成比です。

平成１０年３月末

（単位：百万円）◆定期預金の残存期間別残高

種 類

定 期 預 金

うち固定自由金利定期預金

うち変動自由金利定期預金

う ち そ の 他

３ヵ月未満

５６０，６０３

５２７，２５５

ー

３３，３４７

３年以上

１２２，７０１

１２２，７０１

ー

ー

合　　計

１，０９０，９４４

１，０５７，５９６

ー

３３，３４７

３ヵ月以上
６ヵ月未満

１２２，９２９

１２２，９２９

ー

ー

６ヵ月以上
１年未満

１１９，９８３

１１９，９８３

ー

ー

１年以上
２年未満

７６，８７６

７６，８７６

ー

ー

２年以上
３年未満

８７，８５１

８７，８５１

ー

ー

平成１１年３月末

種 類

定 期 預 金

うち固定自由金利定期預金

うち変動自由金利定期預金

う ち そ の 他

３ヵ月未満

７３２，０４１

７２６，５６６

３

５，４７１

３年以上

１４４，３５３

１４４，３５３

ー

ー

合　　計

２，１３３，８４０

２，１２８，２８９

７９

５，４７１

３ヵ月以上
６ヵ月未満

３１７，８６４

３１７，８５７

６

ー

６ヵ月以上
１年未満

４４５，９１５

４４５，８８５

２９

ー

１年以上
２年未満

２８９，３７３

２８９，３４６

２７

ー

２年以上
３年未満

２０４，２９２

２０４，２８０

１２

ー

注）本表の預金残高には積立定期預金を含んでいません。

（単位：百万円）

平成１１年３月末

◆従業員1人当たりおよび1店舗当たりの預金残高

従 業 員 1 人 当 た り

1 店 舗 当 た り

注１）預金額には譲渡性預金を含めています。
注２）従業員数は、期中平均人員を用いて計算しています。なお、従業員数には本部人員を含めて計算しています。

国内店

９２９

２７，６３１

海外店

５５

１，７２５

合　計

９０４

２６，９５０

平成１０年３月末

国内店

６１６

３３，９８９

海外店

１８９

６，４４０

合　計

６０１

３２，４８７

（単位：％）

平成１１年３月期

◆預金利回り

預 金 利 回 り

国内業務部門

０．８５

国際業務部門

５．１５

合　計

１．２３

平成１０年３月期

国内業務部門

０．８６

国際業務部門

５．２１

合　計

１．９１
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（単位：百万円）

◆貸出金残高

種 類

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

合 計

平成１０年３月末

国内業務部門

１２，４２５

７１６，７１７

５５８，１２６

１６３，３０２

１，４５０，５７２

国際業務部門

／

２１，９２２

２８１，１４８

―

３０３，０７１

期末残高

１２，４２５

７３８，６４０

８３９，２７５

１６３，３０２

１，７５３，６４３

平成１１年３月末

国内業務部門

３７，３０３

７７２，４０６

８８１，７５５

４１９，０４２

２，１１０，５０７

国際業務部門

／

１４，０７２

１９４，５０６

９４６

２０９，５２５

期末残高

３７，３０３

７８６，４７８

１，０７６，２６２

４１９，９８８

２，３２０，０３２

期末残高

（単位：百万円）

平成１１年３月期

種 類

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

合 計

国内業務部門

１９，２７３

７７０，０９２

６６８，０２０

２５６，５６３

１，７１３，９４９

国際業務部門

／

２０，５７８

２４２，６５３

４３９

２６３，６７１

合　　計

１９，２７３

７９０，６７０

９１０，６７４

２５７，００２

１，９７７，６２１

平成１０年３月期

国内業務部門

１６，１５７

７３７，２３９

５１７，５８６

２１２，４３９

１，４８３，４２２

国際業務部門

／

２７，１０７

３５８，８５７

１７

３８５，９８１

合　　計

１６，１５７

７６４，３４７

８７６，４４３

２１２，４５６

１，８６９，４０４

平均残高

平成１０年３月末

（単位：百万円）残存期間別残高

種 類

貸 出 金

う ち 変 動 金 利

う ち 固 定 金 利

１年以下

１，０７９，５２９

／　　

／　

期間の定め
のないもの

１６３，３０２

１６３，３０２

―

合　　計

１，７５３，６４３

／　

／　

１年超
３年以下

１９０，３３５

１３５，２１７

５５，１１７

３年超
５年以下

１２８，４７０

９８，１３２

３０，３３７

５年超
７年以下

４１，４７９

３０，８４９

１０，６３０

７年超

１５０，５２７

１３１，６４８

１８，８７８

平成１１年３月末

種 類

貸 出 金

う ち 変 動 金 利

う ち 固 定 金 利

１年以下

１，０４９，４８０

／　　

／　

期間の定め
のないもの

４１９，９８８

４１９，９８８

―

合　　計

２，３２０，０３２

／　

／　

１年超
３年以下

３０８，５４０

２０９，０６１

９９，４７８

３年超
５年以下

２０２，０２１

１３８，５０９

６３，５１２

５年超
７年以下

６４，４９７

４２，６６０

２１，８３７

７年超

２７５，５０３

２３６，７０８

３８，７９４

注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。



85

（単位：百万円、％）

平成１０年３月末

区　　 分

国 内 店 分
（除く特別国際金融取引勘定分）

製 造 業

農 業

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 ・ 通 信 業

卸 売・ 小 売業 、飲 食店

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

サ ー ビ ス 業

地 方 公 共 団 体

そ の 他

海外店分および特別国際金融取引勘定分

政 府 等

金 融 機 関

商 工 業

そ の 他

合 計

金　　額

１，５６０，５０３

２２５，１７０

ー

ー

７，２１５

１，３２９

２７，２５６

１２，３８０

１０７，２５４

１５０，８３５

３７５，９５２

２８４，３２１

２３０，６６５

１，２０６

１３６，９２０

１９３，１３９

８，８０８

１９，９６３

１６３，８３８

５２９

１，７５３，６４３

構成比

１００．００

１４．４３

ー

ー

０．４６

０．０９

１．７５

０．７９

６．８７

９．６７

２４．０９

１８．２２

１４．７８

０．０８

８．７７

１００．００

４．５６

１０．３４

８４．８３

０．２７

／

平成１１年３月末

金　　額

２，２００，６１０

３６８，２６２

１，２５５

６

１，９９０

１，０８６

９８，３７９

１５，９７２

１１２，９９０

４１０，２９２

３１５，４９９

２９４，３５０

３４０，４６０

２，５１０

２３７，５５９

１１９，４２２

７，３５３

５，７３４

１０４，１７７

２，１５７

２，３２０，０３２

構成比

１００．００

１６．７３

０．０６

０．００

０．０９

０．０５

４．４７

０．７３

５．１３

１８．６４

１４．３４

１３．３８

１５．４７

０．１１

１０．８０

１００．００

６．１６

４．８０

８７．２３

１．８１

／

◆貸出金の業種別内訳

（単位：百万円、％）

平成１１年３月末

区 分

設 備 資 金

運 転 資 金

合 計

金　　額

４５４，５２４

１，８６５，５０８

２，３２０，０３２

構成比

１９．５９

８０．４１

１００．００

平成１０年３月末

金　　額

２５１，３３０

１，５０２，３１３

１，７５３，６４３

構成比

１４．３３

８５．６７

１００．００

◆貸出金の使途別内訳

（単位：百万円、％）

平成１１年３月末

総 貸 出 金 残 高 （A）

中小企業等への貸出金残高（Ｂ）

中小企業等への貸出金の比率（Ｂ/A）

２，２００，６１０

１，０４５，１６７

４７．４９

平成１０年３月末

１，５６０，５０３

７６８，２３１

４９．２３

◆中小企業等に対する貸出金

注１）海外支店分、特別国際金融取引勘定分を除いています。
注２）中小企業等とは、資本金1億円（ただし、卸売業は３千万円、小売業・飲食店・サービス業は1千万円）以下の会社、または常用する従業員が３００人（ただ

し、卸売業は１００人、小売業・飲食店・サービス業は５０人）以下の会社および個人です。
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平成１０年３月末

（単位：百万円）

平成１１年３月末種 類

有 価 証 券

債 権

動 産 不 動 産

保 証

信 用

合 計

１，６９７

５，９６１

１４，７３７

８，８３８

３３，６０３

６４，８３８

４３６

４，７０４

６，５０８

２６，８７９

４９４，１９６

５３２，７２５

◆支払承諾見返の担保別内訳

（単位：百万円）

平成１１年３月末

従 業 員 1 人 当 た り

1 店 舗 当 た り

◆従業員1人当たりおよび1店舗当たりの貸出金残高

国内店

６７２

１９，９９８

海外店

１，０６５

３３，３８８

合　計

６８３

２０，３５１

平成１０年３月末

国内店

５４９

３０，３３６

海外店

１，７２６

５８，７１６

合　計

５９０

３１，８８４

注）従業員数は、期中平均人員を用いて計算しています。なお、従業員数には本部人員を含めて計算しています。

（単位：百万円）

平成１１年３月末種 類

有 価 証 券

債 権

土 地 建 物

工 場

財 団

船 舶

そ の 他

計

保 証

信 用

合 計
（うち劣後特約付貸出金）

６４，８４５

１１９，３２４

５３１，４３８

１１，１５６

９７，４００

１５，０６９

２４，３７０

８６３，６０５

４６６，６７５

９８９，７５２

２，３２０，０３２
（―）

平成１０年３月末

５６，８９０

９９，１１３

３３３，３１４

１１，８５９

１００，５８６

１２，３２２

６２，６６０

６７６，７４６

３２４，９４８

７５１，９４８

１，７５３，６４３
（―）

◆貸出金の担保別内訳
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注）（ ）中は期中増減です。

（単位：百万円）

平成１０年３月末

６８，８９４

７８，２７９

９，１５９

６５，０９４

２２１，４２７

平成１１年３月末

２６，３９６

２２，５７７

１２，５９４

８４，７８１

１４６，３４９

２６，０１４

２２，４１９

１２，５８２

８４，７８１

１４５，７９８

◆リスク管理債権（銀行勘定分）

注１）破たん先債権
元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息
を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」）のうち、会社更生法、和議法、破産法等の法的手続きがとられ
ているなど、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている
貸出金をいいます。

注２）延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、前述の破たん先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の貸
出金をいいます。

注３）３カ月以上延滞債権
元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金のうち、前述の破たん先債権、延滞債権以外の貸出金をいいます。

注４）貸出条件緩和債権
債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金のうち、前述の破たん先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権以外の貸出金をいいます。

破 た ん 先 債 権 額

延 滞 債 権 額

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額

合 計

（単位：百万円）

区 分

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定

合 計

◆貸倒引当金内訳

平成１０年３月末

６，０８２
（△４１

１３９，７６９
（６５，８２６

３
（△２，５２４

１４５，８５４
（６３，２６１

区 分 単　　体 連　　結単　　体

）

）

）

）

平成１１年３月末

２４，３８８
（１８，３０５

２８，３３５
（△１１１，４３３

５１５
（５１１

５３，２３８
（△９２，６１６

）

）

）

）

（単位：百万円）
◆金融再生法に基づく資産査定額（銀行勘定分）

５５，０１０

７０，７９６

４８，７０１

２，７０４，２０４

２，８７８，７１２

平成１１年３月末区 分

破 産 更 生 債 権 お よ び こ れ ら に 準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

正 常 債 権

合 計

注）資産の査定は、貸借対照表の貸付有価証券、貸出金および外国為替、その他資産中の未収利息および仮払金ならびに支払承諾見返の各勘定について債務者
の財政状態および経営成績等を基礎として次のとおり区分するものです。
①破産更生債権およびこれらに準ずる債権

破産、会社更生、和議等の事由により経営破たんに陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権をいいます。
②危険債権

債務者が経営破たんの状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない可能
性の高い債権をいいます。

③要管理債権
上記①，②に該当しない３ヵ月以上延滞債権および貸出条件緩和債権をいいます。

④正常債権
債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、上記①から③までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。
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（単位：百万円）

国 別

ブ ラ ジ ル

ブ ル ガ リ ア

合 計

（資産の総額に対する割合）

◆特定海外債権残高

特定海外債権残高

７

１

８

（０．００％）

平成１０年３月末

特定海外債権残高

３，６５８

６

０

３，６６６

（０．０７％）

平成１１年３月末

国 別

イ ン ド ネ シ ア

ブ ラ ジ ル

ブ ル ガ リ ア

合 計

（資産の総額に対する割合）

注）特定海外債権は、銀行業の決算経理基準および全国銀行協会（旧名称「全国銀行協会連合会」）の定める銀行業における決算経理基準により貸倒引当金（特定
海外債権引当勘定）の引当対象とされる貸出金です。

◆貸出金の預金に対する比率（預貸率）
（単位：百万円、％）

区 分

貸 出 金

預 金

預 貸 率

預 貸 率 期 中 平 均

合　　計

２，３２０，０３２

３，０７２，３０４

７５．５１

８５．２４

平成１１年３月末

国内業務部門

２，１１０，５０７

２，９５１，９７４

７１．４９

８０．７１

国際業務部門

２０９，５２５

１２０，３３０

１７４．１２

１３４．２６

合　　計

１，７５３，６４３

１，７８６，７９３

９８．１４

１０６．９０

平成１０年３月末

国内業務部門

１，４５０，５７２

１，４９８，９４２

９６．７７

１１１．８８

国際業務部門

３０３，０７１

２８７，８５０

１０５．２８

９１．２８

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ/Ｂ）

注）預金には譲渡性預金を含んでいます。

◆貸出金利回り
（単位：％）

貸 出 金 利 回 り

合　　計

２．０１

平成１１年３月期

国内業務部門

１．５３

国際業務部門

５．１７

合　　計

２．３４

平成１０年３月期

国内業務部門

１．４４

国際業務部門

５．７８

（単位：百万円）

平成１１年３月期

貸 出 金 償 却 額 ３７，７２９

平成１０年３月期

１，９９２

◆ 貸出金償却額
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（単位：百万円）

種 類

商 品 国 債

商 品 地 方 債

商 品 政 府 保 証 債

合 計

◆商品有価証券売買高

平成１１年３月期

１４６，３３１

―

―

１４６，３３１

平成１０年３月期

１，１９９，２０６

２，８０４

１，０００

１，２０３，０１０

（単位：百万円）

種 類

商 品 国 債

商 品 地 方 債

商 品 政 府 保 証 債

貸 付 商 品 債 権

合 計

◆商品有価証券平均残高

平成１１年３月期

５５１

―

４

―

５５６

平成１０年３月期

９，９０８

１９

２５

―

９，９５２

平成１０年３月末

（単位：百万円）◆有価証券の残存期間別残高

種 類

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

う ち 外 国 債 券

う ち 外 国 株 式

貸 付 有 価 証 券

１年以下

７，０６０

９１１

１４，０８０

／　　

２９，０２７

４，９４１

／　

３０

期間の定め
のないもの

―

―　

―

５５５，２２４

１１，４０７

―

１１，３３５

―

合　　計

９３，８１５

５７，９４０

１００，４８８

５５５，２２４

２３８，４５８

５８，０９６

１１，３３５

４７

１年超
３年以下

７，５１７

２，２８４

３６，０４７

／　　

４２，４２８

１４，１００

／　

１７

３年超
５年以下

４１，７３０

１３，６４８

３０，１９０

／　　

７２，００１

４，５４８

／　

―

５年超
７年以下

２５，９３３

２４，０８６

１２，１４５

／　　

２６，６７８

５，７６３

／　

―

７年超
１０年以下

１１，５７２

１７，００９

８，０２４

／　　

３４，２６８

６，０９５

／　

―

１０年超

―

―　

―

／　　

２２，６４７

２２，６４７

／　

―

平成１１年３月末

種 類

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

う ち 外 国 債 券

う ち 外 国 株 式

貸 付 有 価 証 券

１年以下

１９１，７９２

１，５６０

３８，６５８

／

３１，３８４

６，６５０

／

１７

期間の定め
のないもの

―

―　

―

６１７，５０９

８２，３３３

６９，９１５

９，９２３

―

合　　計

３２８，１９０

６９，８７１

１５７，１２３

６１７，５０９

３４４，９２９

２１１，４０６

９，９２３

５７８

１年超
３年以下

１８，１３１

６，２７８

７３，００６

／　　

４４，６８３

７，８４６

／　

１７５

３年超
５年以下

５７，６３４

１７，８６２

３２，２００

／　　

４９，３６３

４，７４４

／　

２３

５年超
７年以下

１２，８７５

１９，９８４

８，１６８

／　　

２８，１７０

２６，４５９

／　

３６２

７年超
１０年以下

４７，７５６

２４，１８４

５，０８９

／　　

９６，０７０

８２，８６７

／　

―

１０年超

―

―　

―

／　　

１２，９２３

１２，９２３

／　

―

注）自己株式は、「株式」に含めて記載しています。
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◆有価証券の預金に対する比率（預証率）
（単位：百万円、％）

区 分

有 価 証 券

預 金

預 証 率

預 証 率 期 中 平 均

合　　計

１，５１８，２０３

３，０７２，３０４

４９．４１

４９．４７

平成１１年３月末

国内業務部門

１，２９６，８７４

２，９５１，９７４

４３．９３

４９．０５

国際業務部門

２２１，３２９

１２０，３３０

１８３．９３

５３．９４

合　　計

１，０４５，９７５

１，７８６，７９３

５８．５３

６６．５６

平成１０年３月末

国内業務部門

９７６，５４３

１，４９８，９４２

６５．１４

７８．８０

国際業務部門

６９，４３１

２８７，８５０

２４．１２

２８．１７

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ/Ｂ）

注）預金には譲渡性預金を含んでいます。

種 類

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

う ち 外 国 債 券

う ち 外 国 株 式

合 計

平成１１年３月期

平均残高

国内業務部門

１２１，５３８

６２，９７４

１１４，２９７

５８３，５６６

１５９，３７９

／

／

１，０４１，７５５
（９０．７７）

注１）貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しています。
注２）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。
注３）（ ）内は構成比です。

（単位：百万円、％）

合　　計

１２１，５３８
（１０．５９）

６２，９７４
（５．４９）

１１４，２９７
（９．９６）

５８３，５６６
（５０．８４）

２６５，３１４
（２３．１２）

９４，４０１
（８．２３）

１１，５３３
（１．００）

１，１４７，６９１
（１００．００）

国際業務部門

―

―

―

―

１０５，９３５

９４，４０１

１１，５３３

１０５，９３５
（９．２３）

平成１０年３月期

国内業務部門

１７５，７８６

５６，８８９

１０８，８３６

５３０，６４８

１７２，６６１

／

／

１，０４４，８２３
（８９．７６）

合　　計

１７５，７８６
（１５．１０）

５６，８８９
（４．８９）

１０８，８３６
（９．３５）

５３０，６４８
（４５．５９）

２９１，８０２
（２５．０７）

１０６，７８１
（９．１７）

１２，３５９
（１．０６）

１，１６３，９６４
（１００．００）

国際業務部門

―

―

―

―

１１９，１４１

１０６，７８１

１２，３５９

１１９，１４１
（１０．２４）

（単位：百万円、％）

種 類

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

う ち 外 国 債 券

う ち 外 国 株 式

貸 付 有 価 証 券

合 計

◆保有有価証券の種類別残高

期末残高

合　　計

９３，８１５
（８．９７）

５７，９４０
（５．５４）

１００，４８８
（９．６１）

５５５，２２４
（５３．０８）

２３８，４５８
（２２．８０）

５７，４２２
（５．４９）

１２，００９
（１．１５）

４７
（０．００）

１，０４５，９７５
（１００．００）

平成１０年３月末

国内業務部門

９３，８１５

５７，９４０

１００，４８８

５５５，２２４

１６９，０２６

／

／

４７

９７６，５４３
（９３．３６）

国際業務部門

ー

ー

ー

ー

６９，４３１

５７，４２２

１２，００９

ー

６９，４３１
（６．６４）

合　　計

３２８，１９０
（２１．６２）

６９，８７１
（４．６０）

１５７，１２３
（１０．３５）

６１７，５０９
（４０．６７）

３４４，９２９
（２２．７２）

２１１，４０６
（１３．９２）

９，９２３
（０．６５）

５７８
（０．０４）

１，５１８，２０３
（１００．００）

平成１１年３月末

国内業務部門

３２８，１９０

６９，８７１

１５７，１２３

６１７，５０９

１２３，６００

／

／

５７８

１，２９６，８７４
（８５．４２）

国際業務部門

ー

ー

ー

ー

２２１，３２９

２１１，４０６

９，９２３

ー

２２１，３２９
（１４．５８）

注１）自己株式は、「株式」に含めて記載しています。
注２）（ ）内は構成比です。
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◆公共債の引受額 （単位：百万円）

平成１１年３月期種 別

国 債

地 方 債 ・ 政 府 保 証 債

合 計

１９，５４２

５０，０５９

６９，６０１

平成１０年３月期

１４，４８８

３５，０５２

４９，５４０

◆公共債の窓口販売実績 （単位：百万円）

平成１１年３月期種 別

国 債

地 方 債 ・ 政 府 保 証 債

合 計

３

―

３

平成１０年３月期

１０６

２４

１３１

証券業務

国際業務

その他の業務

◆外国為替取扱高 （単位：百万ドル）

平成１１年３月期区 分

２５，２３７

１７０

２３，３５９

１８５

４８，９５２

平成１０年３月期

２３，３６６

１４５

２４，１５７

１１３

４７，７８３

◆内国為替取扱高 （単位：千口、百万円）

平成１１年３月期

金　額

４，３６７，１４６

９，４６５，４８９

４５９，０６３

３０７，０８７

仕 向 為 替

被 仕 向 為 替

売 渡 為 替

買 入 為 替

支 払 為 替

取 立 為 替

区 分

送 金 為 替

代 金 取 立

各地へ向けた分

各地より受けた分

各地へ向けた分

各地より受けた分

合 計

◆外貨建資産残高 （単位：百万ドル）

平成１１年３月期

外 貨 建 資 産 残 高 ２，５２５

平成１０年３月期

３，８７８

口　数

１，２５９

１，０７１

５３

３１

平成１０年３月期

金　額

６，３０７，７９０

８，１７１，５４９

２７７，９４５

１３２，９９４

口　数

６９６

５３０

５１

２４

注）取扱高は海外店分を含んでいます。

証券・国際・その他の業務の状況



92

主要手数料一覧（平成１１年７月１日現在）

◆振込手数料

◆現金自動預入支払機（ATM）利用手数料

他行宛て

他行宛て

他行宛て

（上記の金額には５％の消費税等が含まれます。）

（上記の金額には５％の消費税等が含まれます。）

文書扱い

電信扱い

文書扱い

電信扱い

文書扱い

電信扱い

当社本・支店宛て

当社本・支店宛て

当社本・支店宛て

ATMをご利用の場合

窓口をご利用の場合

現金でのお振込

キャッシュカードでの

お振込

３万円以上

３１５円

５２５円

６３０円

２１０円

４２０円

４７２円

４２０円

６３０円

７３５円

１万円以上

３万円未満

１０５円

３１５円

４２０円

１０５円

２１０円

３１５円

２１０円

４２０円

５２５円

１万円未満

１０５円

２１０円

３１５円

１０５円

１５７円

２６２円

１０５円

３１５円

４２０円

現金自動預入支払機（ATM）お取扱い時間

注）三井信託銀行のキャッシュカードをお持ちのお客さまが、当社A T Mをご利用に
なられる場合の利用手数料は、当社カードの場合と同額となります。

注）A T Mにて三井信託銀行の本・支店宛てにお振込される場合の手数料は、
当社本・支店宛てと同額となります。

注）使用料は、店舗・設備仕様により料金が異なります。くわしくは窓口でご確認ください。

平日 ８：４５～１８：００

土曜 ９：００～１４：００

８：００～ ８：４５
１８：００～２１：００

土曜 １４：００～１７：００

日曜 ９：００～１７：００

祝日 ９：００～１７：００

１０５円

２１０円

平日［

当社カードによる引出し

提携カードによる引出し

お取扱い時間は店舗等によって異なります。

（P.９６～９８をご参照下さい。）

無料

１０５円

◆貸金庫使用料

（上記の金額には５％の消費税等が含まれます。）

年間使用料（例）

１５，７５０円

３４，６５０円

４３，４７０円

容　　　積（例）

１０，０００ 超１５，０００ 以下

２５，０００ 超３０，０００ 以下

３５，０００ 超４０，０００ 以下
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◆不動産の売買または交換の仲介手数料

◆不動産鑑定基本報酬

◆各種発行手数料

（別途５％の消費税等がかかります。）

（上記の金額には５％の消費税等が含まれます。）

１，０００万円超

４，０００万円超

８，０００万円超

１億５，０００万円超

３億円超

６億円超

１２億円超

２５億円超

１００億円超

類　型

建物および敷地

０．５６％ ＋ ２２４，０００円

０．２８％ ＋ ３３６，０００円

０．１６％ ＋ ４３２，０００円

０．０７４％ ＋ ５６１，０００円

０．０７２％ ＋ ５６７，０００円

０．０３９％ ＋ ７６５，０００円

０．０２４％ ＋ ９４５，０００円

０．０１６％＋１，１４５，０００円

０．０１３％＋１，４４５，０００円

４，０００万円まで

８，０００万円まで

１億５，０００万円まで

３億円まで

６億円まで

１２億円まで

２５億円まで

１００億円まで

注）完全所有権価額とは、対象不動産にその所有権を制限する権利が

存しないとした場合における当該不動産の所有権の鑑定評価額をいいます。

完　全　所　有　権　価　額

（別途５％の消費税等がかかります。）

規定手数料

取引額の５％

取引額の４％＋２万円

取引額の３％＋６万円

取　引　額（本体価額）

２００万円以下

４００万円以下

４００万円を超える場合

【予諾時】

基本予諾料５０，０００円と予諾時から４月末日までの予諾料（年間６，０００円の予諾料を月割

にて計算）をお支払いいただきます。なお、別に公証人に支払う手数料が必要となります。

【毎年４月末日】

１年分の予諾料６，０００円をお支払いいただきます。

①基本報酬＋②財産比例報酬

①基本報酬　　　３０万円

②財産比例報酬　執行財産の相続税評価額に対してつぎの率を乗じた額の合計額

・当社の預金・信託………………０．３％

・その他の財産

２億円以下の部分………………１．０％

２億円超５億円以下の部分……０．８％

５億円超の部分…………………０．５％　

注１）上記予諾料、報酬には、別途５％の消費税等がかかります。

注２）公租公課、相続登記費用、その他実費は執行の報酬以外に別途お支払いいただきます。

引き受けの予諾料

遺言執行の報酬

（執行終了の際にお支払い　　

いただきます。）

◆遺言信託手数料

残 高 証 明 書

当社制定書式で定例発行のもの

当社制定書式で随時（一回限り）発行のもの

当社制定書式外によるもの

相 続 財 産 評 価 額 計 算 書

利 息 支 払 証 明 書

銀 行 振 出 小 切 手

日 銀 小 切 手

通 帳 ・ 証 書 再 発 行

カ ー ド 再 発 行 （キャッシュカードまたはローンカード）

一通

一通

一通

一通

一通

一枚

一枚

一冊または一枚

一枚

２１０円

３１５円

１，０５０円

１，０５０円

１，０５０円

５２５円

１，０５０円

１，０５０円

１，０５０円
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当社のあゆみ

昭和３７年５月　創立総会を開催

設立登記を完了（資本金２５億円）

８月 本店・名古屋支店の２ヵ店で営業を開始（資金

量１２５億円）

１２月 東海銀行・第一信託銀行（現在の第一勧業銀行）

より信託財産を譲受け、日本証券代行(株)よ

り証券代行業務を引き継ぐ

昭和３９年２月　中部証券代行(株)より証券代行業務を引き継ぐ

昭和４１年１０月　本店新社屋が完成、現在地に移転

「厚生年金基金信託」の取扱開始

昭和４３年２月 「社内預金引当信託」の取扱開始

８月　証券代行事務センターを開設

昭和４４年１０月 「従業員持株信託」の取扱開始

昭和４６年５月 「個人年金プラン」の取扱開始

１２月 ニューヨーク合同駐在員事務所を開設（信託銀

行６社共同）

昭和４７年1月 「財産形成信託」の取扱開始

２月 海外銀行との直接コルレス許可を受ける

４月 倍額増資を行い、新資本金５０億円となる

７月 「ホームローン」の取扱開始

昭和４９年４月 ニューヨーク、ロンドンに駐在員事務所を開設

７月 信託オンラインを開始

８月 資金量1兆円を突破

「住宅ローン債権信託」の取扱開始

昭和５０年５月 「特定贈与信託」の取扱開始

８月 「スクスク信託」の取扱開始

１０月 「財産形成給付金信託」の取扱開始

昭和５２年４月 「自動継続貸付信託」の取扱開始

中央ビジネス(株) を設立

１０月 ニューヨーク支店を開設

昭和５３年１１月 「財産形成基金信託」の取扱開始

昭和５４年５月 「譲渡性預金」の取扱開始

中信信用保証(株)（現在、中央三井信用保証(株)）

を設立

「公益信託」第1号を受託

昭和５５年１０月 証券代行部に漢字システムを導入

昭和５６年1月 「信託総合口座」の取扱開始

貸付信託の月2回の設定開始

４月 ロンドン支店を開設

６月 「ビッグ」の取扱開始

９月 有価証券運用を目的とする特定金銭信託の受託

開始

昭和５７年３月 香港駐在員事務所を開設

１０月 「財産形成年金信託」の取扱開始

昭和５８年４月 国債等公共債の窓口販売の開始

「信託銀行オンライン・キャッシュ・サービス

(SOCS)」スタート

５月 「ホームローン（変動一般型、変動親子型）」の取

扱開始

８月 中央信託亞洲有限公司を設立

「キャッシュ･マネージメント・ファンド(C.M.F.)」

の取扱開始

９月 「国債信託口座(ダブル)」の取扱開始

昭和５９年 1月 「アパートローン」の取扱開始

３月 中央カードサービス(株)（現在、中央三井カード

(株)）を設立

６月 国債等公共債のディーリング業務の開始

「株主情報オンライン・サービス」の取扱開始

１０月 「土地信託」第1号を受託

１２月 企業内ATMによる当社初の無人店舗を開設

昭和６０年３月 資金量５兆円を突破

６月 国債担保付「信託総合口座」の取扱開始

８月 「カードローン」の取扱開始

１０月 増資を行い、新資本金１０１億円となる

「大口定期」の取扱開始

「財産管理サービス」の取扱開始

１２月 「ヒット」の取扱開始

昭和６１年1月 中信リース(株)を設立

６月 中信情報システム(株)を設立

「不動産購入ローン」の取扱開始

７月 中央トラストインターナショナルリミテッドを設

立

中信投資顧問(株)（現在、中央三井アセットマネ

ジメント(株)）を設立

８月 株式分割実施（額面金額を５００円から５０円に変

更）

１１月 無償増資により新資本金は１１４億１，５００万円と

なる

１２月 中信住宅販売(株)を設立
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平成７年２月 単位未満株式買取の新システムの取扱開始

７月 「法人ヒットスイングサービス」の取扱開始

８月 住宅ローン「固定金利選択型」の取扱開始

９月 「手形債権信託」第1号を受託

平成８年1月 阪神・淡路大震災の被災マンションの再建をコ

ンサルタントとして支援

４月 ATMの稼動時間を拡大

地方銀行・第二地方銀行とのCD・ATMオンラ

イン提携開始

６月 中央スタッフサービス（株）を設立

１１月 証券代行業務の受託会社数１，０００社を突破

１２月 借り換え専用の住宅ローン「コンビ」の取扱開始

平成９年５月 信用金庫・信用組合・系統農協・労働金庫との

CD・ATMオンライン提携開始

６月 「ふえる定期」の取扱開始

８月 インターネット上にホームページ

“Chuo Trust Square”を開設

９月 本店建設計画を発表

一括ファクタリングシステム（信託方式）の取

扱開始

平成１０年２月 北海道拓殖銀行の本州地区営業の譲受けを発表

第一回甲種優先株式発行による増資を行い、新

資本金７７２億１，５００万円となる

５月 H S B Cグループのエイチ・エス・ビー・シー

投資顧問と覚書を交換

７月 「中央の米ドル定期」の取扱開始

１０月 「テレホンバンキング」の取扱開始

１１月 北海道拓殖銀行の本州地区営業の譲受けを実

施

１２月 投資信託の窓口販売の開始

平成１１年１月 三井信託銀行との合併検討を発表

２月 証券管理部にて「ISO９００２」を取得

「コンビ１０００」の取扱開始

３月 郵便貯金とのCD・ATMオンライン提携を開始

第三者割当増資により

新資本金９５９億６，６１８万３千円となる

第二回甲種優先株式の発行により

新資本金１，７０９億６，６１８万３千円となる

５月 三井信託銀行と合併契約を締結

昭和６２年２月 国・公有地の土地信託第1号を大分県から受託

３月 信託財産額１０兆円を突破

４月 香港支店を開設

CI 導入

５月 「リフォームローン」の取扱開始

７月 共同CMSに加盟

１１月 国内CPの取扱開始

昭和６３年1月 「大分ソフィアプラザビル」（全国初の公有地土

地信託方式によるインテリジェントビル）完成

７月 財務アドバイザーを支店配置

平成元年３月 東京証券取引所市場第二部に株式上場

増資を行い、新資本金２６８億１，５００万円となる

６月 「スーパーヒット」の取扱開始

国有地の土地信託第1号を受託

平成２年３月 増資を行い、新資本金６１２億１，５００万円となる

調布センター竣工

５月 都市銀行とのCD・ATMオンライン提携開始

６月 北京駐在員事務所を開設

９月 東京証券取引所市場第一部に株式上場

１２月 大阪証券取引所および名古屋証券取引所市場

第一部に株式上場

平成３年２月 第三次オンラインシステム（Ｃ-BEST）稼動

６月 「自然保護信託」（シンフォニー）発売

川口支店を開設

１１月 CD、ATMの日曜日稼動（サンデーバンキング）

開始

「スーパー定期」の取扱開始

平成４年２月 ３０周年記念活動「スペイン・リアリズムの美」

展に協賛

６月 「ヒットスイングサービス」の取扱開始

平成５年９月 信託代理店契約第1号を受託

１２月 オリジナルキャラクター「たっくん」を採用

平成６年１月 名古屋市初の土地信託による優良再開発事業

に着手

２月 「特定債権信託」第1号を受託

７月 「遺産整理業務」の取扱開始

１２月 「売掛債権信託」第1号を受託
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郵便番号

１０４‐８３４５

１０３‐００２７

１００‐０００５

１０１‐００４５

１０４‐００６１

１０４‐００４５

１０３‐０００４

１０５‐０００１

１０５‐０００１

１０８‐００１４

１６０‐００２３

１６０‐００２２

１６０‐００２３

１１２‐０００２

１１０‐０００５

１１０‐０００５

１３５‐００４８

１４１‐００３１

１５２‐００１１

１４４‐００５１

１４４‐００５１

１５４‐０００１

１５４‐００１７

１５０‐０００２

１５０‐０００２

１６４‐０００１

１６７‐００５１

１６６‐０００１

１６８‐００６４

１７１‐００２１

１７０‐００１３

１１５‐００５５

１１５‐００５５

１７７‐００５１

１７７‐００４１

１２３‐０８５１

１２４‐００２４

１８０‐０００４

１８０‐００２２

所　　　在　　　地

東京都中央区京橋１丁目７番１号

東京都中央区日本橋１丁目３番１３号

東京都千代田区丸の内２丁目２番３号

東京都千代田区神田鍛冶町３丁目３番

東京都中央区銀座７丁目９番１１号

東京都中央区築地１丁目１３番１４号

東京都中央区東日本橋３丁目３番８号

東京都港区虎ノ門１丁目１番２０号

東京都港区虎ノ門１丁目１番１２号

東京都港区芝５丁目３１番１９号

東京都新宿区西新宿１丁目７番２号

東京都新宿区新宿３丁目１３番４号

東京都新宿区西新宿５丁目８番３号

東京都文京区小石川１丁目１２番１６号

東京都台東区上野３丁目１７番７号

東京都台東区上野６丁目１６番２２号

東京都江東区門前仲町１丁目５番７号

東京都品川区西五反田７丁目９番２号

東京都目黒区原町１丁目３番１６号

東京都大田区西蒲田７丁目５番１１号

東京都大田区西蒲田７丁目４５番８号

東京都世田谷区池尻３丁目２３番２号

東京都世田谷区世田谷２丁目２４番１号

東京都渋谷区渋谷３丁目６番３号

東京都渋谷区渋谷１丁目１３番９号

東京都中野区中野５丁目６８番５号

東京都杉並区荻窪５丁目２６番１３号

東京都杉並区阿佐谷北４丁目２１番１２号

東京都杉並区永福３丁目３７番７号

東京都豊島区西池袋１丁目１６番１０号

東京都豊島区東池袋１丁目１７番８号

東京都北区赤羽西１丁目４０番１号

東京都北区赤羽西１丁目３８番１号

東京都練馬区関町北２丁目２９番４号

東京都練馬区石神井町２丁目８番１５号

東京都足立区梅田２丁目４番１７号

東京都葛飾区新小岩２丁目１番２４号

武蔵野市吉祥寺本町２丁目２番１５号

武蔵野市境２丁目１２番１３号

電話番号

０３（３５６７）１４５１

０３（３２７２）６６１１

０３（３２１１）６６１１

０３（３２５４）３３１１

０３（３５７１）９３３１

０３（３５４３）１０１１

０３（３６６２）０８６１

０３（３５０２）７９５１

０３（３５０３）２４２１

０３（３４５７）１５０１

０３（３３４２）８５１１

０３（３３５１）５１０１

０３（３３７２）３３１１

０３（３８１５）０３１１

０３（３８３４）１３１１

０３（３８３２）２２１６

０３（３６４１）８３１１

０３（３４９２）６３１１

０３（３７１３）７１４６

０３（３７３１）７１８１

０３（３７３３）６６１１

０３（３４１２）２１３１

０３（３４２８）１１５１

０３（３４０９）４１６１

０３（３４００）４１０６

０３（３３８７）７４１１

０３（３３９８）２２５１

０３（３３３０）７３１１

０３（３３２３）０２１１

０３（３９７１）４１８１

０３（３９８３）８１２１

０３（３９０８）１１９１

０３（３９００）６１６１

０３（３９２０）２５１１

０３（３９９５）１２２１

０３（３８８７）６８０１

０３（３６５４）８８２１

０４２２（２１）３７４７

０４２２（５３）５５１１

店　　名

本　　　店

東京中央支店

丸ノ内支店

神 田 支 店

銀 座 支 店

築 地 支 店

馬喰町支店

虎ノ門支店

東虎ノ門支店

三 田 支 店

新 宿 支 店

新宿東支店

西新宿支店

小石川支店

上 野 支 店

上野駅前支店

永代橋支店

五反田支店

西小山支店

蒲 田 支 店

西蒲田支店

池 尻 支 店

世田谷支店

渋 谷 支 店

渋谷中央支店

中 野 支 店

荻 窪 支 店

阿佐谷北支店

西永福支店

池 袋 支 店

東 池 袋 支 店

赤 羽 支 店

赤 羽 西 支 店

武 蔵 関 支 店

石 神 井 支 店

千 住支 店

新 小 岩 支 店

吉 祥 寺 支 店

武 蔵 境 支 店

（平成１１年７月1日現在）

■国　内

延土外住

土外住

外住

土外住

日外住

土外住

外住

土外住

土外住

土外住

土外住

土外住

土外住

土外住

土　住

土外住

土外住

土外住

土外住

土　住

土外住

土外住

土両住

延土外住

土外住

土外住

土外住

土両住

日両住

延日　住

土外住

延日　住

土外住

土外住

日両住

土外住

土両住

日　住

土両住

郵便番号

１８５‐００１２

１９１‐００１１

１９２‐００８３

１９３‐０８４５

１８２‐０００６

１８９‐００１４

２０２‐０００４

２０５‐０００１

３３２‐００１７

３３３‐０８１１

３３０‐０８４６

３５９‐１１１６

３４４‐００４６

３５０‐１３０５

３４０‐００５２

３６４‐００３１

３４５‐００３６

３４９‐１１０２

２７２‐０８０４

２７３‐０００５

２６０‐００１５

２６０‐００２８

２８５‐０８１１

２７１‐００９２

２９９‐３２３５

２１０‐０００７

２１４‐００３８

２３１‐００１５

２３１‐００１３

２２６‐０００３

２２５‐００２４

２５１‐００５２

２５２‐０８１３

２５０‐００１１

２４２‐０００５

２２８‐００２４

０６０‐０００２

９８０‐００２１

９８０‐０８１１

所　　　在　　　地

国分寺市本町２丁目１０番８号

日野市日野本町４丁目６番地６

八王子市旭町９番１号

八王子市初沢町１２３１番地１９

調布市西つつじヶ丘３丁目２９番地１

東村山市本町２丁目１７番地９

保谷市下保谷４丁目１４番１７号

羽村市小作台１丁目３番地８

川口市栄町３丁目１０番３号

川口市戸塚２丁目２２番２７号

大宮市大門町１丁目１番地

所沢市東町１２番１号

春日部市大字上蛭田１４３番地３

狭山市入間川３丁目３番１３号

草加市金明町４１７番地５

北本市中央３丁目６３番地

埼玉県北葛飾郡杉戸町杉戸２丁目１３番１２号

埼玉県北葛飾郡栗橋町中央１丁目１４番１号

市川市南大野３丁目２４番１９号

船橋市本町１丁目３番２９号

千葉市中央区富士見２丁目２３番８号

千葉市中央区新町１８番地１０

佐倉市表町３丁目２番地１４

松戸市松戸１１６５番地１

千葉県山武郡大網白里町駒込４４０番地８

川崎市川崎区駅前本町１番地３

川崎市多摩区生田７丁目８番４号

横浜市中区尾上町３丁目４６番地

横浜市中区住吉町３丁目３３番地

横浜市緑区鴨居１丁目７番７号

横浜市青葉区市ヶ尾町１０６４番地２

藤沢市藤沢４３８番地の１

藤沢市亀井野１丁目２番地６

小田原市栄町１丁目２番１２号

大和市西鶴間３丁目１番１３号

座間市入谷５丁目１６８４番地３

札幌市中央区北二条西４丁目１番地

仙台市青葉区中央３丁目３番３号

仙台市青葉区一番町３丁目７番２３号

電話番号

０４２（３２２）２６６１

０４２（５８３）２２１１

０４２６（４４）２０１１

０４２６（６５）２１１１

０４２４（８３）５５１１

０４２（３９３）７１１１

０４２４（２３）５４１１

０４２（５５５）６１１１

０４８（２５８）４００１

０４８（２９６）１１１１

０４８（６４３）３２８１

０４２（９２４）５１３１

０４８（７６１）３１１３

０４２（９５３）５３１１

０４８９（４１）３１１１

０４８５（９１）３４３４

０４８０（３４）３１１１

０４８０（５２）２６１１

０４７（３３８）２１１１

０４７（４２４）１３２１

０４３（２２５）５０２１

０４３（２４７）４１１１

０４３（４８５）３３１１

０４７（３６１）０１２１

０４７５（７２）３１２１

０４４（２４４）５４５１

０４４（９３２）３１１１

０４５（６８１）５２４１

０４５（６８１）７３４１

０４５（９３４）４７１１

０４５（９７１）１１４１

０４６６（２３）４１５５

０４６６（８１）２１１１

０４６５（２４）３９０１

０４６２（６３）３１４１

０４６２（５５）２１２１

０１１（２５１）０２９１

０２２（２６２）５５１１

０２２（２６４）３１１１

店　　名

国分寺支店

日 野 支 店

八王子支店

高 尾 支 店

つつじヶ丘支店

東村山支店

保 谷 支 店

小 作支 店

川 口 支 店

東川口支店

大 宮 支 店

所 沢 支 店

豊 春 支 店

狭 山 支 店

草加新田支店

北 本 支 店

杉 戸 支 店

栗 橋 支 店

市川大野支店

船 橋 支 店

千 葉 支 店

千葉駅前支店

佐 倉 支 店

松 戸 支 店

大 網 支 店

川 崎 支 店

生 田 支 店

横 浜 支 店

横浜中央支店

鴨居 支 店

市が尾支店

藤 沢 支 店

六 会 支 店

小田原支店

鶴 間 支 店

座 間 支 店

札 幌 支店

仙 台 支 店

仙台中央支店

日外住

延日両住

日　住

日両住

土外住

日外住

土両住

延日外住

日　住

延日両住

延日　住

土　住

日両住

土両住

日両住

土両住

日両住

日両住

日　住

日　住

土　住

土外住

土　住

土両住

土両住

延日　住

土両住

延土外住

外住

延日外住

延日両住

日　住

土両住

延日　住　

日両住

土両住

延土外住

土　住

外住

当社の店舗網
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郵便番号

９６０‐８０３５

３１０‐００２６

３２０‐００３３

３７１‐００２３

９５１‐８０６２

９３０‐０００３

９１０‐０００６

４１０‐０８０１

４２０‐０８５３

４３０‐０９４４

４４０‐００７６

４４４‐００５９

４７１‐００２７

４６０‐８６８５

４６０‐０００３

４５０‐０００３

４６４‐００７５

所　　　在　　　地

福島市本町２番１号

水戸市泉町１丁目６番２４号

宇都宮市本町４番１５号

前橋市本町２丁目２番１２号

新潟市西堀前通六番町９０５番地

富山市桜町１丁目１番３６号

福井市中央１丁目７番１号

沼津市大手町５丁目４番２号

静岡市追手町２番１２号

浜松市田町３２４番地の３

豊橋市大橋通１丁目９６番地

岡崎市康生通西３丁目１６番地

豊田市喜多町２丁目７７番地

名古屋市中区錦２丁目２０番２５号

名古屋市中区錦３丁目１６番２８号

名古屋市中村区名駅南１丁目２５番２号

名古屋市千種区内山３丁目１０番１７号

電話番号

０２４（５２３）１２０１

０２９（２２１）４１３１

０２８（６２１）１８８５

０２７（２３３）０８００

０２５（２２８）６６１１

０７６（４４１）４６３１

０７７６（２５）０６５１

０５５９（６２）３１０１

０５４（２５４）７１０１

０５３（４５３）２２３３

０５３２（５４）９１３１

０５６４（２３）５５８８

０５６５（３３）３３１１

０５２（２３１）１２３１

０５２（９６１）８１３１

０５２（５８１）９１１１

０５２（７４１）０２５１

店　　名

福 島 支 店

水 戸 支 店

宇都宮支店

前 橋 支 店

新 潟 支 店

富 山 支 店

福 井 支 店

沼 津 支 店

静 岡支 店

浜 松 支 店

豊 橋 支 店

岡 崎 支 店

豊 田 支 店

名古屋支店

栄 支 店

名古屋駅前支店

今 池 支 店

土　住

土　住

土　住

土　住

土　住

日　住

土　住

土　住

土　住

土外住

日　住

日　住

土　住

延土外住

外住

延土　住

延日　住

郵便番号

４６０‐００２２

４９１‐０８５８

５００‐８１７５

５１０‐８６５０

６００‐８００６

６０４‐８１５２

５４１‐００４１

５３０‐０００１

５４１‐００５４

５４３‐００５５

６５０‐００３３

６５０‐００２３

７３０‐００１１

８１０‐０００１

８４０‐０８３１

８７０‐００２６

所　　　在　　　地

名古屋市中区金山１丁目１４番９号

一宮市栄３丁目７番１５号

岐阜市長住町２丁目３番地

四日市市諏訪町５番４号

京都市下京区四条通高倉東入ル

京都市中京区烏丸通鮹薬師下ル手洗水町６７８番地

大阪市中央区北浜２丁目６番２６号

大阪市北区梅田１丁目１２番１７号

大阪市中央区南本町３丁目５番１４号

大阪市天王寺区悲田院町８番２２号

神戸市中央区江戸町９３番

神戸市中央区栄町通２丁目４番１４号

広島市中区基町１３番１３号

福岡市中央区天神１丁目９番１７号

佐賀市松原１丁目３番２号

大分市金池町１丁目１番１号

電話番号

０５２（３２２）３３９１

０５８６（７３）０１１６

０５８（２６４）２２９１

０５９３（５１）１５３５

０７５（２３１）６１６１

０７５（２１１）３２１１

０６（６２０２）７１２１

０６（６３４３）２４５１

０６（６２５１）５３９１

０６（６７７１）７１５１

０７８（３９３）５３９３

０７８（３３１）６９４１

０８２（２２３）２２２１

０９２（７１３）１５１１

０９５２（２４）２４１１

０９７（５３３）１３８８

店　　名

金山橋支店

一 宮 支 店

岐 阜 支 店

四日市支店

京 都 支 店

烏丸通支店

大 阪 支 店

梅 田 支 店

御堂筋支店

阿倍野支店

神 戸 支 店

神戸元町支店

広 島 支店

福 岡 支 店

佐 賀 支 店

大 分 支 店

日　住

日　住　

日　住　

土　住

土外住

外住

延土外住

延土　住

外住

土　住

土外住

外住

土　住

土　住

土　住

日　住

延…ATMの延長稼動実施店（平日の朝8時から夜9時まで、ATMをご利用いただけます。）
土…ATMの土曜稼動実施店（正月など一部を除く土曜の朝9時から夕方5時まで、ATMをご利用いただけます。）
日…ATMの土曜・日曜・祝日稼動実施店（正月など一部を除く土曜・日曜・祝日の朝9時から夕方5時まで、ATMをご利用いただけます。）
外…外国為替取扱店（取扱店以外の支店は、取扱店に取次ぎさせていただきます。外国通貨およびトラベラーズチェックの両替もいたします。）
両…外国通貨の両替およびトラベラーズチェックの取扱店
住…住宅金融公庫取扱店
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所 在 地

Two World Trade Center, Suite ８３２２, New York, N.Y.１００４８U.S.A.

Triton Court, １４ Finsbury Square, London EC２A１HA, U.K.

２３０３-２３０８,  Alexandra House, １６-２０ Chater Road, Hong Kong 

中華人民共和国北京市朝陽区建国門外大街甲26号長富宮中心辨公楼6層

２３０３-２３０８,  Alexandra House, １６-２０ Chater Road, Hong Kong 

Triton Court, １４ Finsbury Square, London EC２A 1BR, U.K.

電話番号

1-212-938-0200

44-171-456-9000

852-2810-1461

86-10-6513-9851

852-2810-1461

44-171-456-9050

支店／駐在員事務所／現地法人

ニ ュ ー ヨ ー ク 支 店

ロ ン ド ン 支 店

香 港 支 店

北 京 駐 在 員 事 務 所

中 央 信 託 亞 洲 有 限 公 司

中 央 ト ラ ス ト イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル リ ミ テ ッ ド

■海　外

現地
法人

現地
法人

注）ニューヨーク、ロンドン、香港の各支店は平成１１年９月までに、中央信託亞洲有限公司は平成１２年３月までに閉鎖の予定です。

店 名

ア イ タ ウ ン

恋 ヶ 窪

狭 山 サ テ ィ

宮 代

獨 協 大 学

八 王 子

館 ヶ 丘

店舗外ATM一覧
所　　在　　地

アイタウン・プラザ１階

西武国分寺線恋ヶ窪駅隣り

狭山サティ１階南入口

東武伊勢崎線東武動物公園駅西口、

ライフストア前

獨協大学本部中央棟１階ロビー

JR中央線八王子駅南口

館ヶ丘団地名店街セイフー前

住 所

〒１６０-００２３

東京都新宿区西新宿６丁目２１番１号

〒１８５-０００２

国分寺市東戸倉２丁目１１番１号

〒３５０-１３０５

狭山市入間川３丁目３０番１号

〒３４５-０８２７

埼玉県南埼玉郡宮代町本田５丁目７番２１号

〒３４０-００４２

草加市学園町１番１号

〒１９２-０９０４

八王子市子安町４丁目９６番６号

〒１９３-０９４４

八王子市館町１０９７番地２街区５号棟１０９号

平日のお取扱い時間

９：００～１７：００

８：４５～１９：００

１０：００～１７：００

９：００～１７：００

８：４５～１８：００

８：４５～１８：００

８：４５～１９：００

休日稼動

／

土曜
日曜
祝日

／

土曜

土曜

土曜

土曜
日曜
祝日

休日のお取扱い時間

／

９：００～１７：００

／

９：００～１７：００

９：００～１７：００

９：００～１７：００

９：００～１７：００

（平成１１年７月1日現在）
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ISO9002………………………………………………………………………………………………… 20，24，31，95

粗利益→業務粗利益………………………………………………………………………………………………… 64

遺産整理業務 ………………………………………………………………………………………………………… 44

1店舗当たり貸出金残高………………………………………………………………………………………… 79，86

1店舗当たり信託資金量 …………………………………………………………………………………………… 77

1店舗当たり預金残高 ……………………………………………………………………………………………… 83

一般貸倒引当金 ……………………………………………………………………………………………………… 87

受取利息・支払利息の分析……………………………………………………………………………………………66

ALM委員会…………………………………………………………………………………………………… 13，15，16

営業経費の内訳……………………………………………………………………………………………………… 68

エイチ・エス・ビー・シー投資顧問（エイチ・エス・ビー・シー投信投資顧問）………………………20，22，33，95

ATM延長稼動、日曜・祝日稼動 ……………………………………………………………………………… 96～98

ATM設置台数 ……………………………………………………………………………………………………… 2

ATM提携拡大 …………………………………………………………………………………………………… 24，29

ATM利用手数料 …………………………………………………………………………………………………… 92

役務取引の状況……………………………………………………………………………………………………… 67

沿革→当社の歩み ……………………………………………………………………………………………… 94，95

延滞債権 ……………………………………………………………………………………………………… 11，80，87

大株主一覧…………………………………………………………………………………………………………… 50

大口定期…………………………………………………………………………………………………………… 41，94

オフバランス取引情報（金融派生商品、先物外国為替取引、与信関連取引） ……………………………………………… 74

主な商品・サービスのご案内 ………………………………………………………………………………… 40～44

海外拠点 ………………………………………………………………………………………………………… 2，98

外貨建資産残高 ……………………………………………………………………………………………………… 91

外貨預金 ……………………………………………………………………………………………………………… 41

外国為替業務 ………………………………………………………………………………………………………… 38

外国為替取扱高…………………………………………………………………………………………………… 20，91

外国人株主調査および議決権行使促進サービス……………………………………………………………… 23，35

確定拠出型年金事業 ………………………………………………………………………………………………… 30

貸金庫使用料 ………………………………………………………………………………………………………… 92

貸倒引当金………………………………………………………………………………………………………… 11，87

貸出運営について …………………………………………………………………………………………………… 12

貸出金業種別内訳………………………………………………………………………………………………… 78，85

貸出金契約期間別残高 ……………………………………………………………………………………………… 78

貸出金残存期間別残高 ……………………………………………………………………………………………… 84

貸出金残高……………………………………………………………………………………………… 7，20，46，77，84

貸出金使途別内訳………………………………………………………………………………………………… 79，85

貸出金償却額 ………………………………………………………………………………………………………… 88

貸出金担保別内訳………………………………………………………………………………………………… 79，86

貸出金利回り ………………………………………………………………………………………………………… 88

貸出条件緩和債権 …………………………………………………………………………………………… 11，80，87

貸付信託（収益分配型、収益満期受取型（ビッグ））………………………………………………………………………… 40

貸付信託特別留保金……………………………………………………………………………………………… 11，76

株価および株式売買高の推移 ……………………………………………………………………………………… 50

株式の所有者別状況 ………………………………………………………………………………………………… 48

株式の所有数別状況 ………………………………………………………………………………………………… 49

元本補てん契約のある信託内訳 …………………………………………………………………………………… 76

危険債権…………………………………………………………………………………………………… 11，12，80，87

教育ローン …………………………………………………………………………………………………………… 43

業績…………………………………………………………………………………………… 2，19，20，21，46，47，53

業務純益 ………………………………………………………………………………………………………… 2 ，64

業務のご案内 …………………………………………………………………………………………………… 26～44

金銭信託 ……………………………………………………………………………………………………………… 40

金銭信託等の受入状況 ……………………………………………………………………………………………… 76

金銭信託等の運用状況 ……………………………………………………………………………………………… 77

金銭信託等の信託期間別元本残高 ………………………………………………………………………………… 76
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表　

表　

表　

表　

I金銭の信託の時価等関係 …………………………………………………………………………………………… 69

金融再生法に基づく資産内容の開示（金融再生法に基づく資産の査定額）………………………………… 11，12，80，87

経営健全化計画………………………………………………………………………………………………… 9，10，12

経営合理化……………………………………………………………………………………………………………… 9

経営方針、基本理念、経営目標 ……………………………………………………………………………………… 4

経済・金融環境…………………………………………………………………………………………………………19

経常収益……………………………………………………………………………………………… 2，21，46，47，53

経常利益（損失）……………………………………………………………………………………… 2，21，46，47，53

検査体制 ……………………………………………………………………………………………………………… 15

公益信託 ……………………………………………………………………………………………………………… 39

公共債引受額、窓口販売実績………………………………………………………………………………………… 91

厚生年金基金 ………………………………………………………………………………………………………… 30

公的資金の導入 …………………………………………………………………………………………………… 9，21

子会社の状況……………………………………………………………………………………………………… 52，53

顧客分別金信託 ……………………………………………………………………………………………………… 44

国公有地の土地信託 ………………………………………………………………………………………………… 37

国際業務…………………………………………………………………………………………………………… 20，38

国際業務経常収益 …………………………………………………………………………………………………… 57

国内・国際業務部門別粗利益…………………………………………………………………………………………64

国民年金基金 ………………………………………………………………………………………………………20，30

個人のお客さま向けローン ………………………………………………………………………………………… 43

個別貸倒引当金 ……………………………………………………………………………………………………… 87

コンティンジェンシープラン…………………………………………………………………………………………17

コンビ（借り換え専用住宅ローン）………………………………………………………………………………………… 43

コンビ1000 ………………………………………………………………………………………… 12，24，28，43，95

コンピュータ西暦２０００年問題………………………………………………………………………… 15，16，17，19

コンプライアンス（法令等の遵守）…………………………………………………………………………………3，4，18

財形貯蓄（一般財形、年金財形、住宅財形）………………………………………………………………………………… 42

財産形成給付金信託、財産形成基金信託 ………………………………………………………………………… 44

債権償却準備金…………………………………………………………………………………………………… 11，76

債権流動化業務 ……………………………………………………………………………………………………… 32

財産管理サービス …………………………………………………………………………………………………… 44

再発行手数料 ………………………………………………………………………………………………………… 93

財務アドバイザー………………………………………………………………………………………………… 27，95

３カ月以上延滞債権額………………………………………………………………………………………… 11，80，87

サンデー相談会、トワイライト相談会………………………………………………………………………………27

資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り ……………………………………………………………………… 64

資金調達原価→預金利回り ………………………………………………………………………………………… 83

資金量（総資金量） …………………………………………………………………………………………………… 7，77

自己資本比率（単体） ……………………………………………………………………………………………… 46，63

自己資本比率（連結）→連結自己資本比率 ………………………………………………………………… 2，47，58

資産の自己査定…………………………………………………………………………………………… 10，13，21，53

資産流動化 …………………………………………………………………………………………………………… 32

市場リスク …………………………………………………………………………………………………… 13，14，16

システムリスク…………………………………………………………………………………………………… 15，16

自然保護信託（シンフォニー）…………………………………………………………………………………………… 39

指定金外信託 ………………………………………………………………………………………………………… 31

資本金 …………………………………………………………………………………………………………… 2，46

資本金の推移 ………………………………………………………………………………………………………… 47

支払承諾見返担保別内訳 …………………………………………………………………………………………… 86

事務リスク………………………………………………………………………………………………………… 15，16

社内預金引当信託 …………………………………………………………………………………………………… 44

収益計画………………………………………………………………………………………………………………… 8

従業員数、従業員の状況 ………………………………………………………………………………………… 46，51

従業員一人当たり貸出金残高 ……………………………………………………………………………………79，86

従業員一人当たり信託資金量 ……………………………………………………………………………………… 77

従業員一人当たり預金残高 ………………………………………………………………………………………… 83

従業員（役員）持株信託 ……………………………………………………………………………………………… 44

住宅ローン（ホームローン）……………………………………………………………………………………… 43，94，95
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表　

表　

I受託資産運用業務 …………………………………………………………………………………………………… 33

受託資産管理業務………………………………………………………………………………………………… 24，31

主要な経営指標の推移…………………………………………………………………………………………… 46，47

証券業務…………………………………………………………………………………………………………… 20，31

証券信託→特定金銭信託・特定金外信託・指定金外信託…………………………………………………………31

証券代行業務 ………………………………………………………………………………………………… 20，34，35

証券投資信託 ………………………………………………………………………………………………………… 31

譲渡性預金（NCD）………………………………………………………………………………………………… 41，94

消費者ローン・住宅ローン残高………………………………………………………………………………………79

商品有価証券売買高 ………………………………………………………………………………………………… 89

商品有価証券平均残高 ……………………………………………………………………………………………… 89

証明書発行手数料 …………………………………………………………………………………………………… 93

所在地別セグメント情報 …………………………………………………………………………………………53，57

信託財産残高 ………………………………………………………………………………………………7，20，46，75

信託総合口座 ………………………………………………………………………………………………………… 40

信託代理店 …………………………………………………………………………………………………………… 81

信託貯蓄 ……………………………………………………………………………………………………………… 40

信託のしくみ ………………………………………………………………………………………………………… 29

信託報酬 ……………………………………………………………………………………………………………… 46

信用リスク………………………………………………………………………………………………………… 13，16

スーパーキャシュ …………………………………………………………………………………………………… 29

スーパー定期・スーパー定期300 ………………………………………………………………………………… 41

スーパーヒット（金銭信託新1年据置型）………………………………………………………………………………… 40

正常債権…………………………………………………………………………………………………… 11，12，80，87

早期是正措置 ………………………………………………………………………………………………………… 10

総資産額 …………………………………………………………………………………………………… 2，46，47

組織図 ………………………………………………………………………………………………………………… 25

その他業務利益の内訳 ……………………………………………………………………………………………… 68

損益計算書（単体） ………………………………………………………………………………………………… 61，62

損益計算書（連結）→連結損益計算書………………………………………………………………………………… 55

貸借対照表（単体） ………………………………………………………………………………………………… 59，60

貸借対照表（連結）→連結貸借対照表………………………………………………………………………………… 54

中央のトータルアドバイス……………………………………………………………………………………… 23，27

中央の米ドル定期 …………………………………………………………………………………… 22，28，38，41，95

中央三井信託銀行 ………………………………………………………………………………………………… 7，28

中小企業等に対する貸出金……………………………………………………………………………………… 78，85

通知預金 ……………………………………………………………………………………………………………… 41

定期預金 ……………………………………………………………………………………………………………… 41

定期預金の残存期間別残高 ………………………………………………………………………………………… 83

適格退職年金 ………………………………………………………………………………………………………… 30

手数料一覧………………………………………………………………………………………………………… 92，93

デビットカード ……………………………………………………………………………………………………… 29

デリバティブ（取引情報）……………………………………………………………………………… 14，38，70～74

テレホンバンキング ………………………………………………………………………………………… 23，28，95

店舗一覧 …………………………………………………………………………………………………………96～98

店舗外ATM一覧 ………………………………………………………………………………………………………98

当期純利益（損失）………………………………………………………………………………………… 2，21，46，47

当座預金 ……………………………………………………………………………………………………………… 41

動産・不動産の信託……………………………………………………………………………………………………44

投資信託の窓口販売 ………………………………………………………………………………………… 23，28，95

投資信託受諾残高……………………………………………………………………………………………………… 7

特定海外債権残高 ……………………………………………………………………………………………………88

特定海外債権引当勘定 ……………………………………………………………………………………………… 87

特定金銭信託、特定金外信託 ……………………………………………………………………………………… 31

特定贈与信託 ………………………………………………………………………………………………………… 39

特定取引の状況 ……………………………………………………………………………………………………… 67

土地信託 ……………………………………………………………………………………………………………20，37

TOPICS（トピックス） …………………………………………………………………………………………… 22～24

トレーディング業務 ………………………………………………………………………………………………… 14
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I内国為替取扱高 ……………………………………………………………………………………………………… 91

なるほど定期……………………………………………………………………………………………………… 28，41
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